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元素名Gold，原子番号79，原子量196.97，電子配置[Xe]4f145d106s1，密度19.28 Mg･m－3，結晶構造面心立方(室温
～融点)，融点1336 K，沸点2983 K(1)，地殻存在量1.3 ng･g－1 (2)【写真】(a) 金の鋳造，(b) 金塊，(c) 金ネックチェーン，
(d) 金ボンディングワイヤ，(e) 金閣寺(写真提供 a, b, c, d田中貴金属工業株，e著者撮影)

ま て り あ
Materia Japan

第62巻 第 1 号(2023)

No. 26 金(Gold)
日本技術士会 清 水 進

永
と

遠
わ

に変わらぬ黄金の輝き故，古今東西権力の象徴として

崇められてきた金，現存する最古の金製品は紀元前 5 千年

紀，古代シュメル人のブルガリア遺跡「ヴァルナ銅石器時代

墓地43号墓」から出土した腕輪，リング，チェーン，円盤，

盃，錫杖等の金副葬品である．

2 世紀後のエジプト第 4 王朝の古文書に砂金の洗い採りの

記載があり(3)，ナイル川から漂砂鉱床の自然金を集め溶解，

鍛造し使用したとされている．

2021年全世界の金採掘量は合計 3,582 t で，その他にスク

ラップや退蔵品から 1,136 t を回収している．

需要は宝飾品 2,230 t，資産・投資・中央銀行 1,461 t，産

業用 330 t の合計 4,021 t で，この年の産業用は電子産業

272 t(82)，その他工業 47 t(14)，医療 11 t(4)であ

る(4)．本稿では用途の一端を紹介する．

宝飾品は装飾，装身具，美術，工芸，宗教用具等多岐に渡

り，使途に合った強さ，靭性，耐久性，耐食性，鋳造性，色

彩，価格を配慮し高品位から低品位の金合金が作られてき

た．日本造幣局は金製品にカラット「K」と千分率で純金を

24K999とし，22K916, 18K750, 14K585, 10k416, 9K375の 6

種類にホールマーク を刻印し品位を証明している．

装身具等に多用される 18 K(金 75 mass以降 mass

で表示．）は耐食性に優れ，金75に銀と銅を等量合金する

と純金色に近くて強い．銀を増やすと軟らかく緑系に，銅が

多いと硬く赤系となり，低温域で金属間化合物(規則格子)が

生じ硬化し脆く亀裂が生じ易い．

金75銅にパラジウム(Pd)を少し加えるとピンク系に，

金Pd 25は白色系のホワイトゴールドとなる．

古くから貴重な金はめっき(湿式・乾式)，クラッド，金

箔，金泥，ペースト等にして表層や局部に利用してきた．

めっきは純度99.95以上が半導体に，99.95以下の耐摩

耗性の硬質めっきは電気接点やコネクタに使用，装飾用は下

地の防食を考慮し厚さや光沢と色調を調整している．又，金

クラッドは小型リレー接点，眼鏡フレーム等に使用．

金箔(0.1～0.2 mm)は銀と銅を 5未満添加し色の調整と

展延性を改良し 9 割が仏壇用で，工芸，美術等の他に純金

箔が食用，化粧用に使われている．

織物の金糸は和紙に漆で金箔を張り細く切断，撚糸してい

るが，金をポリエステルフィルムにスパッタした金糸も作ら

れている(3)．

半導体用の金ボンディングワイヤ線径 F10～30 mm は不

可避不純物と添加元素を含め純度99.99以上を維持し，加

工法で強さと延伸性を調整する(5)他，99以上の硬化金線

も使われている．更に多機能で微細ピッチの組立，配線，接

続に金めっきや金バンプ，低融点共晶はんだの金錫，金ア

ンチモン等が使われている．

銅，コバルト，モリブデン，タンタル，タングステン等金

属の接合に流動性に優れる金銅ろうが，装身具は製品の純

度で色が近く，融点の低い金銀銅亜鉛合金ろうが，スペ

ースシャトルのメインエンジン冷却管のろう接に高温強さと

粒界腐食に強い金ニッケルろうが使われる．

歯科治療用合金は ADA, ISO, JIS に詳細が規定され，虫

歯治療のインレイ，クラウン，ブッリジ用鋳造合金は耐食性

に優れた 4 タイプ．軟質(83)，．中質(80)，

．高負荷(75)，．超高負荷(70析出硬化型)，(( )

内は金＋白金族)がある．クラスプ用は線，板のバネ性

の高い金70白金族銀銅の白金加金が使用されている(6)．

金コロイドはガラス着色に使われてきたが，現在，金ナノ

微粒子は心臓病，癌，感染症等の診断，妊娠検査やインフル

エンザの簡易検査キット等に利用している(5)．

神秘的な金，人類に役立つ何かを秘めている．

文 献

( 1 ) 金属データブック改訂 4 版日本金属学会，丸善，(2004).
( 2 ) R. L. Rundnick and S. Gao: ``The Crust'', Elsevier Ltd. (2004), 1
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( 4 ) Gold supply and demand WGC presentation World Gold Council

(2022年 8 月11日閲覧).

( 5 ) 医療用金属材料概論日本金属学会，(2010).
( 6 ) 絵とき貴金属利用技術 基礎のきそ日刊工業新聞社，(2016).
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図 1 新しいロゴマーク．

年 頭 の ご 挨 拶

―post コロナ時代に持続的に発展する学会として―

公益社団法人 日本金属学会 会長 中 野 貴 由

新年，明けましておめでとうございます．皆様にはご健勝で新年をお迎え

のこととお慶び申し上げます．

昨年は，新型コロナ感染者数の第 6 波，第 7 波が到来し，今も第 8 波の

真っただ中にありますが，感染者数は増加しているものの弱毒化が鮮明にな

り，コロナ禍の終息の兆しが見えて参りました．世界的にも国際会議等の対

面開催が増え，海外渡航，さらには海外からの研究者・技術者の受け入れ

も，コロナ禍前に戻りつつあります．

昨年の朗報は，2022年本会秋期講演大会を福岡工業大学にて対面開催(新規国際セッション等の一

部はハイブリット)ができたことです．2019年の岡山大会以来，実に 3 年ぶりの対面での講演大会と

なり．参加者の健康と安全を確保した活気ある大会となりました．講演数はオンライン開催時より大

幅に増加し，その数，約1,000件は岡山大会に匹敵し，数多くの会員の皆様が対面での講演大会開催

を強く待ち望んでいたことを感じる大会となりました．実際に1,500名もの参加者があり，オンサイ

トでの実りある討論がなされました．加えて日本鉄鋼協会の秋季講演大会との同時開催，さらには合

同懇親会も再開され，両学協会の発展にとって記念すべき大会となりました．本大会の開催にあた

り，大変なご尽力をいただきました中島英治大会実行委員長をはじめとする実行委員の皆様方，さら

に関係各位にこの場を借りて厚く御礼申し上げます．

金属学会執行部は， 2 年目に突入し，任期の長期化も相まって，“コロナに学び，克服する”こと

でコロナ前よりもさらにパワーアップした学会となるべく，役員一同，一致団結して様々な施策に取

り組んで参りました．

具体的には，本会出版図書の電子書籍化と会員向け無料閲覧の開始，“JIMM”としての新たなロ

ゴマークの制定(図)や学会パンフレットの制作(図)，ホームページのリニューアル等の広報活動

の強化，時代を先取りした産学共創研究会(マテリアルズインテグレーション，カーボンニュートラ

ル，アディティブ・マニュファクチュアリング，新材料・新機能創製)の創設と拡充，post コロナ時

代に対応したオンライン教育講座の開催とシリーズ化，金属学の国際的ハブ機能としての本会秋期講

演大会での国際セッションの開始と継続化，ASM International との連携事業の開始，韓国金属学会

との相互交流の再開，Materials Transactions のインパクトファクターの高水準値の維持・向上

(2021年1.377)，若手育成・助成制度とシニア

会員制度の充実を実施して参りました．さらに

今年 1 月からは，金属・材料研究をスタートす

るまでの小学生～大学生までを対象にユース会

員制度を設け，金属材料学の面白さと重要性を

早い段階から理解していただくための体制を整

えました．



図 3 JIMM-SDGs デザイン．

加えて，昨今のコロナ禍を含む世界情勢の変化を

鑑み，2030年に向かっての持続可能な開発目標であ

る SDGs(Sustainable Development Goals)をこれま

で以上に強く意識し，17の目標と169のターゲット

のうち，当会と関係の深い目標については，ポスト

SDGs を見据えつつ，SDGs 達成に向けた体制強化

と実践に向けた活動を具体的かつ強力に推進するこ

とになりました．ホームページ上に公開した「日本

金属学会における SDGs への対応強化について（本

号掲載）」で表明したように，本会のミッションプ

ランの中に SDGs への寄与を明示するとともに，戦

略推進委員会を本会の SDGs 対応の司令塔と定めて

具体的な活動を検討して参ります．また，講演大会

等の行事や委員会活動等の様々な機会に SDGs のロゴマークを掲示して，常に意識してもらうよう

にします．その一環として，図に示すような SDGs の17色シンボルカラーをあしらった JIMM

SDGs バッチを本年の春期講演大会への現地参加者には配布する予定としています．

以上のように，本会は post コロナ時代に持続的に益々発展する学会として精力的に活動をすすめ

て参ります．

本年も公益社団法人として，引き続き公益目的事業を公正かつ適切に推進して参りますので，会員

の皆様に於かれましては厚いご支援のほどよろしくお願い申し上げます．

最後になりましたが，本会会員の皆様の益々のご健勝とご発展を祈念いたしまして年頭のご挨拶と

させて頂きます．

2023年 1 月 1 日

図 2 日本金属学会のご紹介(本会のパンフレットより)．
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公益社団法人日本金属学会の組織と活動概況

公益社団法人日本金属学会は1937年 2 月14日に創設され，

2022年 2 月末時点の会員数は国内外合わせて4,650名，156

団体で，金属およびその関連材料に関する研究成果を世界に

発信する学会として活動を展開しています．右頁の組織図に

示すように，最高議決機関である「社員総会」，業務執行決

定機関の「理事会」，業務監査機関の「監事」の下で，「委員

会」，「支部」，「事務局」により，学術誌や学術図書の刊行，

講演会や講習会の開催，調査・研究，表彰・奨励の事業を行

っています．

また，金属学会のプレゼンスの向上等を図ることを目的と

して「広報委員会」を2021年に設置して，広報活動を強化

しました．2022年は新たなロゴマークを制定し，略称を

JIMM へ変更しました．さらに，学会パンフレットの制

作，ホームページのリニューアル等を行いました．

図 1 新ロゴマーク．

図 2 新ホームページ．

新型コロナウイルス感染症(COVID19)は継続しているも

のの，行動制限の緩和等により，2022年は秋期講演大会や

一部の研究集会の対面開催やハイブリッド開催等の対面での

活動も再開しました．

刊行事業では，機関誌および学術図書類を刊行しています．

会員の情報交換や啓発・教育を目的として，2022年も会

報「まてりあ」を毎月刊行し，会員に配布しました．「入門

講座」，「講義ノート」といった学びの支援や，「特集」，「最

近の研究」，「新技術・新製品」等のホットな研究や開発に関

する解説に加えて，近年は魅力ある会報に向け，社会の中で

見られる金属を紹介する「巻頭記事」，各金属元素の物理的

や化学的特徴等を紹介する「金属素描」，物性等の金属にま

つわる様々な数値をグラフにして見える化する「金属何でも

ランキング」，「“あのころ”のまてりあ」，「よくわかるピ

ンポイント講座」，「実学講座」，「思い出の教科書，この一

冊」，「科学館めぐり」，優秀高校生ポスター賞等の受賞者

に発表体験を通して感じたことなどを書いてもらう「スポッ

トライト」，「先達からのお便り」等の多彩な記事を掲載しま

した．

論文誌として，和文の学術論文誌「日本金属学会誌」，お

よび材料系14学協会と共同刊行している英文の学術論文誌

「Materials Transactions」を毎月刊行して，研究成果を国

内外に広く発信しています．日本金属学会誌では年間約50

編の論文を掲載してますが，近年は投稿・掲載数の減少が続

いており，2022年は冊子を 2 号ずつ合併して発行せざるを

得ませんでした．Materials Transactions では年間約260編

の論文を掲載してます．Materials Transactions の2021年イ

ンパクトファクターは1.377と 2 年連続で1.3を越えました．

金属および関連材料に関する専門書や教科書等の「学術図

書類」を刊行してます．既刊図書の電子化を進めており，一

部は電子書籍として販売してます．2022年には全ての図書

の電子化を完了し，一部を除いた37タイトルの電子書籍を

会員へ無料公開することを開始しました．

講演会・講習会事業では，「講演大会」や「セミナー」，

「シンポジウム」等を開催してます．

最新の研究成果を発表・討議するとともに，会員間の交流

を図ることを目的として，春秋 2 回の「講演大会」を開催

してます．2022年の春期講演大会はオンラインでの開催を

余儀なくされましたが，秋期講演大会は2019年以来年ぶ

りに対面開催(福岡工業大学)を行いました．春期講演大会は

約690件の講演，約1,200名の参加で，秋期講演大会は約

1,000件の講演，約1,500名の参加があり，COVID19以前に

近づきました．講演大会では受賞記念講演，特別講演，一般

口頭講演，ポスター発表，高校生ポスター発表，公募シンポ

ジウム講演，企画シンポジウム講演，国際セッション講演，

日本鉄鋼協会との共同セッション講演が行われました．ま

た，秋期講演大会では「機器展示」，「ランチョンセミナー」，

企業説明会に代わる「ランチタイム学生キャリアサポートセ

ミナー」を対面で開催しました．一方，若い世代に材料に関

する関心を高めてもらうきっかけとするための「高校生・高

専学生ポスター発表」は発表者の利便性を考慮してオンライ

ンで開催し，春期48件，秋期24件の発表がありました．

「セミナー・シンポジウム」では，2022年から新たにシリ

ーズ化した教育講座をオンラインで行う「オンライン教育講

座」を開始し，2022年は 5 テーマの講座を開催しました．

「金属学会セミナー」，「金属学会シンポジウム」も再開し，

それぞれ 1 件ずつ開催しました．「国際会議」はこれまでに

25件を本会主催で開催していますが，2022年の開催はあり

ませんでした．

調査・研究事業では，関連が深い専門分野の研究者や技術

者が集う 9 つの「分科」で「調査研究委員会」の活動を行

ってます．ほかに，重要な運営に関する「企画委員会」や

「戦略推進委員会」，「国際学術交流委員会」，「男女共同参画
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委員会」等が設置されています．

先端領域や学際的領域の研究を促進する目的で10件の

「研究会」と 1 件の「若手研究グループ」が活動しており，

2022年は活動を再開して「研究集会」等を開催しました．

さらに分野を超えた取り組みを強化すべき課題に対して産・

学が連携して取り組んでいくことを目的として，「産学協創

研究会」を新設し，2022年度から 4 テーマ(マテリアルズイ

ンテグレーション，カーボンニュートラル，アディティブ・

マニュファクチュアリング，新材料・新機能創製)が活動を

開始しました．学術・技術の発展や若手研究者の奨励を目的

とした助成事業として「フロンティア研究助成」を行ってお

り，2022年も10テーマの研究に助成金を交付しました．さ

らに，金属および関連材料分野の振興に向けた材料戦略活

動，次世代を担う人材の教育や育成を目的とした「人材育成」

活動，女性の社会進出を支援するための「男女共同参画」活

動を行っています．

国際学術交流活動として，World Materials Day Award

の授賞，米国 TMS との講演大会へ研究者の相互派遣，韓国

KIM との共同シンポジウム開催，ASM International と連

携事業等を実施しており，2022年はこれらの大部分を再開

しました．さらに2022年は新たにインド・環太平洋諸国と

の連携を強化する目的で，秋期講演大会において第 1 回

「国際セッション」を開催し，インド，中国，韓国，オース

トラリア，米国，日本の講演者に 9 名よる講演発表が行わ

れました．

表彰・奨励事業では，「名誉員」や「学会賞」を始めとし

て，「各種賞」を受賞しています．

優れた研究や技術開発の成果を上げた者や当該分野の発展

に寄与した者の表彰や今後の貢献が期待される者の奨励を目

的として，2022年も例年通り17件の表彰・奨励を行いまし

た．また，1 名の金属学会フェローを認定しまし．

全国の 8 つの「支部」での活動も徐々に再開し，各支部

で講演会，講習会，研究会などを実施しました．

日本金属学会は21世紀の日本を背負って立つ研究者や技

術者の入会を大いに歓迎します．会報「まてりあ」は，会員

のみに提供されます．さらに，会員には，講演大会への会員

参加費での参加および登壇費の免除，刊行物の会員価格での

購入，本会主催のセミナー・シンポジウム・講演発表会等へ

の会員割引価格の参加等の特典があります．

また，2023年からは「ユース会員」を募集します．小中

高校生や大学 3 年生相当までの若い世代の皆さんに金属材

料に関する研究や開発の世界に触れてもらい，金属材料の面

白さを知ってもらうことを目的に，入会金・年会費無料のユ

ース会員を設けます．会員になるといろいろな特典がありま

すので，会員の皆様のご子弟の方々にお知らせしていただ

き，ユース会員になっていただけるようにお勧めください．
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2 東北大学金属材料研究所
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4 熊本大学 先進マグネシウム国際研究センター
5 大阪産業技術研究所 物質・材料研究部
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7 長岡技術科学大学 機械系(〒9402188 長岡市上富岡16031)

Preface to Special Issue on Roles of Dislocations in Mechanical Properties of Materials; Yoshihiko Koyanagi, Motomichi Koyama, Ai

Serizawa, Takao Tsumuraya, Toru Nagaoka, Satoshi Morooka and Tomoyuki Honma

Keywords: dislocation, plastic deformation, creep, fatigue, line profile analysis, twin
2022年12月 1 日受理[doi:10.2320/materia.62.7]
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企画にあたって

小 柳 禎 彦1 小 山 元 道2 芹 澤 愛3 圓 谷 貴 夫4

長 岡 亨5 諸 岡 聡6 本 間 智 之7

ね ら い

転 位 の 発 見 は 19 世 紀 に M äugge(1) お よ び Ewing と

Rosenhain(2)が塑性変形した金属中にすべり帯を観察したこ

とに端を発する(3)．その後弾性論で転位が取り扱われ，X

線の応用により金属が結晶からなることも明らかになり，

Frenkel が完全結晶に対して理論せん断強度を見積もったの

が1926年であった(4)．当時，理論強度と実験的に得られた

強度に大きな差が認められ，その原因を刃状転位の概念を導

入することで解消したのが Orowan, Polanyi, Taylor の 3 氏

であった．彼らの貢献により転位を介した塑性変形の理論の

基礎が確立された(5)(7)(山口佳次先生のご貢献も忘れてはな

らない(8)．）．

その後もらせん転位や混合転位の存在が明らかにされ，今

日では結晶の塑性変形に留まらず，強化理論(固溶強化，析

出強化，加工強化，集合組織，複合材料等)への応用，双

晶，再結晶発生機構の理解，マルテンサイト変態を含む相変

態挙動との関係，高温変形および高圧ねじり加工等の強化工

による機械的性質変化の解釈まで，転位に関わる理論と実験

は目覚ましい発展を遂げてきた．2000年以降，電子顕微鏡

や後方散乱電子回折，集束イオンビーム等を組み合わせたマ

ルチスケール組織解析が急速に発展し，き裂進展と転位の関

係についても新しい現象が発見され，転位運動の観点からの

解釈が試みられている．コンピューターサイエンスの発展と

ともに結晶塑性モデリングにも転位論が導入され，双晶や再

結晶の組織形成を表現することも可能になってきている．

本特集企画は転位論をベースとした塑性変形の基礎に始ま

り，鉄鋼材料，チタン合金，マグネシウム合金などの工業用

材料や高エントロピー合金などの最先端材料に見られる転位

の役割を最新の解析手法を用いて評価し，その機械的性質等

がどのように理解されているかに焦点をあてている．これら

の新しい知見を参考に，読者の皆さんが新しい発想のもと材

料設計や特性の解釈を更に発展させて頂き，広く材料科学の

発展に貢献することを切に願っている．

文 献
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( 3 ) J. P. Hirth and J. Lothe: Theory of dislocations, McGrawHill,

New York, (1968).
( 4 ) K. Frenkel: Z. Phys., 37 (1926), 572.
( 5 ) E. Orowan: Z. Phys., 89 (1934), 605, 634.
( 6 ) M. Polanyi: Z. Phys., 89 (1934), 660.
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長岡 亨 諸岡 聡 本間智之
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Lattice Curvature Tensors to Describe Orientation Changes of Crystals as a Function of Position: A Method to Evaluate Dislocation Struc-

tures in Materials; Susumu Onaka (Tokyo Institute of Technology, Department of Materials Science and Engineering, Yokohama)
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2022年 7 月15日受理[doi:10.2320/materia.62.8]

図 1 結晶の位置 o と p での方位測定についての模式図．

 　　　　　　特 集

結晶方位の場所による変化を記述する

格子湾曲テンソル

材料中の転位の状態を評価するためのひとつの試み

尾 中 　 晋

. は じ め に

金属材料の強度を理解するためには，塑性変形の進展や不

均一性，そしてそれらを決める転位の運動や分布の状態を知

ることが必要になる．転位組織が形成されるとその状態に応

じて結晶方位が場所により変化するので，方位の場所による

変化から塑性変形後の転位組織の状態を明らかにしようとす

る試みが行われてきている．そのような研究の端緒は Nye

によるものであり，結晶方位の場所による変化を格子湾曲テ

ンソル k として評価すれば，結晶中の転位密度を定量的に

議論できることを示した(1)．この格子湾曲テンソル k とは，

x1－x2－x3 直交座標を使って，結晶内での位置の変化 dxj に

ともなう xi 軸周りの方位変化の角度 dqi を ki j＝dqi/dxj とま

とめたものである．

走査型電子顕微鏡(SEM)の内部で後方散乱電子回折

(EBSD)パターンを取得する SEM/EBSD 法では，結晶方位

の場所による変化を精密に測定できる．本稿では，SEM/

EBSD 法によって試験片の方位測定を行う状況を想定し，

結晶方位の場所による変化から k を求めるための基礎につ

いて解説する．この際には，図のように，試験片の外形に

対応させることが多い基準座標系，図中の位置 o での結晶

方位に対応する結晶座標系，そして図中の位置 p での結晶

方位に対応する結晶座標系など，いくつかの座標系の設定が

必要になる．よって， 結晶方位の変化に対応する回転行列

についても，その回転行列がどの座標系についてのどういう

意味での回転かをよく理解する必要がある．本稿ではこれら

に留意して解説を進め，格子湾曲テンソル k と転位密度テ

ンソル a のあいだの関係を述べる．ただし，結晶方位の変

化を考えるうえでの結晶の対称性の評価は，頁数の制約から

除いている．

. 位置ベクトルの回転の行列 R と座標変換の行列 M

基準座標系と結晶座標系のあいだの回転関係を記述する方

法は，位置ベクトルの回転の行列 R を使うやり方と座標変

換の行列 M を使うやり方の 2 つがある．R と M はともに直

交行列であるが，それらによるやり方の違いを，図に示す

二次元的な状況を対象にして説明する．

図 2(a)と(b)のどちらにも，基準座標系 xr－yr とこれに対

して角度 u だけ回転した結晶座標系 xc－yc が示されてい

る．これらのうち(a)では位置ベクトルの回転に注目してお

り，xr－yr における位置ベクトル(1, 0) と(0, 1)を u だけ回

転させると xc－yc の各軸に沿った単位ベクトルになると考

える．この場合，位置ベクトルの回転の行列 R は u を使っ

て，
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図 2 基準座標系 xr－yr と結晶座標系 xc－yc のあいだの関係を

記述するための(a)位置ベクトルの回転の行列 R を使う

方法と(b)座標変換の行列 M を使う方法．(オンラインカ

ラー)
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R＝(
cos u

sin u

－sin u

cos u ) ( 1 )

となり，xr－yr における位置ベクトル v＝(vx, vy)は，R によ

り v′＝(vx′, vy′)へ

v′＝Rv ( 2 )

と移される．

これに対して図 2(b)では，平面上に固定された位置ベク

トルの成分がそれを記述する座標系によって変わることに注

目する．平面上に固定された位置ベクトルの成分が xr－yr で

は V＝(Vx, Vy)，xc－yc では V′＝(Vx′, Vy′)であるとき，V

と V′を

V′＝MV ( 3 )

と結びつける行列が座標変換の行列 M である．V＝(1, 0)な

らば V′＝(cos u, －sin u)といった単位ベクトル同士の対応

からわかるように，

M＝(
cos u

－sin u

sin u

cos u) ( 4 )

となる．R と M は

R＝M－1＝tM, M＝R－1＝tR ( 5 )

と，互いに逆行列，そして転置行列の関係にある．互いに逆

行列，そして転置行列の関係にあることは，三次元的状況に

おいても成立する．

上記の R と M は同じ事象についての別表現と言える．R

を使うやり方を active 法と呼び，M を使うやり方を passive

法と呼ぶ文献もある(2)．本稿では，主に位置ベクトルの回転

の行列 R を使って議論をすすめる．これは，R を使うと連

続回転に関する理解が後に示す回転ステージ模型によってよ

り容易になるためである．

. Bunge のオイラー角で表現される連続回転

EBSD 法の解析プログラムでは，結晶方位の測定結果が

Bunge のオイラー角(3)として出力される場合が多い．この

Bunge のオイラー角とは，基準座標系 x1(r)－x2(r)－x3(r)か

ら結晶座標系 x1(c)－x2(c)－x3(c)への移り変わりを，図

(a)のように，(i)基準座標系の x3(r)軸回りでの角度 f1 の回

転，(ii)前の操作で移動後の x1(r)軸回りでの角度 F の回

転，(iii)前の操作で移動後の x3(r)軸回りでの角度 f2 の回

転，の 3 つの連続回転として表現するものである(3)．

図 3(a)の Bunge のオイラー角(f1, F, f2)で表現される

x1(r)－x2(r)－x3(r)と x1(c)－x2(c)－x3(c)のあいだの関係

は，図 3(b)に示す三連の回転ステージ模型(ゴニオステージ

模型)(4)(6)で示される連続回転と等価である．つまり，三連

の回転ステージ模型では，一番下の回転ステージが上述の

(i)角度 f1 の回転，真ん中の回転ステージが(ii)角度 F の回

転，そして一番上の回転ステージが(iii)角度 f2 の回転を受

け持つので，(i)から(iii)の回転ステージを下から操作すれ

ば，それによる回転が図 3(a)に示す連続回転と同じである

ことがわかる．

図 3(b)に示すような回転ステージ模型によって，図 3(a)

に示す連続回転が行列の積によってどの様に表現できるかを

容易に理解できる．すなわち，Bunge のオイラー角(f1, F,

f2)による回転は，R を使った表現で，図 3(b)に示す 3 つの

回転ステージ模型に対応する行列の積として

R＝




cos f1

sin f1

0

－sin f1

cos f1

0

0

0

1









1

0

0

0

cos F

sin F

0

－sin F

cos F









cos f2

sin f2

0

－sin f2

cos f2

0

0

0

1





( 6 )

となる．積をなす右辺の 3 つの行列は f1，F そして f2 のそ

れぞれについての R であり，それらの並び(右の f2 のもの

から左の f1 のものについての並び)は，回転ステージの並び

での上から下に対応している．これは図 3(b)の回転ステー

ジを上から操作すれば，どの操作も基準座標系に対しての

R とみなせるためである．図 3(a)との対応では下からの操

作を考えたが，個々の回転ステージ模型の回転角が f1, F,

f2 である限り，それら全体による回転は回転ステージ模型

の操作の順番に依存しない．

オイラー角に対応する行列を R によって式( 6 )のように

書くことは，数学の教科書ではよく見られるものである(7)．

しかし，Bunge が自らの著作でオイラー角(f1, F, f2)に対
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図 3 オイラー角(f1, F, f2)で表現される基準座標系 xi(r)と

結晶座標系 xi(c)のあいだの関係．(a)x1(r)軸は OX′軸

を経て x1(c)軸に，x2(r)軸は OY′軸と OY″軸を経て

x2(c)軸に，x3(r)軸は x3(c)軸に，それぞれ移されてい

る．(b)は(a)と等価な連続回転ステージ模型．ただ

し，この図の各回転ステージはこれから所定の角度に

回転させるときの状態．(オンラインカラー)

図 4 Ro と Rp が基準座標系に対しての位置 o と p の結晶方

位を与える場合に，位置の変化に伴う結晶方位の変化

DR を考えるための模式図．

 　　　　　　特 集

応させている行列は，式( 6 )の R の転置行列になってい

る(3)．これは Bunge が，前節で述べた座標変換の行列 M を

使っていることによる．この場合の M は，行列の積の形式

で示せば

M＝




cos f2

－sin f2

0

sin f2

cos f2

0

0

0

1









1

0

0

0

cos F

－sin F

0

sin F

cos F









cos f1

－sin f1

0

sin f1

cos f1

0

0

0

1





( 7 )

となり(3)，式( 6 )右辺の各行列の転置行列が順番を逆にし

て並ぶ．回転関係についての行列が単に数値で示されている

場合，それが R か M かの判別は困難なことが多い．

. 位置の変化による結晶方位の変化についての行列

R による表現

格子湾曲テンソル k を R を使って表現するためのもう一

つの準備として，図 1 に示した状況をより具体的に考え

る．図はそのための模式図で，結晶中の位置 o と p にお

ける結晶方位が，基準座標系に対してそれぞれ，Ro，Rp と

与えられている．位置の変化による結晶方位の変化はこの図

の DR であるが，DR には(1)位置 o での結晶座標系を使っ

ての表現 DRc と(2)基準座標系を使っての表現 DRr の二通

りがあり，それらは Ro と Rp を使って，

DRc＝R－1
o Rp, ( 8 )

DRr＝RpR－1
o ( 9 )

となる．行列の積は一般に可換ではなく，DRc と DRr も一

般に異なる．

DRc と DRr が式( 8 )と( 9 )のようになる理由は，図に

示す回転ステージ模型で理解できる．この図の(a)と(b)

は，ともに下端に基準座標系，上端に位置 p における結晶

座標系がある Rp についての二連回転ステージ模型である

が，(a)では Ro が下に，(b)では Ro が上に位置している．

いま考えているのは，Ro ついで DR の連続操作が Rp の操

作となる状況である．(a)ではこの操作は上向きの矢印であ

るが，この場合，Ro の上の DRc は Ro で移動後の座標系，

すなわち，位置 o での結晶座標系を使っての DR の表現と

なる．前節で述べたように，上部のステージ模型の操作に対

応する行列が積の並びの右になるため，(a)の場合の Rp は，

Rp＝RoDRc (10)

となり，これより DRc は式( 8 )のようになる．

一方，(b)における操作の順番は図中の下向きの矢印であ

り，この場合，上の Ro の操作後でも，下の DRr の操作は基

準座標系についての操作となる．よって，この場合の回転ス

テージ模型の並びより，

Rp＝DRrRo (11)





図 5 図 4 の DR についての二通りの表現に対応する回転ス

テージ模型(a)位置 o での結晶座標系を使っての表現

DRc と(b)基準座標系を使っての表現 DRr． 図 6 対数角 vi に着目した行列 R についての連続回転ステー

ジ模型．N を十分大きな正の整数として，(a)は dR が

xi 軸周りに角度(vi/N)の連続微小回転であることを示

す模型．(b)は dR の N 回の連続回転が R と等価にな

ることを示す模型．
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となり，DRr は式( 9 )のようになる．

. 対数角，行列 R の対数の 3 つの成分

行列 R と格子湾曲テンソル k のあいだの関係を考えるた

めには，図 3(b)とは異なる連続回転ステージ模型が有用に

なり，それは R の対数 ln R を考えて得られる．R とその対

数 ln R のあいだの関係は，E を単位行列として，

R＝lim
p→∞(E＋

ln R

p )
p

(12)

と表現できる(8)(9)．直交行列である R の ln R は絶対値が p

以下の実数を要素とする反対称テンソルになり(4)(6)(8)，対

数角 vi は以下の式右辺の 3 つの要素である(4)(6)．

ln R＝





0

v3

－v2

－v3

0

v1

v2

－v1

0





(13)

ln R の要素，対数角 vi は，Mathematica のようなソフトウ

ェアを使って R より容易に求められる．

N を十分大きな正の整数とすれば，式(12)より

R(E＋
ln R

N )
N

(14)

を得るが，この関係は，dR を
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図 7 格子湾曲テンソル k と転位密度テンソル a について k21

＝a12，a12＝rb1t2 を説明するための図．
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dR＝E＋(ln R

N )＝




1

(v3/N)

－(v2/N)

－(v3/N)

1

(v1/N)

(v2/N)

－(v1/N)

1





(15)

として

R(dR)N (16)

と書ける．N は十分大きな正の整数なので，dR の要素の

(vi/N) は |vi/N|≪1 となる．この dR は二次以上の項を無

視する場合の xi 軸周りに角度(vi/N)の微小回転の積(i は 1

から 3)と解釈できる(4)(6)．微小回転なので，(vi/N )の回

転の順番によらず，その結果は式(15)の第三辺となる．ま

た，式(16)は，dR の N 乗，すなわち dR の N 回連続が R

と等価であることを意味する(4)(6)．図はこれらの状況を

示す連続回転ステージ模型であり，(a)の dR に対応する三

連回転ステージ模型が，(b)のように N 個だけ直列に並んで

いる状況で任意の R が表現可能となる．

上記のように考えると，前節の DR の対数から図 4 に示

す o と p のあいだでの平均的な格子湾曲テンソル k が求ま

ることがわかる(10)．格子湾曲を結晶座標系を使って議論す

る場合は式( 8 )の DRc，基準座標系を使って議論する場合

は式( 9 )の DRr を扱うことになる．位置 o の座標を xi，p

の座標を xi＋Dxi とすると，これらの位置の違い Dxi による

結晶方位変化が DR なので，DR の対数角を Dvi とすると，

N 分割した位置の違い(Dxi)/N による xi 軸回りの回転角は

(Dvi)/N と評価できる．よって，位置 o と p のあいだの平

均的な格子湾曲テンソル ki j＝dqi/dxj は，DR の対数角を使

って

ki j＝Dvi/Dxj (17)

と表現できる(10)．対数角 Dvi それ自体も結晶方位の変化を

特徴づけるための役に立つ指標になっている(4)(6)(11)．

. 格子湾曲テンソルと Nye の転位密度テンソルの

あいだの関係

単位体積中の転位の総長 r は次元が[1/m2]なるスカラー

量であるが，通常はこの r を転位密度として取り扱う．こ

れに対して二階のテンソルである Nye の転位密度テンソル

a の成分 ai j は，r に加えて転位線のバーガースベクトル b＝

(b1, b2, b3)と転位線の方向を示す単位ベクトル t＝(t1, t2, t3)

も考慮して

ai j＝rbitj (18)

と定義され(1)，次元も[1/m]で r とは異なる．この式右辺の

r は，t を法線とする面を貫く単位面積あたりの転位の本数

とも解釈できる．この a と格子湾曲テンソル k のあいだの

関係は，Nye の論文(1)の表現で

ai j＝kji－di jkmm (19)

(di j はクロネッカーの記号，kmm は kmm＝k11＋k22＋k33)

となる．

式(18)と(19)より，i≠j の場合，例えば a12 は

a12＝rb1t2＝k21 (20)

となるので，b1 と t2 が直交する a の刃状成分 a12 が k の成

分 k21 と直接に関係することがわかる．一方，i＝j の場合

は，式(19)より，例えば a11 は

a11＝rb1t1＝－(k22＋k33) (21)

となるので，x1 軸と平行ならせん成分 a11はこの軸と直交す

る軸回りの方位変化，k22と k33と関係する．k の 9 つの成

分，すべてを知ることができれば a の 9 つすべての成分を

知ることができるが，後述のように，これには課題も残され

ている．

本稿では簡略化された状況について k と a の関係を扱

う．図は，左図に示す結晶に塑性変形を施したところ，中

図に示すような刃状転位が発生し，これらの転位の作用によ

って点線で示される格子の湾曲が生じたことを示している．

転位の状態と格子の湾曲の関係を整理するため，右図では湾

曲に関係しない正負でペアになる転位を除き，残った転位

(幾何学的に必要な転位)を整列させている．右図において

は，湾曲した格子のなかに整然と並べ直された同符号の刃状

転位は転位壁を構成し，転位壁内の転位の間隔は Dh，転位

壁間の間隔は Dd になっている．これは格子湾曲に関係する

転位の密度，r で表現されるものが，

r＝1/(DhDd) (22)

であることを意味する．

式(19)の k と a 関係は，転位がもたらす完全結晶との塑

性的な状態の違いが格子湾曲を決め(1)，転位による弾性的な

変形の影響は無視できる(12)という前提のもとで成立する．

この場合，図 7 中図，点線内の格子湾曲は右図の転位壁を

隔てての結晶の方位差に由来し，紙面に垂直な x2 軸周りの

回転となり，バーガースベクトル b の大きさと転位壁内で

の間隔 Dh に依存する(13)．転位壁ひとつあたりの回転角は

x2 軸周りでそれを Du2 とすると，この場合の b は b＝(b, 0,

0)なので，b1＝b と Dh より，

Du2b1/Dh (23)

となる(13)．この方位差は転位壁ごとに，つまり図中の x1 軸

に沿って Dd だけ位置が変化するたびに繰り返されるので，

方位の場所による変化 ki j＝dqi/dxj のうちのゼロでない成分

は，式(22)と(23)を使って

k21＝dq2/dx1＝Du2/Ddb1/(DhDd)＝b1r (24)

となる．いま考えている刃状転位の転位線方向 t は t＝(0,

1, 0)なので，t2＝1 も含めてこの式を書き直すと

k21＝a12, a12＝rb1t2 (25)
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として式(19)の成分の一つが再現できる．

k21のような格子湾曲テンソルの非対角成分の測定値が

SEM/EBSD 法によって得られても，それが図 7 に示すよう

な b＝(b, 0, 0)で t＝(0, 1, 0)の刃状転位によるものとは限

らない．しかし，b12＝a12/b＝k21/b として，k21に対応する

転位密度 r の値を b12として粗く見積もることはできる．こ

のような見積もりでの転位密度の値は結晶粒内での転位組織

の不均一性の評価に役立つ．

. 格子湾曲テンソルによる評価の課題

格子湾曲テンソルによる転位密度テンソルの評価には課題

が残されている．SEM/EBSD 法で方位測定を行う試験片の

表面が基準座標系のもとで x1(r)－x2(r)平面であるとき，こ

の平面内での測定のみではこの座標系のもとでの k の成分，

k13，k23，k33は求めることができない．そこで，方位測定と

集束イオンビームによる試験片表面の除去を繰り返してこれ

らの成分の評価を行う試みが行われている(14)(15)．

また，k より決定される a の成分 ai j＝rbitj は b と t の成

分を直交座標系で表現するもので，転位線の刃状成分は 6

つ，らせん成分は 3 つに区別される．しかし，例えば FCC

金属の場合，b//〈110〉は結晶学的に等価な 6 つの異なる方

向がある．これらの異なる b それぞれについて 1 つのらせ

ん転位と異なるすべり面に属する 2 つの刃状転位が定義で

きるので，区別できる刃状転位とらせん転位の総数は全部で

18となる．この数18は a の成分の数より多いため，例え a

の成分がすべて求められても，それらからは総数18の転位

の状態を再現はできない．そこで，a の値を説明し得る転位

の状態のなかから，何らかのエネルギー基準を適用して最も

確からしい転位の状態を推測する試みも行われている(12)(15)．

. お わ り に

塑性変形により転位組織が形成されると結晶方位は場所に

より変化する．このような結晶方位の変化は格子湾曲テンソ

ル k として記述される．本稿では，SEM/EBSD 法によって

試験片の方位測定を行う状況を想定し，得られる結果から k

を求めるための基礎について解説した．結晶方位とその変化

は位置ベクトルの回転の行列 R で表現可能であるが，R の

対数 ln R の三つの独立な実数成分である対数角 vi が，k を

理解するための特性角であることを回転ステージ模型によっ

て示した．k の評価による転位密度テンソル a の決定とその

際の課題についても記した．
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結晶性材料の高温強度を理解するための

転位組織観察

光 原 昌 寿

. は じ め に

材料の高温強度を計測する代表的な力学試験はクリープ試

験である．室温強度を決定する際に用いられる一般的な力学

試験である引張試験との最も大きな違いは変形速度(ひずみ

速度)の取り扱い方であろう．

引張試験では，通常，材料の変形速度を一定にして，その

際に変形に必要な荷重を計測する．すなわち，材料を強制的

に変形させて，その際の材料の抵抗力を測っていることにな

る．弾性限を超えて変形が進み，塑性変形開始の指標として

降伏強度が得られ，加工硬化しつつ材料が均一変形して最大

引張強度を迎え，不均一変形が開始して材料にネッキングが

生じて破断に至る．このような変遷の中で，その材料の力学

的な特性値を得ることができる．室温引張試験において，塑

性変形している材料が発現する最も直接的な応答は「力」で

あり，その「力」の応答に関わるのは，多くの場合において，

転位組織とその発達である．

一方で，高温強度を知るために実施される一般的なクリー

プ試験では，材料を高温環境に設置して，それに一定の荷重

を作用させる．たとえばこの荷重が，材料が曝されたその温

度における最大引張強度を超えている場合には，重錘を吊る

した途端に破断する．では，荷重がその材料のその温度にお

ける最大引張強度以下であるならばどうなるだろうか．重錘

を吊るした瞬間に，室温変形のように，その荷重に反応して

材料は加工硬化するだろう．室温ならば，そこで変形は停止

する．一方で，高温では，その瞬間的な伸びと加工硬化の後

に，ある有限の速度で変形が持続する．それはすなわち，高

温において材料の変形は止まることがなく必ず破断に至るこ

とを意味しており，高温で安全・安心に材料を利用する上で

の大きな障害となる．この高温での“止まらない”変形をク

リープと呼び，その変形に対する抵抗力が強度ということに

なる．しかし，その強度は「力」で表現されるよりは，どの

程度にゆっくりと変形が進むかという「速度」で議論される

方が本質的であり，また，破断に至るまでどれくらいの期間

で材料を使用できるかという「時間」が重要な意味をもつこ

とになる．

なお，上記のクリープ試験の説明では，重錘を吊るすこと

によって材料全体で転位運動が生じることを前提とした．し

かし，それすら起こらないような僅かな荷重であっても材料

にはクリープが生じる．その場合の時間依存型のひずみを生

み出す要因は拡散現象であり，そのような変形モードを拡散

クリープと呼ぶ．その変形機構は，本稿で着目するところの

転位運動を主体としたクリープ(転位クリープと呼ぶ)とは異

なるものであり，本稿の中では取り扱わないこととする．

クリープ強度を理解する上で変形速度に着目する重要性を

述べたが，クリープ中の変形速度は一定ではない．図(a)

は，金属材料の転位クリープにおける時間ひずみ曲線(クリ

ープ曲線と呼ばれる)の模式図であり，(b)は時間とひずみ

速度の関係に書き直したものである．一般に，材料がクリー

プして破壊するまでの間に，図 1 に示すような 3 つの段階

(領域)が存在する．それぞれは，遷移クリープ，定常クリー

プおよび加速クリープと呼ばれる．遷移クリープでは変形速

度が徐々に減少する．すなわち，材料が変形とともに強化さ

れる．この強化は，転位組織の時間的な変化が関与してい

る．定常クリープでは変形の速度が一定に保たれる．この領

域では，変形によって材料内に生じる“強化”と“弱化”が

釣り合い，材料強度が見かけ上，一定になる．これまでに構

築された高温変形・高温強度の学理は，この定常状態での変

形挙動に基づいているものがほとんどである(1)(3)．その変
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図 1 クリープ試験における (a) 時間ひずみ曲線と (b) 時

間ひずみ速度曲線の模式図．

図 2 クリープ中の加速要因の模式図．
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形挙動の理解に向けて，定常クリープ領域で形成される転位

組織の解析は大きな手がかりを与える．加速クリープでは，

変形速度が時間とともに増加する．この現象は，決して試験

片外形変化(ネッキングなどによる断面積の減少)のみが関わ

っているわけではない．図に示すように，変形とともに生

じる転位組織の発達・回復，ミクロな損傷(ボイドやクラッ

ク)の発生・凝集・伝播も変形を加速される要因となる．ま

た，時間とともに，材料の強化因子(例えば析出物など)が失

われていくとすれば，それもまた加速の大きな原因となる．

どのような要因で加速クリープの変形速度が決定されるの

か，それは材料と変形条件に強く依存するが，その要因の痕

跡は，マクロな損傷のみならず，ミクロな転位組織の中に隠

されていることも多い(4)．このように，クリープのどの段階

においても，それぞれに応じて発達する転位組織を詳細に解

析することは，高温変形の学理構築において欠かせないプロ

セスである．以下では，著者がこれまで実施してきた実用耐

熱鋼での転位組織観察例について主に紹介し，その転位組織

形成と高温強度との関わりについて解説する．本稿で紹介す

る耐熱鋼には，面心立方構造を有するオーステナイト系と体

心立方構造を有するフェライト系がある．ただし，フェライ

ト系耐熱鋼の母相は鋼種によって異なっており，フェライ

ト，パーライト，ベイナイトおよびマルテンサイトの単相も

しくは複相で構成される．すなわち，単純にフェライト母相

のみの鋼を指すわけではない．オーステナイト系耐熱鋼はフ

ェライト系耐熱鋼に比べて拡散が遅く耐熱性に優れ，例えば

火力発電用ボイラにおいて最高蒸気条件に曝される過熱器

管・再熱器管等に利用される．一方で，フェライト系耐熱鋼

はオーステナイト系耐熱鋼に比べて熱膨張係数が小さく熱伝

導度が大きいことから，主蒸気管などの大径鋼管に用いられ

る．いずれの鋼においても，それらを安全安心に材料を利用

するためには，使用中に生じるクリープ変形挙動を十分に理

解しておく必要がある．

. クリープ中に発達する転位組織

 粘性運動の場合の転位組織

定常クリープでは，外力に対して材料が一定速度で変形す

る．この変形が転位運動によって律速されているならば，そ

れはすなわち転位の運動速度があたかも一定である状態を意

味する．このような状況下での転位の変形モードには大きく

2 種類がある．1 つ目は，転位がある有限の速度で粘性的に

運動しており，転位がすべる速度が材料のひずみ速度を直接

的に決定する場合である．すなわち，ひずみ速度 ·g には次式

が成り立つ．

·g∝rbv ( 1 )

ここで，r は転位密度，b はバーガースベクトルの大きさ，v

は転位の速度である．このような変形挙動は，固溶体合

金(5)(7)において典型的なものであり，変形の速度を決める

のはコットレル型の溶質雰囲気を引きずりながらすべる刃状

転位である(8)．例えば，材料の初期転位密度が極めて低く，

クリープ中に徐々に転位密度が増加するような場合では，式

( 1 )に示すとおり，変形後に遷移クリープをほとんど示さ
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図 3 SUS316L における転位組織の STEM 明視野像(a) 室

温変形で 3の塑性ひずみを導入した試料，(b) 1000°C
での変形で 5の塑性ひずみを導入した試料．

図 4 SUS316L における転位組織の電子線トモグラフィー観

察結果(a) 室温変形で 5の塑性ひずみを導入した試

料，(b) 1000°Cでの変形で 5の塑性ひずみを導入した

試料．

 　　　　　　特 集

ない逆遷移型と呼ばれるクリープ曲線を示す(3)(9)．その変形

モードにおける変形の初期には，転位は結晶粒内に比較的均

一に分散していることが知られている(9)(10)．すなわち，セ

ル壁や亜粒界など，転位同士の反応による転位下部組織の構

築は生じにくい．例えば，図に，溶体化熱処理後のオース

テナイト系ステンレス鋼 SUS316L において，室温と1000°C

で，それぞれ 3と 5の塑性ひずみを導入した場合の転位

組織を，走査透過型電子顕微鏡(STEM: Scanning Transmis-

sion Electron Microscope)で観察した結果を示す．なお，

SUS316L は，1000°Cでの炭化物析出量は極めて少ない．し

たがって，室温と1000°Cともに，固溶 Mo が主たる強化機

構として働く．また，図 3 は，外力が[100]に沿って作用し

た結晶粒から撮影した像である．したがって，わずかなひず

みで多重すべりが生じやすい状況である．(a)の室温変形の

転位組織では，すでに転位が絡み合い，加工硬化の種が生じ

つつあることがわかる．その一方で，(b)の1000°Cで変形し

た後の転位組織は，転位が比較的ランダムに分布しており，

転位下部組織の形成は生じていない．これは，上記のとおり，

1000°Cにおける転位の運動が粘性的であったことに対応す

る．さらに，図に，同じ SUS316L の室温と1000°Cでの変

形後の転位組織を，電子線トモグラフィー(11)を用いて 3 次

元可視化した結果を示す．ここでは，主すべり面である

(111̃)が edgeon となるように，転位像を描画する方向を

[011]としている．(a)と(b)ともに，塑性ひずみ 5であ

る．同じ塑性ひずみであっても室温変形では1000°Cに比べ

て流動応力が高い．そのため，主すべり面の活動間隔は狭く

なる．ここで興味深いのは，すべり面間隔の違いである．室

温変形では，主すべり面が比較的均等な間隔で活動してい

る．一方で，1000°Cでの変形においては，図中の黒矢印で

示すように，近い間隔ですべり面が密集しており，そのすべ

り面群の間の間隔は広い．このことは，変形中に刃状転位の

上昇運動といった高温特有の転位運動が生じたことを示唆し

ている．このように，室温と高温での変形後の転位組織の差

は，一見して見逃してしまいそうな小さなものではあるが，

しかし確実に異なる情報を我々に与えてくれるのである．

 自由飛行的運動の場合の転位組織

高温での転位の運動モードの 2 つ目は，自由飛行的な挙

動である．これは，純金属や析出強化型合金(12)(13)に典型的

なものである．この運動モードでは，転位は基本的に高速で

結晶粒内を移動し，内部に存在する障害，例えばセル壁にぶ

つかって停止する．このセル壁の内部応力が回復により徐々

に低下し，運動転位に作用している外力を下回るまで，運動

転位はセル壁にて停滞する．すなわち，転位運動は間欠的で

あり，材料の変形速度を律速するプロセスは転位下部組織の

回復である．このような場合の変形後の転位組織の例を，図

に示す．図 5 は，オーステナイト系ステンレス鋼

SUS347H を700°C，115 MPa でクリープした際の STEM

明視野像である．(a)はクリープ前(溶体化処理後)，(b)は

50 h クリープ中断時点，(c)は 150 h クリープ中断時点であ

る．この条件での破断時間は 233 h であったため，100 h は

寿命の21，150 h は64での中断材に相当する．溶体化処

理後の SUS347H には析出物はほとんど存在しないが，

700°Cのクリープの場合，(b)に示すように，変形開始後に

形成する転位ネットワークやセル壁上に Cr 系炭化物や Nb

系炭窒化物が微細分散して材料を著しく強化する．ひずみが

増加すると，(c)に示すように，それら析出物の近傍におい

てセル壁や亜粒界が形成される．このような内部応力の高い

領域が結晶粒内に局所的に形成され結晶粒がポリゴン化する

のが，転位が自由飛行的(間欠的)運動を起こす場合の典型的

な転位組織発達である(14)．
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図 5 SUS347H における転位組織の STEM 明視野像(a)

溶体化処理後，(b) 700°C，115 MPa で 50 h のクリー

プ試験後，(c) 700°C，115 MPa で 150 h のクリープ試

験後．

図 6 113 MPa での内圧クリープ試験に供した酸化物分散強

化型 11Cr フェライト系耐熱鋼における転位組織の

STEM 明視野像．
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一方で，我々は最近，析出強化型合金においても，上記の

ような転位下部組織の発達を伴わない場合があることを見出

した．その観察例を，図に示す．図 6 は，113 MPa での

内圧クリープ試験に供した酸化物分散強化型 11Cr フェライ

ト系耐熱鋼の破断材を STEM により観察した結果(15)であ

る．この酸化物分散強化鋼には，平均直径 7 nm ほどの酸化

物が微細分散しており，1 本の運動転位に対して数多くの酸

化物が同時に作用する．そのため，運動転位は析出強化型合

金であっても自由飛行的な挙動を取ることができず，その転

位組織は，転位が粘性運動を起こす場合のそれに類似するこ

とがわかった．

 クリープ中の特殊な転位活動

ここまでは，クリープにおいて，塑性ひずみを生み出す，

いわば“主役”の転位運動によって形成される転位組織につ

いて述べた．ここでは，クリープ中の組織変化に対して影響

を及ぼす転位運動について，1 つの実験例を示す．先に述べ

たように，クリープの加速には，材料強化因子の消失が関与

する場合がある．転位運動は時に組織変化を助長してクリー

プ強度の低下を招くことがある．

以下に示すのは，高 Cr フェライト系耐熱鋼において観察

された例である．高 Cr フェライト系耐熱鋼は，その製造過

程において適切な焼きならし処理と焼戻し処理が施され，母

相が焼戻しラスマルテンサイトを呈する．ラスマルテンサイ

トには，大きな組織単位から旧オーステナイト粒，パケッ

ト，ブロックおよびラスがあり，階層的な組織構造を持つ．

また，それに伴って旧オーステナイト粒界，パケット境界，

ブロック境界およびラス境界の 4 種類の粒界・境界が存在

する．旧オーステナイト粒界，パケット境界およびブロック

境界の大部分は大角粒界である．その一方で，わずかな結晶

方位差しか持たないラス同士の境界，すなわちラス境界は亜

粒界であり，転位列により構成される．そのため，クリープ

中にラス境界は容易に移動し，ラスの粗大化といった構造変

化をもたらす．しかし，その一方で，転位と直接的に相互作

用を起こすラス境界は高 Cr フェライト系耐熱鋼の重要なク

リープ強化因子の一つである．したがって，高 Cr フェライ

ト系耐熱鋼の高温強度を理解するためには，変形中のラスの

構造変化を明らかにする必要がある．そこで我々は，加速電

圧 1200 kV の超高圧電子顕微鏡内でのその場高温引張観察

(700°C，14 N を負荷)を実施した．その結果として，ラス境

界を構成する転位列から，個々に転位が結晶粒内に放出され

ることによって，ラス境界が“ほどける”ように消滅する現

象を発見した．図に，ラス境界がほどけるように消滅する

一部始終を捉えたその場観察結果を示す．転位が整然と並ん

だラス境界(の矢印部分)の一部から，転位が放出されるこ

とにより境界がほどけ始め(の下部)，最終的に境界が消滅

した結果，隣接していたラスが 1 つに合体している()様

子が確認できる．これは，隣接ラス間に存在した傾角または

ねじれが解消される方向に応力が作用した結果であろうと推

察される．この耐熱鋼では，高温変形の途中止め試料を静的

観察し，ラスのサイズが大きくなることや，それによって高

温強度が低下して破壊の引き金となることが数多く報告され

ている．これらの報告において，ラスの粗大化は主に境界移

動によるものと考えられている．事実として，我々が行った

その場観察でも，境界移動によるラスの粗大化は生じてい
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図 7 高 Cr フェライト系耐熱鋼を用いた超高圧電子顕微鏡内

でのその場高温引張観察結果．

 　　　　　　特 集

た．一方で，図 7 に示したようなラス境界の消滅と，隣り

合うラス同士の合体は，高温変形中のラスの粗大化を説明す

る上で，境界移動とは別の新たな機構として興味深いもので

ある．

. お わ り に

変形した材料の転位組織には，その変形の履歴が陰に陽に

残されており，様々な最新技術を駆使して，それらを見つけ

出して，変形の素過程に思いを馳せることができるのは，現

代を生きる我々の特権である．その一方で，転位論の黎明期

に作り上げられた理論が間違いないことを，現代技術を利用

して確認する度に，転位論を彩る過去の巨人たちへの畏怖の

念に堪えない．しかし，現代の我々しか観ることのできない

転位の様相があるはずであり，そこには，転位論に残された

課題を解くヒントが眠っているはずである．そう信じて，日

夜，電子顕微鏡の前に座り続けている．

本研究の一部は，文部科学省原子力システム研究開発事業

JPMXD0219214482の助成を受けたものであることを明記す

る．
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超微細粒金属材料の転位運動による

構造的不均一性

川 崎 恵

. は じ め に

金属の不均質超微細粒組織(Heterogeneous nanostruc-

ture)は，優れた機械的および物理的特性を備えた高度な構

造用金属材料を製造する手段として，現在世界的に注目され

ている(1)．そのような金属組織をつくることができる，強ひ

ずみ塑性加工による金属組織の超微細粒化は，現代の材料科

学分野で主に議論されてきた．最も効果的な塑性変形技術の

一つである HPT(HighPressure Torsion)法(2)による加工

は，様々な金属材料に積極的に適用され，結晶粒をナノ構造

化することで，機械的特性の向上とさらなる機能性の促進に

つながることが分かっている(3)(5)．留意すべき事は，これ

までの HPT 加工に関する報告が，鋳造および熱処理後の金

属・合金にのみ適用されている点である．対照的に，先端的

な金属製造プロセスにおける最近の発展は，バルク金属構造

材料の積層造形(Additive Manufacturing: AM)(6)(8)の適用

が加速されていることである．現在は AM プロセス時のレ

ーザー出力や走査速度等の造形適正条件検索に多くの研究が

集中しているが，今後は，AM 製造後の金属組織や AM 材

料の更なる超微細粒化の研究が必要となる．

金属は，製造過程やその後の結晶粒微細化プロセス中に生

じた集団的多重転位運動がすべり系とそれ以外で不均一に起

こることで，結晶格子中に不均一にゆがみを与える(9)．これ

は金属加工中に増加した転位の運動による現象で，この不均

一性より転位密度の変化の理解につながる．しかし，転位に

よる結晶構造の不均一性は，超微細粒組織内では，直接的な

顕微鏡観察が困難になる．金属材料の先端的製造，組織加工

および特性の材料科学の発展には，斬新な試験技術や高解像

度のナノスケール特性評価技術が必要である．本解説では，

X 線や中性子回折法を用いて，転位による金属立方構造の

不均一性を理解するとともに，ナノインデンテーションによ

り測定したミクロ領域における転位運動の重要性を取り扱う．

. X 線や中性子回折法による構造的不均一性の評価

316L ステンレス鋼(316L SS)の試験片は，直径20～53

mm の粒子サイズを持つ鋼粉末をレーザー粉末溶融結合法

(Laser Powder Bed Fusion: LPBF)の AM 製造技術を使用

して作製されている(10)．ディスク状に機械加工された AM

製造後の試験片(AM 316L SS)は，6 GPa 圧力下で，室温お

よび 1 rpm で15回転まで HPT 加工された(最大相当ひずみ

量～360)．AM 製造後(Asbuilt)および HPT 法による微細

粒処理後の試験片表面全体を X 線回折(XRD)法で調べるこ

とにより，AM 316L SS の超微細粒化による構造変化を評

価した．

図は，AM 法および最大 N＝15回転の HPT 処理後の

AM316L SS の XRD 回折線を示している(11)．すべての試

験片表面で測定された XRD 回折ピークは，一連の面心立方

(f.c.c)構造を示しており，変形誘起 eマルテンサイトの 2

次相は見られない．実際には，AM 法の熱処理冷却方向に

そって強い220集合組織を持つ Asbuilt 試験片は，初期の

HPT 加工でも，超微細粒化によって111集合組織が発達す

る傾向がみられる．微細粒化後は一貫して111集合組織が維

持され，さらに XRD 回折線幅が広がりを見せる．AM 法に

より導入された220集合組織は，結晶学的配向関係(12)(13)に

おいて変形誘起相変態を生じさせにくく，鋳造法で製造し焼

なました111集合組織を保持する 316L SS が超微細粒化後に

限られた量の変形誘起 eマルテンサイトを作り出す(14)(16)

のとは対照的である(11)．また，室温(24°C)から始まり15回
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図 1 316L SS の AM 製造(Asbuilt)，HPT 加工後(1/215
回転)の XRD 回折ピーク(10)．(オンラインカラー)

図 2 散乱ベクトル Q に対する XRD 回折ピークの半値幅 DQ を

使った WilliamsonHall プロット(10)．(オンラインカラー)

図 3 HPT 法による超微細粒化に伴う AM 316L SS の構造特

性の変化(10)．(オンラインカラー)

 　　　　　　特 集

転の HPT 加工後には DT＝35°Cの温度上昇を伴う現在の

HPT 加工では，20°C以下での結晶粒微細化では観られるマ

ルテンサイト変態に必要な変形双晶および積層欠陥の形

成(17)を遅らせる可能性が考えられる．

XRD 回折線の横軸方向のずれから推定された，AM 製造

後の 316L SS の格子定数 a は3.5906±0.0029 Å(0.35906±

0.00029 nm)(10)で，標準の 316L SS が示す a＝3.59－3.60 Å

(0.359－0.36 nm)(18)と一致する．HPT による微細組織化

後，空孔と転位が過剰に生成され，それらの分布により大き

な歪みが結晶格子内に生じ，HPT 初期(N＝1/2)で a＝

3.6003±0.0109 Å(0.36003±0.00109 nm)，その後(N＝8以

降) a＝3.6020±0.0097 Å(0.36020±0.00097 nm)に保た

れ，格子定数の0.27から0.32の膨張，つまり0.0027－

0.0032の格子ひずみが観測されたことになる(9)．

結晶子サイズ d と格子ひずみ e を推定するために，散乱ベ

クトル Q に対する XRD 回折ピークの半値幅 DQ を使った

WilliamsonHall(WH)プロットを図(11)に示す．一般に，

波数 k は波長 l を用いて k＝2p/l と表され，散乱ベクトル

Q は散乱角 2u との間で Q＝2k sin u の関係をもつ．また回

折ピークの半値全幅は，粒子ファクター K(球状粒子の場合，

K0.9)を用いて DQ＝K・2p/d＋eQ と定義される．これら

の定義は，異なる l を扱う実験による結果でも同様に用い

ることができる．

AM 製造後の材料(Asbuilt)に対する回帰分析は，111，

200，220および311の 4 つの格子面すべてから考慮され，格

子ひずみが小さく，結晶の等方性が高いことが評価できる．

ところが HPT 法による微細粒加工後は，200，220および

311の非最密充填面での回折ピークの半値幅が大きく，111

や222の最密充填面から得られた結晶子サイズよりも結晶子

サイズが小さい．このような異方的な DQ のばらつきは，超

微細粒加工中に導入された結晶構造内の転位を含む多数の欠

陥が原因であり，結晶格子内のひずみ勾配の異方性が明らか

となる．

これより，図 2 に見られるように，HPT 加工後の超微細

粒 316L SS に対する回帰分析は，最密充填面のみを選択す

ることにより，結晶子サイズ dXRD と格子ひずみ e を推定で

きる．また AM 316L SS の転位密度 rXRD は，XRD 回折ピ

ークのずれから計算された格子定数を用いて，AM 製造後

と HPT 加工後のそれぞれのバーガースベクトル値の b＝

2.538×10－10 m，2.547×10－10 m を適用し，次の関係(19)に

よって計算できる．

rXRD＝
2 3 (e2)1/2

bdXRD

( 1 )

HPT 法による超微細粒化に伴う構造特性の変化を図(11)

に示す．ここで，HPT ゼロ回転(N＝0)は AM 製造後を表

す．微細化初期でも大きな構造変化があり，その後は維持さ

れることが分かる．結晶粒子サイズは AM 製造後の300 nm

から HPT 後には23～26 nm に減少している．この変化は，

転位密度が，AM 製造後の約 2×1014 m－2 から超微細粒化後

の約 45× 1014 m－2 に増加し，格子ひずみが 0.0038から

0.0081の 2 倍以上に増加することと相関している．超微細

粒化後の AM 316L SS の結晶粒子サイズは，鋳造後 HPT
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図 4 鋳造(Ascast)もしくは AM 製造後(Asbuilt)および

HPT 法後(Cast＋HPT，AM＋HPT)の CoCrFeNi 高エ

ントロピー合金に対する中性子回折線を使った Wil-

liamsonHall プロット．(オンラインカラー)
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法により微細化された 316L SS の報告(14)(17)と一致してい

るが，活発な変形誘起マルテンサイト変態を示す鋳造および

HPT 加工材は，～144×1014 m－2 より高い転位密度が報告

されている(20)．本研究の AM 材の低い転位密度は，前述し

たマルテンサイト変態に必要な積層欠陥と双晶境界の生成が

抑制されることに一致する．この AM 製造された 316L SS

の HPT 後の微細粒結晶構造内にみられるひずみの不均一性

は，AM 製造された CoCrFeNi 高エントロピー合金(high

entropy alloy: HEA)を HPT を用いて超微細粒化した後に

も XRD 法により観察されている(21)．この現象は，主要な

合金元素かつ f.c.c. 構造が 316L SS と類似することに起因

する． 中性子回折法を用いて試験片全体積に対しての回折

実験を行っても，この超微細粒結晶構造内の格子ひずみの不

均一性を検出することができる(22)．鋳造(Ascast)もしくは

AM 製造後(Asbuilt)，HPT 法による超微細粒加工を行っ

た後の CoCrFeNi 高エントロピー合金(Cast＋HPT，AM＋

HPT)の構造変化を，日本原子力研究開発機構(JPARC)材

料・生命科学実験施設(MLF)(23)にある iMATERIA(24)にお

いて，飛行時間型中性子回折計を用いて測定し，338 K にお

いて得られたデータの WH プロットを図に示す．鋳造後

の HEA は，DQ と Q の間に適度な線形関係を示し，格子ひ

ずみが小さいことが理解できる．それに対し，AM 製造

後，さらに HPT による超微細粒化された HEA は，転位に

よって引き起こされるひずみの異方性に起因し，線形関係か

ら外れた格子変形挙動を示した．特に HPT 加工後の材料に

おいて，非最密充填面での中性子回折ピークはバックグラウ

ンドと比較して強度が低くなり，誤差や欠落したデータ点が

含まれる．それを考慮した上でも，異方的な DQ のばらつき

が観られ微細化後のひずみ勾配の不均一性は明らかである．

この構造的不均一性は，次節に示す微細加工中における塑性

変形律速メカニズムの転位モデルにより合理的に説明できる．

. ナノインデンテーションによる転位運動の同定

ナノインデンテーション法は，材料の大きさや結晶粒組織

に依存せずに，微小領域から機械的特性を理解できる有効な

手法である(25)．ナノインデンテーションによって得られた

荷重変位(Ph)曲線を利用して，材料の 2 つの重要な特性

であるひずみ速度感受性指数 m と真の活性化体積 Vpを分

析した．ナノインデンテーション硬度 H は，Ph 曲線を用

いて，ピーク押し込み荷重 Pmax と，圧子と試料との接触面

積 A を用いて，H＝Pmax/A で示される OliverPharr 法(26)

に従って推定できる．ここで，マイクロビッカース硬さ試験

測定から得られる HV の値と，ナノインデンテーション硬度

H には本質的な違いがあることに注意する必要がある(25)．

m は，与えられたひずみ e および絶対温度 T で測定された

硬度値 H を用いて，次のように決定できる(27)．

m＝(& ln sf

& ln ·e)e, T＝( & ln (H/C)

& ln (0.01 ·ei))e,T
( 2 )

ここで， ·e は相当塑性ひずみ速度，流動応力 sf は sfH/C

の Tabor の経験的関係によって計算できる．ここで C は完

全な塑性変形を示す拘束係数で～3(28)であり，ナノインデン

テーションひずみ速度 ·ei は，変位 h と時間 t 用いて， ·ei＝

h－1(dh/dt)，によって求められる．さらに，活性化体積

Vpの値を次式の関係から計算することにより，塑性変形の

律速メカニズムを推定することができる(29)．

Vp＝(& ln ·e
&sf

)＝ 3kT(& ln(0.01 ·ei)

&(H/C) ) ( 3 )

ここで，k はボルツマン定数を示す．一般に，Vpの値は，

室温での塑性変形における速度制御プロセスの変化に伴い

b3 に対して異なる係数を示し(b はバーガースベクトル)，

f.c.c. 金属の転位すべりに起因する場合には～100b3 から

～1000b3 の範囲の値(29)で，粒界すべりの場合は～10b3(30)，

粒界または結晶格子中の拡散が重要なプロセスの場合は

～b3(30)(32)と推定される．

316L SS のマイクロメカニカル特性は，AM 製造後，ま

た HPT による超微細粒化後(6 GPa，8 回転，室温)に，

Berkovich 圧子を備えたナノインデンテーションを使用して

調べた．すべての測定は，Pmax＝50 mN の所定の最大適用

荷重の下で，一定のナノインデンテーションひずみ速度 ·ei

の0.0125，0.025，0.05および0.1 s－1 を用いた．これは，相

当塑性ひずみ速度 ·e との ·e0.01 ·ei の経験的関係(33)を考慮し

て，それぞれ1.25×10－4，2.5×10－4，5.0×10－4および1.0

×10－3 s－1 に相当する．図は，AM 製造後(N＝0)および

HPT 加工後(N＝8)に，1.25×10－4から1.0×10－3 s－1 まで

の 4 つの塑性ひずみ速度で測定した代表的な荷重変位曲線

を示す．任意の塑性ひずみ速度において，ピーク荷重での変

位は結晶粒超微細化とともに増加している．また，ピーク荷

重での変位にはひずみ速度依存性がみられ，超微細粒加工後

はそれが低くなる傾向にある．

図 5 の挿入図は，AM 製造後および HPT 後の H/3(＝流
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図 5 (左)ナノインデンテーション法から得られる，AM 製

造後(N＝0)および HPT 加工後(N＝8)に対する，異な

るひずみ速度で測定された荷重変位(Ph)曲線挿入

図(右)H/3(＝流動応力)対ひずみ速度の両対数プロッ

ト．(オンラインカラー)

 　　　　　　特 集

動応力)対ひずみ速度の両対数プロットを示す．AM 316L

SS の結晶粒超微細化により，ナノインデンテーション硬さ

から求められた流動応力は約 2 倍に増加したが，それに伴

い m 値が0.040から0.018に減少し塑性加工性が低減する．

この m 値は，本研究で扱った粒子サイズよりも大きなマク

ロスケールの粒子サイズをもつ AM 製造後の 316 SS が示し

た m＝0.022に近く(34)，粗大粒組織を持つ 316L SS のm＝

0.0061よりもはるかに大きい(35)．推定された活性化体積

Vpは，AM 製造時および HPT 加工後の 316L SS でそれぞ

れVp＝9.16b3および10.68b3 m3であった．これより，AM

製造後また微細粒加工後のどちらにおいても約10b3 m3 の活

性化体積を示し，本研究の316L SS の塑性変形律速メカニ

ズムは粒界を介した転位の活動，特に超微細粒 f.c.c. 金属に

おいては粒界における転位核生成や転位ピン止め効果の欠如

による活動(36)(37)と解釈できる．ナノインデンテーション法

から求められた活性化体積 Vpより，結晶粒の超微細化によ

り結晶粒界での転位運動の塑性変形への重要性が高まること

が理解でき，先述したような転位運動による結晶構造的なひ

ずみの不均一性がより明確に解釈できる．

. 終 わ り に

今回の解説では，転位による金属 f.c.c. 構造の不均一性が

超微細化により顕著に表れることを X 線や中性子回折法に

より解釈し，また超微細粒の結晶粒界での転位運動が塑性変

形律速メカニズムに影響を与えることをナノインデンテーシ

ョン測定を用いて解説した．特に AM 製造後の316L ステン

レス鋼や高エントロピー合金を例に挙げ，超微細加工技術に

は HPT 法を使用し，超微細粒金属材料の転位運動による構

造的不均一性を解釈した．本研究はまた，強ひずみ加工によ

る超微細粒化の研究開発のみならず，高度な製造，および新

しい特性評価技術の応用に繋げる研究に貢献している．本解

説が，多方面に広がる材料科学領域の共同研究の活性化に繋

がることを切に願う．

本研究成果は，米国国立科学財団 グラント番号 CMMI

2051205 (National Science Foundation，Grant No. CMMI

2051205)の一環とて得られたものである．本研究を共同で

行ったガンドン テクニオンイスラエル工科大学(Guan-

gdong TechnionIsrael Institute of Technology)のリス ク

ラウスーディーター教授(Prof. LISS，KlausDieter)，また

漢陽大学(Hanyang University)のジャン ジェイル教授

(Prof. JANG，Jaeil)に御礼申し上げます．
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図 1 き裂開口に伴う転位すべり運動とき裂進展距離の幾何

学的関係(6)．This is within an open access book licensed

under the terms of the Creative Commons Attribution

4.0 International License. (オンラインカラー)

 　　　　　　特 集

疲労き裂進展および関連する転位運動の

理解に向けた課題と将来展開

小 山 元 道

. 金属疲労研究における様々な研究の立場

金属疲労は繰返し変形に伴うミクロ組織発達の観点から連

綿と研究が続けられてきており(1)(3)，平滑試料における組

織発達を理解することは疲労損傷発達を理解するために必要

不可欠である．一方，金属疲労は実際の破壊事故に直結する

現象であることから構造設計上でも重要視されるため，機械

工学的問題でもある．構造設計上は疲労寿命および疲労強度

が重要であるが，例えば炭素鋼を対象とした場合，疲労破壊

が起こらない上限負荷条件である疲労限度においてもき裂が

発生している(4)，という事実がある．また，構造部材に応力

集中源があると疲労き裂発生が容易に起こるために，鉄鋼材

料では疲労き裂の進展挙動が重要視される．しかし，疲労き

裂進展と転位運動の関係には未解明な点が多々残されてい

る．本稿では疲労現象の主たる問題がき裂進展にあるとの立

場をとり，近年の疲労き裂進展に関わる転位運動および転位

組織発達についての研究成果と残された課題，ならびに将来

展開について私見を述べる．

. 疲労き裂進展抵抗とき裂先端の塑性変形抵抗

図に模式的に示すように，疲労き裂進展はき裂先端から

の転位射出とこれに伴う変形によりモデル化される(5)(6)．こ

のき裂先端の変形と進展距離の幾何学的関係が保たれる限り，

1 サイクルあたりの進展距離 Da はき裂先端からの転位射出

量 n と式( 1 )の定量的関係をもつ(5)．

n＝
Da

b cos u
( 1 )

ここで b はバーガースベクトル，u はき裂進展方向と射出転

位のすべり方向がなす角である．このモデルに則ると，き裂

進展抵抗における重要な因子はき裂先端領域の変形抵抗およ

びき裂開口時における転位の射出位置となる．特にき裂が短

いときは，進展速度がき裂先端近傍の材料強度に強く依存す

る(7)．つまり，材料の降伏強度および加工硬化能が重要であ
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図 2 Fe25Cr1N(mass)高窒素オーステナイト鋼のき裂前方

における局在すべりに由来した(a)疲労き裂の発生およ

び(b)その後の主き裂との合体．試験片には直径100

mm，深さ100 mm の微小ドリル穴を導入し，応力振幅

150 MPa，応力比－1で試験した．詳細は文献参照(25)．

“Reproduced with permission from Int. J. Fatigue, 104,

158 (2017), Elsevier.”(オンラインカラー)
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るといえる．降伏強度および加工硬化能については引張特性

や硬さ試験の結果から予測が可能なものであるが，ここで考

えるべきは「き裂先端」の加工硬化能であることに留意され

たい．マクロには降伏しない負荷応力であっても，き裂先端

では有意な転位射出および転位運動が起こり，加工硬化する

ことが重要である．理想的なき裂先端の応力集中係数は発散

しているので，多くの場合，これを緩和するための先端極近

傍の転位形成量および転位運動量は小さくない．

き裂先端の硬さに関連する少し特殊な現象として，炭素鋼

の疲労き裂進展の停留現象があげられる．鋼中に固溶炭素が

存在すると，低応力振幅におけるフェライト鋼の疲労き裂は

停留しやすい(4)(8)．これは，◯き裂進展がゆっくりと進むこ

と，◯き裂先端に有意な塑性変形が与えられていること，◯

炭素が拡散できること，の三つの条件を満たすときに起こる

と考える．つまり，炭素によるひずみ時効現象が疲労き裂前

方で起こり，き裂近傍の塑性変形抵抗が上昇するために，き

裂進展抵抗が動的に上昇する．固溶元素の拡散速度および転

位ピニング力に依存するひずみ時効硬化量は，炭素(9)および

窒素量(10)(11)を始めとした化学成分により様々変化するの

で(12)(13)，成分設計によって疲労き裂停留限界を改善するこ

とができる．また，このひずみ時効の効果は金属材料の微小

疲労き裂に対して汎用的で，鉄鋼材料の他，Al 合金などに

も有効であることが示されている(14)(15)．ひずみ時効と疲労

き裂停留現象の詳細については筆者の過去のまてりあ寄稿論

文を参照されたい(16)．

. き裂閉口現象に関連する組織因子

前節で述べた幾何学関係と加工硬化の影響に加えて，き裂

開口のための力学的駆動力を考える必要がある．この力学的

駆動力はき裂閉口点に依存することが知られ，き裂閉口現象

と呼ばれる(17)．塑性誘起き裂閉口は塑性ひずみ発達に由来

した代表的なき裂閉口現象である．平面応力状態(表面など)

ではき裂前方の幅方向圧縮ひずみに対応する開口方向の伸び

が重要とされ，除荷時に残留圧縮応力場を形成し，これが進

展時に閉口方向のき裂面変位を与える．平面ひずみ状態(試

料幅方向中心部)ではき裂幅方向変位が拘束されているの

で，幾何学的に要求される転位(Geometrically necessary

dislocationGN 転位)の蓄積が後の閉口方向へのき裂面変

位を与えるために重要となる(17)．つまり塑性誘起き裂閉口

の観点では，き裂開口量あたりのき裂前方の(a)局所的な負

荷方向の伸びの増加および(b)GN 転位密度の増加，を実現

すればよい．材料設計としては，体積膨張型の変形誘起マル

テンサイト変態が前者因子を促進する一例である(変態誘起

き裂閉口と呼ばれる)(18)．マルテンサイト変態に由来するき

裂閉口の促進現象はオーステナイトステンレス鋼で典型的に

知られており，き裂進展抵抗の改善に有効に寄与することが

実験的に示されている(19)(20)．この現象とラメラ組織の組み

合わせることで従来とは異なる優れた疲労特性を得ることが

できる(21)(22)．この変態とラメラ組織の複合効果に興味につ

いても別記事でまてりあに寄稿しているので参照された

い(23)．

GN 転位密度については，交差すべりにともなう転位再配

列を抑制するために転位プラナリティの上昇が有効に寄与す

ると考えられる．例えば，高窒素オーステナイト鋼の転位プ

ラナリティは他の鋼種と比較して著しく高く，対応して微小

疲労き裂進展限界が高いことが示されている(24)．しかし，

この一方，すべりが特定結晶面状で集中する場合，そのすべ

り集中領域が新たなき裂発生サイトとなり，このき裂が主き

裂と合体することでき裂進展を促すことがある(図)(25)．

つまり，転位プラナリティを疲労き裂進展抵抗上昇に活用す

るためには，き裂閉口への正の硬化とき裂発生への負の効果

を両面から理解することが必要となる．このような複雑現象

を有効利用するためには，何よりも現実を観ることが重要と

なるので，次節にてき裂近傍の転位運動を観察した例を紹介

する．

. き裂近傍の転位運動を観る

疲労き裂進展に関わる転位運動観察として重要な課題は前

述の通り，

 疲労き裂先端の転位射出挙動
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図 3 Fe25Cr1N 高窒素オーステナイト鋼において，疲労限で

形成した疲労き裂近傍のプラナー転位列を ECCI 法にて

観察した例(26)．(a) 低倍率画像，(b) 拡大像，(c),(d)

(b)中で点線にてハイライトされている領域の拡大像．

This is within an open access article distributed under

the terms of the Creative Commons CC BY license. (オン

ラインカラー)

図 4 等原子比 CoCrFeMnNi HEA の疲労き裂発生後の同一

粒内におけるすべり面上 Mode I＋II き裂進展(28)．(a)

低倍率画像，(b)逆極点図方位マップ，(c),(d) ECC
像．各図の点線ハイライトは他画像の拡大領域を示し

ている．“Reproduced with permission from Int. J. Fa-

tigue, 133, 105418 (2020), Elsevier.”(オンラインカラー)
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 疲労き裂先端前方における GN 転位の蓄積挙動

 疲労き裂前方の硬化を支配する転位組織発達

などがあげられる．これら挙動を観察するには透過型電子顕

微鏡が有効であることは言うまでもないが，近年発展が著し

い電子チャネリングコントラスト(ECCI)法による転位組織

解析も有効であることが示されている．例えば，き裂前方に

おける局所的な転位下部組織の形成や高転位密度状態を観察

した例がある他(24)，前節で例として挙げた高窒素オーステ

ナイト鋼ではき裂前方に発達したプラナー転位列が明瞭に観

察できている(図)(26)．このプラナー転位群が運動する様

子をその場観察することも可能である(27)．透過型電子顕微

鏡による負荷中その場観察と比較して，ECCI 法の試験片は

その形状とサイズに自由度がある点は疲労研究において特に

重要である．疲労き裂進展挙動は応力状態とき裂長さに強く

依存する．これは，疲労研究がこれまで力学研究として発展

してきた理由でもある．微視組織観察は局所を観る実験であ

るので，現実の疲労問題と乖離がない力学条件を選択する必

要がある．この点において，ECCI 法では 1 mm 以上の試験

片厚さとこれに準ずる試験片形状が選択可能であるので，よ

り現実に近い疲労現象にともなう転位運動を観察することが

できる．今後，その場 ECCI 法によるき裂前方における転位

運動の観察およびき裂進展機構の解明が期待される．

. 疲労き裂に残された大きな課題と解決の方策

疲労き裂進展には多くの未解明課題が残されているが，特

に次の 2 つは，転位論ひいては金属学に密接に関連すると

ともに，機械工学的な構造設計に必要に因子として解決が希

求されている課題例である．

 Mode I＋II および Mode II 疲労き裂進展メカニズム

図 1 に示す幾何学で説明されるき裂進展機構の他には，

すべり面に沿ったき裂進展が一般的に観察される．このき裂

進展はき裂開口とすべり面に沿ったせん断変形が同時に起こ

っているので Mode I＋II のき裂進展である．特に，疲労

寿命の大部分を示すために重要視される微小疲労き裂進展で

このき裂進展機構が発現しやすいが，その本質的メカニズム

は未だ明らかではない．しかし，すべり面に沿った Mode I

＋II 疲労き裂進展は先進高強度合金でより顕著に観察され

ることが確認されている．例えば，合金成分元素の複雑化に

よって高強度高延性が発現する CrCoFeMnNi 高エントロピ

ー合金では，き裂発生後にその同一粒内ですべり面｛111｝に

沿ったき裂進展が容易に起こる(図(a)(c))(28)．き裂面と

平行な転位列も観察されており(図 4(d))，主すべり系の転

位運動が Mode I＋II き裂進展の主因してあることは間違い

ない．さらに一結晶粒以上進展した後でも，滑り面に沿った

き裂進展経路が観察されており(28)，微小き裂進展寿命を理

解する上で Mode I＋II き裂進展のメカニズム解明が必要不

可欠な課題として存在している．ここで，同一すべり面に沿
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図 5 焼戻しマルテンサイト鋼における水素環境疲労き裂進展速度の周波数依存性とその傾向の引張強度依存性(31)．(a)引張試験

結果．(b)各条件における Compact tension 試験で測定された疲労き裂進展速度．(c)各材料の水素によるき裂進展加速の

比率を周波数に対してプロットした図．各条件は(c)中に記載．“Reproduced with permission from Int. J. Fatigue, 163,

107039 (2022), Elsevier.”(オンラインカラー)

ま て り あ
Materia Japan

第62巻 第 1 号(2023)

って複数サイクルを経てき裂が進展する場合，図 1 のよう

な変形の幾何学からはそのメカニズムが説明されないことに

注目すべきである．図 1 のメカニズムでき裂進展が起こる

場合は，き裂先端の変形はある程度対称であることを想定す

る．立方晶のように対称性が高い構造では，同一すべり面上

を複数サイクルに渡って進展する理由がなく，ある程度斜め

に進展することがあっても，粒内ですぐに屈曲が起こるはず

である．つまり，転位すべりによって同一すべり面がき裂進

展経路となりうる理由があるはずである．このすべり面に沿

ったき裂進展は persistent slip band などのすべり面に沿っ

た転位組織発達を理解することが肝要であると考える．現

在，き裂発生と疲労組織発達の関係について世界中で検討が

進められているので，き裂発生メカニズムからこの Mode I

＋II き裂進展メカニズム解明に発展させることができるか

もしれない．

また，Mode I＋II き裂進展の理解を困難にしている理由

の一つとして，き裂開口と非対称せん断変形が同時に起こっ

ていることが挙げられる．すべり面に沿う，という特徴を理

解するためにはモード II 成分が重要であるので，Mode II

疲労き裂進展の理解からアプローチすることも重要である．

Mode II 疲労試験法は様々に提案されているが，その場で微

視的な変形を観察可能なほど小さな試験片を使うことがで

き，かつ Mode III 成分を含まない Mode II 試験法は少な

い．濱田らは，Mode II 疲労き裂進展に関する微小変形と微

視組織の関係を明らかにするために，上記特殊な条件を満た

す力学試験法を確立している．例えば，集束イオンビームを

用いて鋭い切欠きを導入した薄膜試料をねじり試験片に貼り

付け，繰り返しねじり負荷を与えることで，薄膜試料内では

純粋な Mode II 負荷を実現させている(29)．同手法を用いた

試験では，冷間フェライト鋼を用いた場合，疲労き裂がせん

断変形方向に真っ直ぐ進展する前駆段階として，微小ボイド

が形成していることが明らかにされている(30)．このような

力学的に洗練された微小試験と転位組織解析を組み合わせた

解析が今後，疲労き裂進展メカニズムの根本を解明すること

につながると考える．

 時間依存型疲労水素助長き裂進展と Dwell 疲労

疲労寿命や疲労強度予測は強度，応力ならびにサイクル数

の関係からモデル化されるため，“時間”の因子は考慮され

ないことが多い．しかし，最近では水素エネルギー社会実現

に向けて重要視される水素助長疲労き裂進展や，ピーク応力

に長時間曝されることによるクリープ現象が寄与する Dwell

疲労などが問題になり，時間の効果を考える需要が生まれて

いる．例えば，水素ガス環境における焼戻しマルテンサイト

鋼の水素助長き裂進展の一例を図に示す(31)．一口に焼戻

しマルテンサイト鋼といっても，材料の強度レベルによって

水素環境における周波数依存性が異なり，き裂先端における

「応力状態」，「局所集積水素量」，「マルテンサイト界面強度」

ならびに「転位運動・蓄積挙動」の周波数依存性およびその

材料強度依存性が時間の効果を考える鍵になるとして研究が

進んでいる．筆者も上述の社会的需要に応えるべく本課題に

取り組む研究者の一人である．ラスマルテンサイトという極

めて実用的に重要な組織における問題であるので，この課題

に取り組む以上，金属組織学・転位論によるメカニズムか

ら，機械工学的な疲労寿命の周波数予測法構築まで検討をす

る責務があると感じている．

Dwell 疲労は Ti 合金製航空機部材などで問題となる．例

えば航空機のタービンディスクは，フライト中はピーク応力

で保持されており，着陸後に除荷される．このピーク応力保

持による疲労寿命低下が問題視された．この疲労寿命低下の

一因は，応力保持による疲労き裂進展速度の加速であること

が報告されている(32)．これを受けて，筆者も含めた研究グ

ループは，Dwell 疲労に関わるき裂先端の転位射出挙動に注

目して ECCI 観察を行った(33)．ここでは実験装置の都合

上，応力保持ではなく変位保持とした．図は三角波での疲

労試験の途中に，1 サイクルのみ変位保持過程を導入した実

験後の破面直下の ECCI 像である．図 6(b)(e)で白く見え

る膨大な点や線の一つ一つが転位である．ここでは主に一時

錐面すべりが起こっていることを画像の結晶学的関係から確

認している(図 6(d))．図 6(e)に示すように，各転位集合帯
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図 6 (a)変位保持過程を含む領域の破面直下 ECC 像(33)．(b)(e) (a)中にて点線でハイライトした領域の転位列が確認できる拡

大 ECC 像．各挿入図は点線ハイライト部の拡大像．“Reproduced with permission from Mater. Trans., https://doi.org/

10.2320/matertrans.MTM2022076 (オンラインカラー)
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中の複数採取領域で転位の数を測定して平均値を計算し，得

られた値と各転位集合帯面積の積を射出転位数とすること

で，変位保持をした場合と変位保持をしなかった場合の射出

転位数の比を見積もった．結果として，変位保持によって著

しい射出転位量の増加が確認され，射出転位量の増加と同程

度の比率でき裂進展が加速されていた．この結果は，広範囲

かつ転位を一本々々分解可能な ECCI 法ならではの成果であ

る．ここで注目されたいのは，図 6(c)の挿入図に示すよう

に 1 サイクルの変位保持を導入したあとの数サイクルにも

高転位密度領域が存在することである．この高密度転位領域

に対応して，変位保持をしたサイクル以降にも疲労き裂進展

の加速が確認されている．一般的には，例えば 1 サイクル

過大応力を与えて多量の塑性変形(GN 転位密度)を与えた場

合には，き裂閉口現象が促進され，き裂に負荷される有効応

力が低下するので，それに続くサイクルで形成する塑性域中

の転位密度は低下し，き裂進展速度は低下するはずである．

後続サイクルの疲労き裂進展挙動において，クリープ変形に

より与えられる過剰転位の影響と過大応力による過剰転位の

影響が真逆になる理由は不明である．重要な違いとして，ク

リープ変形の場合は遠方の最大応力が変化していない(変位

保持の場合は低下している)ので，過大応力を与えた場合と

比べて負荷過程の最大応力と除荷過程の応力変化量が小さい

ことがあげられる．この負荷・除荷過程のき裂先端形状の変

化およびこれに関わる転位運動挙動が Dwell 疲労における

顕著なき裂進展加速を解く鍵ではないかと考える．負荷・除

荷過程の転位運動はその場観察が必須となるので，その場

ECCI やマイクロ X 線 Computational tomography(34)(35)など

の現在の様々な最新観察手法での解析が望まれる．

これら課題を転位運動の観察および転位論的解釈に基づい

て解明することが，今後の構造材料分野における金属学研究

者の使命の一つになると考える．材料工学における金属学・

転位論(メカニズム解明)と機械工学における力学(強度・寿

命予測)が強く結びつき，材料開発と構造設計の両面から金

属疲労研究の場が広がることを願い，筆者もこれから微力を

尽くす所存である．
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† X 線に対して Coherent な領域サイズのことであり，金属材料

の場合一般的には数百 nm 以下程度であり，結晶粒と比べ十分

小さい

 　　　　　　特 集

X 線・中性子を用いたラインプロファイル

解析法による転位組織評価

熊 谷 正 芳

. は じ め に

本稿では転位など格子欠陥に関わるキャラクタリゼーショ

ン手法として X 線や中性子といった量子ビームの回折線を

利用した解析法であるラインプロファイル解析(LPA)につ

いて紹介したい．おそらく多くの読者の方が転位は透過電子

顕微鏡(TEM)で観察するものと思われているのではないか

と推測する．また，転位の数を定量する作業(1)は膨大な時間

と根気を要する途方も無い作業とお考えではないだろうか．

ところが，X 線や中性子を結晶性材料(以下，材料)に照射

することで得られる回折線の回折強度曲線(ラインプロファ

イル)は材料の微視組織に起因して形状が変化することか

ら，測定によって得られるラインプロファイルから転位組織

に関する情報を抽出することができる．比較的良好な S/N

を有するラインプロファイルの測定が望まれるため，測定に

はやや長めの時間を要することや，解析にはある程度の知識

と熟練が求められるなど，ややハードルもあるが，TEM 観

察の試料調整や観察などと比べれば測定そのものははるかに

手軽であり，さらに非破壊に同一サンプルの状態変化を捉え

られるという長所がある．また，一般的に測定領域は mm

オーダーであり，その領域内の平均としての評価であること

から，マクロな特性である機械的性質との相関の良さも大き

な魅力の一つである．一方で，機械的性質の発現機構はまさ

に転位挙動などの微視的な現象によるため，TEM などによ

るミクロ・ナノレベルでの直接観察も欠かせないが，上述の

特徴を有する LPA と相補的に利用することで機械的特性と

転位に関わる理解が一層進むことが期待できる．

. ラインプロファイル解析

 解析法の概要

結晶構造解析や応力解析では回折線のピーク位置が用いら

れ，集合組織解析や相分率の解析では回折線の積分強度が用

いられる．一方，LPA では回折線形状であるラインプロフ

ァイルを用いる．ラインプロファイルが材料の微視組織に影

響を受けることは古くから知られており，半世紀以上も前に

Scherrer により結晶子サイズ†とラインプロファイルの幅と

の関係が示された(2)．また，ラインプロファイルは結晶子サ

イズのみによって変化するのではなく，転位による不均一ひ

ずみによっても変化する(3)．そこでラインプロファイルの幅

は Scherrer の式で表される結晶子サイズによる影響と不均

一ひずみ〈e2〉1/2 の影響の和であるとして，

b cos u/l＝〈e2〉1/2(2 sin u/l)＋KS/D ( 1 )

と表したのが WilliamsonHall 法の式である．この式では回

折指数 hkl の次数によらない結晶子サイズによる成分の項と

次数により変化する不均一ひずみ成分の項を分離することが

可能である．なお，b はラインプロファイルの半値全幅

(FWHM)または積分幅であり KS は Scherrer 定数である．

つまり，各回折指数のラインプロファイルについて，その 2

sin u/l に対する b cos u/l をプロットすれば，その傾きが不

均一ひずみ〈e2〉1/2，切片の逆数に KS を掛けた値が結晶子サ

イズ D となる．さらに，この不均一ひずみと転位密度 r と

の関係は〈e2〉＝(rb2/4p) ln (Re/L)と表すことができる(4)．
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† L は数学的に導出された過程からフーリエ長と呼ばれるが，格

子空間つまり実空間における長さを表している．

図 1 ショットピーニング(SP)およびレーザーピーニング

(LP)したオーステナイトステンレス鋼の転位密度深さ

分布(19)．
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ただし，b はバーガースベクトル，Re は転位の有効半径で

あり，L はフーリエ長†である．このとき転位に関する変数

は r と Re であり，これらにより幅広がりが生じていること

になる．また，Wilkens は転位配置のランダム度合いを示す

無次元パラメータとして M＝Rer1/2 を提案した(4)．これを

利用することで転位の配置状態を知ることができる(5)(8)．

ところで，結晶の弾性異方性や回折コントラストの影響に

より，結晶方位ごとにひずみに対するブロードニングの感度

が異なる．そこで，弾性異方性によって半価幅を除した

り(9)(10)，コントラストファクタを乗じたり(11)するなどの補

正法が用いられる．簡便な方法として Direct Fitting 法(12)も

提案されている．

また，刃状転位とらせん転位では転位周りのひずみ場が異

なることから，その影響を q という変数で表し，これを転位

キャラクターとして求めることで，この値から各転位成分の

構成比を見積もることができる(6)(13)(15)．

半世紀以上かけて発展してきた LPA であるが，現在最も

広く利用されていると思われる方法は著者の主観では Wil-

liamsonHall と WarrenAverbach 法を併用し，コントラス

トファクタを考慮した修正 WilliamsonHall/WarrenAver-

bach 法(または単に修正法)(11)(16)と呼ばれる方法である．

ここまでに挙げた方法はいずれも得られたラインプロファ

イルを任意の関数でフィッティングし，そのパラメータと物

理量を結びつける手法であるが，転位や結晶子によるライン

プロファイルを理論より直接求め，このラインプロファイル

が測定結果と一致するよう最適化する手法も提案されてい

る(17)．代表的な方法として Convolutional Multiple Whole

Profile fitting(CMWP)法がある(18)．CMWP 法では単純に

は測定されたラインプロファイル IM は転位密度などの因子

の影響により変化するラインプロファイル IT と装置起因の

因子によるラインプロファイル I I のコンボリューションに

バックグラウンド IBG を加えた式

IM＝IT＊I I＋IBG ( 2 )

で表せるとして，IT 中の変数を精密化することで各物理量

を得ることができる．

 測定装置・施設

一般に回折測定には汎用の X 線回折装置(XRD)が用いら

れることが多い．明確な基準は無いが，S/N の高いライン

プロファイルを高分解能で取得することが望ましい．XRD

で用いられる特性 X 線はエネルギーが十数 keV 以下である

ことが多く，被測定材への侵入深さは十数 mm であるため，

表面層の情報を取得していることになる．表面処理材などに

対して表面から深さ方向の分布を得たい場合は，逐次電解研

磨を施しながら繰返し X 線測定が行なわれる(19)．なお，機

械研磨による表面除去では研磨による影響が生じるため研磨

層の測定を行なっていることになり，正しい測定はできない

ことに注意が必要である．

XRD での測定では Kb 線や Ka 線の二重線(Ka1 線と Ka2

線)の存在が少々厄介である．Kb 線は金属の吸収端を利用

したフィルターや検出器によるバンドパス機能が利用される．

Ka 二重線は光学系もしくは測定後の数値操作によって Ka2

線成分を分離する．前者にはやや特殊で高価な光学系を要す

るため，後者での処理が一般的である．測定系起因の成分を

デコンボリューションするためは，LaB6 などの標準試料を

同条件で測定したラインプロファイルが利用される．

微小部の測定や材料内部の測定，insitu 測定には放射光

の利用が考えられ，国内では SPring8 での測定が行われて

いる(20)(22)．また，空間分解能は劣るが測定領域が大き

く，鉄など質量数の大きな金属に対しても透過能力が高いた

め，バルク平均としての測定が可能な中性子を用いた測定も

行われている．特にパルス中性子源を用いた測定は短時間で

の insitu 測定も可能であり，JPARC・MLF での測定が行

われている(23)(27)．

. 適 用 例

 表面加工材における転位密度解析の例

機械・構造物ではバルクとしての特性のみならず表面の性

質がその性能に影響を与えることが少なくない．ここでは表

面の強化手法の一つであるピーニング処理した材料について

解析した例(19)(28)(29)を紹介する．この例はショットピーニ

ング( SP )およびレーザーピーニング(LP )を施した

SUS316L 材に対し XRD によりラインプロファイルを測定

し，修正法により解析をした例である．深さ方向の分布は逐

次電解研磨を施しながら測定を行ない取得した．図は表面

から深さ方向への転位密度の分布を示している．この時のピ

ーニング条件は残留応力の深さ分布が同様となるよう調整し

て行った．つまり，残留応力は同程度であっても組織そのも

ののである転位密度は異なり，SP の方が LP に比べて転位

密度が高くなることが分かる．この転位密度と硬さの関係を
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図 2 ピーニング処理材における硬さと転位密度の平方根の

関係(29)．

図 3 繰返し負荷数(N＝0250)ごとのラインプロファイ

ル(25)．(オンラインカラー)

図 4 繰返し負荷に伴う転位組織パラメータの変化(25)．

 　　　　　　特 集

まとめたものが図である(29)．硬さと転位密度の平方根は

直線関係で表せていることがわかる．硬さは必ずしも供試材

の転位密度の平方根に直線関係にある訳ではないが，十分加

工硬化した材料では転位密度の平方根と引張強さには直線関

係が見られることから，この様な結果が得られたと考えられ

る．

 繰返し負荷における転位組織評価の例

ここではパルス中性子を用いた測定により供試材試験部全

体の平均として評価した例(25)を示す．供試材は SUS316L

であり，解析法として CMWP 法による解析ソフト(30)(31)を

用いた．JPARC の BL19においてビームパス上に引張圧縮

試験機を設置し±1.5の繰返しを負荷しながら，中性子測

定を行なった．図はその際取得した各繰返し数負荷後の引

張方向の回折のラインプロファイルである．これを CMWP

法により解析することで図に示す様に転位密度に加えて転

位キャラクター q や配置パラメータ M(ただし，M＝M/

exp(2))などを得た．この結果で興味深い点は，まず負荷時

のピーク応力は繰返し数に応じて単調に増加しているにもか

かわらず転位密度は N～50をピークに減少に転じることで

ある．転位密度とピーク応力の関係を表したものが図であ

り，繰返し数50回まではピーク応力が転位密度の平方根と

直線関係にあるが，50回を超えるとこの直線から外れてい

ることが分かる．つまり，N～50までは転位密度の増加によ

る転位強化によってピーク応力の増加を説明できるが，それ

以降は転位強化とは別の機構によってピーク応力が増加した

ことが分かる．詳細は割愛するがこのとき図 3 からもわか

るように加工誘起変態によりマルテンサイトが形成されてお

り，このマルテンサイトが応力負担することでピーク応力が

増加したことが明らかとなった(8)(25)．また，図 4(b)示した

q を用いて転位密度をらせん転位成分と刃状転位成分に分解

した結果を図 4(a)に併せて示した．繰返し数に応じて q が

変化しており，初期材では刃状転位が支配的であるが，繰返

しに応じてらせん転位が増加していき，N～30においてらせ

ん転位は減少に転じ，逆に刃状転位が増加に転じる．これは

比較的ランダムな転位配置から，転位密度が高くなりつつセ

ル組織を形成していく過程で，刃状転位はセルウォールとし

て残り，らせん転位は消滅していったためと考えられ

る(32)．ここで，図 4(c)に示した転位配置パラメータ Mは

転位の配列の程度を表すパラメータであり＜1 のときランダ

ム配置，1＜で配列配置と説明されることが多いが，実際の

組織との対応関係を調査した研究は少なかった(5)(7)．そこ
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図 5 繰返し負荷における引張時ピーク応力と転位密度の平

方根の関係(25)．(オンラインカラー)

図 6 繰返し負荷したオーステナイトステンレス鋼の転位組織の透過電子顕微鏡観察結果とラインプロファイル解析結果の対

応(25)．(オンラインカラー)
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で，任意の繰返し数の途中試料を作製し，その TEM 像を観

察した(図 5)．

図は TEM 像と共に，LPA により得られた結果を模式

的に示している．N～30はある程度明瞭なセル組織が形成さ

れたタイミングと見ることができ，転位キャラクターや転位

配置パラメータの変化傾向とも一致することがわかる．M

値そのものは転位の配列の程度(またはランダムの程度)を表

す変数であり，セル組織の形状そのものを表している訳では

ないが，予めこのパラメータと転位組織の発達との対応関係

を確認しておけば，その状態を in situ 測定や実機などにお

いて推測することが可能であることを示している．

. ま と め

本稿ではラインプロファイル解析のあらましとして，その

解析原理や手法，解析事例などを紹介した．紙面の都合上表

面的な説明のみになってしまったが，その有効性を少しでも

感じていただけたのであれば務めは果たせたのではないかと

思う．少しでも興味を持っていただけた方のため，著者の知

りうる範囲において最近日本語で記載されたラインプロファ

イル解析に関する解説を示す(24)(33)(34)．本稿に続いて一読

いただければ一層理解いただけるものと考える．より詳しく

ラインプロファイル解析についてまとめられた書籍としては

“Modern Diffraction Methods(17)”や“Xray line profile

analysis in materials science(35)”がある．

最後に，ラインプロファイル解析による研究が金属材料の

機械特性の理解に寄与することを期待したい．
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HCP 結晶における双晶の形成と

収縮に伴う力学応答

志 澤 一 之

. は じ め に

近年，カーボンニュートラル社会の実現へ向けて，航空機

や自動車などの輸送機器に使用する構造材料の高強度化・軽

量化は材料科学や固体力学分野における重要な課題の一つと

なっている．かかる状況下において，実用構造金属材料の中

で最軽量かつ高比強度(耐力/比重)で，環境親和性にも優れ

たマグネシウム(Mg)合金に注目が集まっている．しかしな

がら，Mg は HCP 構造であり，常温では底面系以外のすべ

り系の活動がほとんどないため強い変形異方性を示し，脆性

的に振る舞うことが知られている．近年では，Mg に遷移元

素や希土類元素を数含有させ，aMg 相の中に LPSO

(LongPeriod Stacking Ordered Structure，長周期積層構

造)相を有する LPSO 型 Mg 合金が Kawamura ら(1)によっ

て提案され，室温で 610 MPa という高い引張降伏強度を実

現している．一方，Zheng ら(2)は Mg 合金の結晶粒を超微

細化することで伸び率25以上という延性の向上に成功し

ている．このように，Mg に基礎を置く材料開発が盛んに取

り組まれているが，前述のように HCP 構造に起因する強い

塑性異方性に加え，変形双晶の発現によって微視組織が変化

するため，従来の材料モデルでは変形挙動の予測が難しい．

そこで本稿では，HCP 結晶(主に純 Mg)に発現する変形

双晶の進展と収縮(脱双晶)といった組織変化を Phasefield

モデルで，一方，応力ひずみ応答のような力学特性を結晶欠

陥挙動に基づく転位結晶塑性モデルによって表現し，分解

せん断応力と双晶の秩序変数に関する情報を両モデルで交換

することで連成解析を進める Multiphysics シミュレーショ

ンについて紹介する(3)．加えて，本手法の Mg 多結晶体へ

の適用例，ならびに高マンガン(Mn)オーステナイト多結晶

に発現するナノ双晶と粒径依存性に関する応用についても簡

単に触れる．

. 双晶進展に対する Phasefield モデル

ここで考慮する{101̃2}引張双晶系は c 軸引張りの応力下

で活動し，〈1̃011〉方向へのせん断ひずみが生じると同時に

双晶変形を発現した領域(双晶相)の結晶方位が変化する．ま

た，逆負荷によって双晶相は収縮することが知られており，

この現象は脱双晶化(detwinning)と呼ばれている(4)．これら

の変形特性に加えて，双晶相の結晶方位は母相に対して双晶

面を境とする鏡像対称になることが知られており，その界面

エネルギーは{101̃2}面で極小値をとることが報告されてい

る(5)．そこで本稿では，双晶変形に寄与する全自由エネルギ

ーとして弾性ひずみエネルギーおよび異方性を持つ界面エネ

ルギーを考慮する．また，Phasefield モデルにおける秩序

変数として双晶相の体積分率を用いることで，双晶相の発展

を記述する支配方程式を導出する．

母相における a すべり系のすべり方向を s(a)0 ，すべり面の

法線方向を m(a)
0 として結晶基底を表すテンソルを P(a)

0 ＝s(a)0

◯×m(a)
0 と定義すれば，k 双晶面を対称面とした k 双晶相の

結晶基底は P(a)
k ＝R[k]Pa

0R[k]T と書ける．ここで，[ ]のつ

いた上添字[k]は k 双晶系の量を表し，R[k]＝I－2m[k]
0 ◯×

m[k]
0 は鏡像変換テンソルである．また，下添字の 0 および

k はそれぞれ母相および k 双晶相の量であることを表してい

る．以下では両者をまとめて( ){n}(n＝0, k)と表記する．

また，弾性ひずみエネルギー密度 f e はエネルギー密度分

布を表す関数 p(qk)＝aq3
k(10－15qk＋6q2

k)を用いて

f e＝p(qk)E
[k]
k ＋(1－p(qk))E

[k]
0 ( 1 )

と書ける．ここで，qk は k 双晶相の体積分率，aは Phase
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field モビリティに寄与する数値係数，E[k]
{n} は各相に蓄積す

る弾性ひずみエネルギー密度であり次式のように定義される．

E[k]
{n}＝

1

2
sgn(t[k]{n})S

[k]
{n}t

[k]2
{n} ( 2 )

ここで，t[k]{n} および S[k]
{n} はそれぞれ k 双晶系に働く分解せ

ん断応力およびせん断弾性コンプライアンスであり，

Cauchy 応力テンソル T および 4 階の弾性コンプライアンス

テンソル Se を用いて t[k]{n}＝T･P[k]
{n} および S[k]

{n}＝Se･(P[k]
{n}◯×

P[k]
{n})と表わされる．式( 2 )のように分解せん断応力の符号

を考慮することで，c 軸引張りにおいて双晶相が進展し，逆

負荷によって脱双晶化する現象を表現できる．すなわち，分

解せん断応力 t[k]0 を介して弾性ひずみエネルギー E[k]
0 が双

晶進展の駆動力となる．また，Pa
k＝R[k]Pa

0R[k]T の関係を用

いれば t[k]k ＝－t[k]0 および S[k]
k ＝S[k]

0 と書けるため，E[k]
k ＝

－E[k]
0 となる．したがって，式( 1 )は f e＝(1－2p(qk))E

[k]
0

と書き直せる．一方，界面エネルギー密度 f i は異方性を考

慮して

f i＝
1

2
x[k]･(:qk◯×:qk) ( 3 )

のように与えられる．ここで，x[k] は主方向が s[k]0 , m[k]
0 お

よび t[k]0 ＝s[k]0 ×m[k]
0 であり，それぞれの主方向に対応する

主値が xs, xm および xt であるような 2 階のテンソルであ

る．なお，双晶界面の界面エネルギーは m[k]
0 方向で極小値

を取るため(5)，xs, xt＞xm とする．さらに，障壁エネルギー

密度は二重井戸関数 q(qk)＝q2
k(1－qk)2 を用いて次式のよう

に表される．

f b＝Wq(qk) ( 4 )

ここで，W は障壁エネルギーの高さである．式( 1 ), ( 3 )

および式( 4 )より，系の全自由エネルギー Ftotal は

Ftotal＝fV

Fdn＝fV

( f i＋f e＋f b)dn ( 5 )

のように書ける．また，系の状態は全自由エネルギーの減少

率が最大となるように時間とともに変化するので，次式のよ

うな AllenCahn 方程式が成立する．

&qk

&t
＝－Mq

dF
dqk

( 6 )

ここで，dF/dqk は汎関数微分であり，Mq は Phasefield モ

ビリティである．式( 5 )を式( 6 )に代入すれば，qk の時間

発展式が次式のように書ける．

&qk

&t
＝Mq [:･(x[k]:qk)＋2E[k]

0

&p(qk)

&qk
－W

&q(qk)

&qk ] ( 7 )

一方，式( 5 )から得られる自然境界条件は

(x[k]:qk)･n＝0 ( 8 )

となる．式( 7 )の数値解は差分法で求めてもよいが，変形

場の数値解析が FEM(Finite Element Method，有限要素法)

で進められるので，式( 7 )も弱形式(積分方程式)に変更し

ておいた方が便利である．そこで，式( 7 )の両辺に任意の

仮想量 Âq を乗じて体積分し，Gauss の発散定理および式

( 8 )の境界条件を考慮して部分積分すれば，Phasefield 積

分方程式が

f
6
[ 1

Mq

&qk

&t
Âq＋(x[k]:qk)･:Âq＋b(qk) Âq] dn＝0 ( 9 )

のように得られる．ここで，b(qk)＝－2E[k]
0 &p(qk)/&q＋

W&q(qk)/&qk であり，式( 9 )における各パラメータは W＝

6bsm/dq, xm＝3dqsm/b, xs＝xt＝3dqst/b および Mq＝Mb/

(3ddq)と表わせる．ここで，sm および st は，m[k]
0 方向お

よびそれに垂直な方向の界面エネルギー，dq は界面幅，M

はモビリティおよび b は b＝2 arctanh(1－2Dq)である．な

お，Dq は界面領域を規定するパラメータであり，ここでは

Dq＜qk＜1－Dq を満たす領域を双晶界面と定義する．

. 転位結晶塑性モデル

 釣合い方程式

FEM 解析に適合するよう弱形式の力学的釣合い方程式に

ついて考える．ここでは，大変形問題にも対応できる Up-

dated Lagrangian 形式の速度形仮想仕事の原理を採用す

る．物体力を無視するとき，この原理は次式のように表記さ

れる．

f
6

{[ °T＋(tr L)T－(DT＋TD)]･ ÂD＋(LT)･ ÂL}dn＝○f
3

(n)_
t ･ âvda

(10)

ここで，T°は Cauchy 応力の Jaumann 速度(T°≡ _T－WT＋

TW)，
(n)
t は表面力，L は速度こう配，D は変形速度(≡LS＝

sym L)， âv は仮想速度である．

 構成式および硬化則

速度こう配の塑性部分 Lp を結晶塑性表示すれば

Lp＝∑
n

q{n}∑
a

·g(a)
{n}P

(a)
{n}＋ ·g[k]

0 P[k]
0 (11)

となる．ここで， ·g(a)
{n} はすべり， ·g[k]

0 は後述する双晶ひずみ

である．式(11)の対象部分は塑性変形速度であり，反対称

部分は塑性スピンである．すなわち，これらの量はそれぞれ

Dp≡Lp
S＝sym Lp＝∑

n
q{n}∑

a
·g(a)
{n}P

(a)
{n}S＋ ·g[k]

0 P[k]
0S (12)

Wp≡Lp
A＝skw Lp＝∑

n
q{n}∑

a
·g(a)
{n}P

(a)
{n}A＋ ·g[k]

0 P[k]
0A (13)

のように表される．

ところで，速度形弾性構成式は現配置で次のように書ける．
:

T＝C e : D e＝C e : (D－Dp) (14)

ここで，C e は 4 階の弾性係数テンソル，また T:は Cauchy

応力の MandelKratochvil 速度であり，
:

T≡ _T－WT＋TW, W＝W－Wp (15)

にて与えられる．ここで，W は連続体スピン(≡LA)であ

る．式(12), (13)および式(15)を式(14)に適用すれば，Jau-

mann 速度表記の構成式が次式のように得られる．

°T＝C e : D－∑
n

q{n}∑
a

·g(a)
{n}J

(a)
{n}＋ ·g[k]

0 J[k]
0 (16)

ここで，J(a)
{n} および J[k]

0 は以下のとおりである．

J(a)
{n}≡C e : P(a)

{n}S＋P(a)
{n}AT－TP(a)

{n}A,
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J[k]
0 ≡C e : P[k]

0S ＋P[k]
0A T－TP[k]

0A (17)

式(16)を式(10)に適用して FEM 解析すれば，物質速度の解

が得られることになる．しかしながら，そのためには構成式

(16)におけるすべり速度や双晶ひずみ速度を計算するため

の硬化則が必要である．

いま，双晶界面領域ではすべりは発生しないとし，結晶塑

性モデルにおける硬化則には PanRice 形の指数則を採用す

るとすれば，すべり速度は次式のようになる．

·g(a)
{n}＝





·gr sgn(t(a){n})|t(a){n}

g(a)
{n}|

1/m

(q{n}1－Dq)

0 (q{n}＜1－Dq)





(18)

ここで， ·gr は参照すべり速度，g(a)
{n} は流れ応力である．一

方，ある一つの結晶粒を考えた場合，結晶粒内における qk

の体積平均 q̃k と，双晶変形によって結晶粒に生じる m[k]
0 面，

s[k]0 方向の平均的なせん断ひずみ(双晶による固有ひずみ)

g[k]
0 は，定数 Ãl(＝ Ãb[k]/ Ãd[k])を用いて幾何学的に g[k]

0 ＝ Ãlq̃k と

書ける．ここで， Ãb[k] は双晶系の Burgers ベクトルの大き

さ，また Ãd[k] は双晶面間距離である．したがって，双晶ひ

ずみ速度は

·g[k]
0 ＝ Ãl _q̃k (19)

のように書ける．なお，Mg の場合は Ãl＝0.129である．

さらに，すべり速度を求めるためには流れ応力が必要であ

り，その発展式は HCP 結晶に対して

·g(a)
{n}＝

a(a)m(a) Ãb(a)

2
∑

b

V(ab)c(b)

Ãb(b)L(b)
{n} r(b)

h{n}
| ·g(b)

{n}| (20)

のように表現できる．ここで，a(a) および c(b) は数値係数，

Ãb(a) は Burgers ベクトルの大きさ，m(a) は横弾性係数，V(ab)

は転位相互作用行列の成分，r(b)
h{n}＝r(b)

0{n}＋∥a(b)
{n}∥＋∥h(b)

{n}∥は

加工硬化に寄与する転位密度，r(b)
0{n} は初期転位密度，a(b)

{n}＝

(1/ Ãb(b))P(b)
{n}×:g(b)

{n} は GN(Geometrically Necessary，幾何

学的に必要な)転位密度テンソル，h(b)
{n}＝( ∥a(b)

{n}∥/ Ãb(b) )

P(b)×
S{n}×(:g(b)

{n}◯×:̃)は SS(Statistically Stored，統計的に蓄積

する)転位密度の役割をなす不適合度テンソルである．また，

L(b)
{n} は転位の平均飛行距離であり，次式のように表される．

L(b)
{n}＝

c(b)

∑
g

v(bg)r(g)
L{n}

(21)

ここで，c(b) は転位の易動度(転位が停止するまでに切る林

立転位の個数)を表す数値パラメータ，r(b)
L{n}＝r(b)

0{n}＋∥h(b)
{n}∥

は b すべり系の障害となる林立転位密度，v(bg) は自己硬化

を除く転位の相互作用を表す行列の成分である．ただし，こ

こでは簡単化のため v(bg) の対角成分を零，それ以外の成分

を 1 とし，すべり系ごとに c(b) の値を変えることで HCP

結晶における各すべり系の転位の易動度を表現する．なお，

本稿で考慮するすべり系は底面系(3 個)，柱面系(3 個)およ

び二次錐面系(6 個)であり，それぞれにおける c(b) の値を

100, 20および 2 とする．

 Multiphysics 解析

以上のように本モデルでは，転位の情報を有する弾性ひず

みエネルギーが Phasefield 方程式に，また，双晶の秩序変

数が結晶塑性構成式に導入されることによって，双晶の秩序

場と結晶の変形場が互いに連成し合うこととなり，変形双晶

による組織形成と結晶の力学応答に関する Multiphysics モ

デルの形式をとっていることがわかる．

. FEM 解析および検討

 単結晶の繰返し負荷解析

FEM 解析における解析領域は一辺 10 mm の正方形領域と

し，[12̃10]方向の変位を拘束した平面ひずみ条件下で

[101̃0]方向に 1 サイクルの繰返し負荷を与える．ひずみ振

幅は 2とし，[101̃0]引張りから開始する．各数値パラメー

タを sm＝0.15 J/m2, st＝5.00 J/m2, dq＝0.5 mm, M＝10－10

m/(N･s), Dq＝0.1，ならびに底面系および非底面系(柱面

系，二次錐面系)の初期臨界分解せん断応力を 1 MPa および

50 MPa とし，その他の物性値には純 Mg のものを用いる．

また，初期条件として qk は全領域で零であり，t[k]0 15

MPa となった時点で双晶の核生成が起こるとして，解析領

域中央から半径 0.25 mm の領域を qk＝1 とする．さらに，

双晶変形は原子の再配列によって生じるため，q{n}＜Dq の

領域の g(a)
{n} および g(a)

{n} を初期化する．

図は本解析によって得られた公称ヒステリシス曲線であ

り，同図中の点 T は双晶の核を配置した点である．また，

図(i)～(iv)は図 1 の(a)～(f)の各点における qk，底面系の

平均すべり速度 ·g〈bas〉
m ，非底面系の平均すべり速度 ·g〈nonbas〉

m

および全すべり系で和を取った転位密度 ∑
a∈slip

r(a) の分布図で

あり，同図の上下方向が負荷方向である．なお，図 2(i)

(a)の白線は母相および双晶相の結晶方位，図 2(ii)および

(iii)の紫色で示された領域は双晶界面を表している．図 1 よ

り，はじめの[101̃0]引張りの間は著しい加工硬化が発生し

ていることがわかる．[101̃0]引張りでは底面系は活動でき

ないため，この加工硬化の原因は非底面系の活動であると考
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図 2 諸量の分布 (i) 双晶の秩序変数，(ii) 底面系のすべり速

度，(iii) 非底面系のすべり速度，(iv) 転位密度[(a)～

(f) は図 1 に対応]．

図 3 Mg 多結晶に形成された複数バリアントの変形双晶，

(a) 秩序変数分布，(b) GN 転位密度分布．

図 4 TWIP 鋼に発現する双晶と強度・延性の粒径依存性．

 　　　　　　特 集

えられる．引張率 2に達して[101̃0]圧縮に転じると弾性除

荷状態となり，点 T における双晶の核生成と同時に応力降

下が生じ，その後再び引張りに転じるまではほぼ一定の応力

レベルを保っている．図 1 と図 2(i)の(a)～(c)を比較する

と，一定応力の区間では双晶が帯状に成長していることがわ

かる．これは，負荷応力による弾性ひずみエネルギーが双晶

変形の駆動力として作用すると同時に，双晶ひずみによって

応力が緩和しているためである．また，図 2(ii)および(iii)

の(a)～(c)より，双晶内部においてすべり系の盛んな活動が

確認できる．これは，引張時に母相が加工硬化しているのに

対して双晶内部の流れ応力が初期値に戻されていること，お

よび双晶界面近傍で応力集中が起きていることが原因と考え

られる．さらに，図 2(iv)の(a)～(c)より，双晶界面近傍で

転位蓄積が確認できる．これは，双晶界面近傍に大きなすべ

りこう配が生じているためであり，高い結晶方位差を有する

双晶界面を転位が通過できないことを表している．続いて再

び[101̃0]引張りに転じると，図 2(i)の(c)～(f)より，双晶

の帯が次第に縮小していく様子がわかる．図 1 と比較する

と，この区間でも一定の応力レベルが保たれており，その原

因は前述の通りである．また，双晶相が完全に消失すると同

時に弾性変形と見られる急激な応力の上昇が見られるが(図

1)，解析領域中央の帯状の領域ではすべり変形が生じてい

ることがわかる(図 2(ii)および(iii)の(f))．これは，双晶内

部で発生したすべり変形によってこの領域が加工硬化して応

力が上昇したこと，および脱双晶化によって流れ応力が初期

化されたことが原因と考えられる．また，図 2(iv)の(f)よ

り，母相のままであった領域と比べて，一度双晶相になった

領域は脱双晶化後も低い転位密度となっていることがわか

る．これは，脱双晶化が起きた領域のすべりを零としている

ためである．以上のヒステリシス応答ならびに双晶化および

脱双晶化の挙動は，Wu ら(4)による実験結果と定性的に一致

している．

 発展的な応用例

4.1節では Mg 単結晶を例として，双晶進展を伴う現象の

最も基本的な挙動に関する解析結果を示したが，本節ではこ

のモデルを多結晶構造や FCC 結晶に発展させた場合の事例

を紹介する．ただし，詳細については割愛することとする．

図は解析対象を純 Mg の多結晶構造に変更するととも

に，複数の双晶バリアントを扱えるように組織形成の計算を

Multiphasefield モデル(6)(7)に置き換えて解析を実施した

例である．これを見ると，赤と緑で表示された変形双晶が結

晶粒内に形成され(図 3(a))，それに対応して正負の GN 転

位が双晶周囲や粒界に蓄積する様子(図 3(b))が再現されて

いることがわかる．

一方，図は本モデルを高 Mn オーステナイト鋼に適用

し，TWIP(TwinningInduced Plasticity，双晶誘起塑性)現

象の粒径依存性を調べた解析結果である．ただし，超微細粒

材では転位の枯渇による粒界転位源現象や臨界分解せん断応

力の顕著な粒径依存性が発現するので，本モデルをそれに対

応した形式(8)(9)に拡張している．この図を見ると，超微細粒

材(粒径 d＝0.5 mm)では強度が全体的に増加しているだけで

なく，通常粒材(d＝15 mm)とほぼ変わらない程度の延性も
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得られている．また，拡大図に示すとおり d＝0.5 mm では

不連続降伏(降伏点降下)現象が再現されていることもわか

る．この強度および延性の増加は，図中の転位密度分布が示

すとおり，d＝0.5 mm では d＝15 mm に比べて中央粒のナノ

双晶周囲に蓄積する転位密度が圧倒的に高いことに起因して

いる．

. お わ り に

 本 Multiphysics モデルを用いることで，Mg 単結晶

のヒステリシス応答ならびに変形双晶による帯状の微

視組織形成および脱双晶化を定性的に再現できる．

 双晶変形が主体の変形モードであっても，双晶内部お

よび脱双晶化した領域でのすべり変形を再現できる．

 本モデルにおける秩序変数の発展式を Multiphase

field モデルに拡張すれば，複数の双晶バリアントを

有する HCP 多結晶や TWIP 現象を伴う FCC 多結晶

の寸法効果などにも応用可能である．

本研究を遂行するに当たり，数値解析やデータ整理の援助

をいただいた当大学大学院理工学研究科の近藤瑠歩氏に深甚

なる謝意を表す．
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 　　　　　　最近 の 研 究

重回帰分析による金属硫化物系 CO2

還元電極触媒の設計指針の提示

山 口 　 晃1)
,
1) 新 井 勝 樹2) An Niza El Aisnada3) Lee Ji-Eun2)

北 台 紀 夫,
1) 中 村 龍 平3)

,
2) 宮 内 雅 浩4)

カーボンニュートラルが叫ばれている昨今，二酸化炭素を

別の物質に変換する技術が注目されている．二酸化炭素は熱

力学的に安定な物質であるため，これを反応させるためには

外部からエネルギーを投入する必要がある．水素などを電子

源として用い，熱エネルギーを導入することによる還元法

や，人工光合成などの光エネルギーを用いた系がその代表例

だが，その中でも電気化学的な二酸化炭素還元が最も広く研

究されている．電気化学による二酸化炭素還元反応は常温，

常圧で進行，スケールアップが可能，電位によって反応を精

密に制御可能であるなど，様々な利点を有する．電気化学反

応の活性化エネルギーを下げ，所望の反応を進行しやすくさ

せるものが電極触媒であり，二酸化炭素還元に関しては金属

電極から始まり，金属酸化物や金属錯体など，様々な電極触

媒が開発されている．特に金属電極に関しては，千葉大学の

堀らが報告した(1)(2)のを皮切りに，様々な金属電極を用いた

二酸化炭素還元の研究が進められている．中でも，銅電極に

着目した材料設計が世界中で広く行われている(3)．これは，

金属電極からの二酸化炭素還元生成物の多くが一酸化炭素や

ギ酸に限られる中で，銅電極のみがメタンなどの炭化水素を

生成していることに基づいている．近年では，様々な分光学

的測定や第一原理計算などを駆使することで反応メカニズム

も明らかになりつつあり，メタンだけでなく，エチレンやエ

タンなどの C2 化合物への選択性も上がってきている．

しかしながら，単金属を用いた電極触媒では，中間体同士

の吸着エネルギーの間にある線形関係(スケーリング則)によ

り，潜在的な活性化エネルギー(過電圧)が存在することが指

摘されている(4)(6)．二酸化炭素還元などの多電子移動反応

では二種類以上の中間体が存在するが，理想的な反応系にお

いてはこれらのエネルギーが反応物，および生成物に対して

ゼロ，すなわち反応座標が完全に平らであることが求められ

る．つまり，適切な触媒を用いることでそれぞれの中間体の

(主に吸着)エネルギーを最適化し，過電圧を生じさせないこ

とが理想である．しかしながら，前述のように，各中間体の

吸着エネルギー間には線形関係があるため，これらを独立に

安定化させることができない．例えば，Peterson らによる

と，銅電極上での電気化学的二酸化炭素還元では，COOH

中間体の吸着エネルギー(EB[COOH])と CO 中間体の吸着

エネルギー(EB[CO])の間に以下のような関係があることが

示されている(7)．

EB[COOH]＝0.73EB[CO]＋1.82 eV

ゆえに，潜在的な活性化エネルギーが存在するとされている．

これらを解決する材料群として，著者らは近年金属硫化物

に着目した二酸化炭素還元電極触媒の開発を行ってい

る(8)(10)．前述のスケーリング則は，各中間体の吸着スタイ

ルが類似している，すなわち同一サイトに吸着していること

に起因している．したがって，複数の成分(金属と硫黄)から
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なる金属硫化物は，スケーリング則を打破し，過電圧を下げ

る可能性があると考えられている(11)．さらに，金属硫化物

は地球科学の分野とも関連があり，現在の二酸化炭素還元酵

素の一つが鉄とニッケルからなる金属硫化物クラスターを活

性中心として用いていること(12)，また海底熱水噴出孔付近

に豊富に存在していることから，初期の地球において二酸化

炭素から有機物を合成し，生命の発生に寄与したということ

が提唱されている(13)．特に，前述の酵素(carbon monoxide

dehydrogenaze: CODH)は電極上に固定した場合に，水中に

おいても非常に高選択性，低過電圧で二酸化炭素還元が進行

することが見出されている(14)．上記を鑑み，著者らは金属

硫化物はよい二酸化炭素還元触媒の候補であると考え，研究

を進めている．

実際に，金属硫化物は近年，電気化学的二酸化炭素還元触

媒として注目されており(15)(17)，硫化カドミウム(15)や銅硫

化物(16)などが報告されている．しかし，金属硫化物は二酸

化炭素還元電極触媒としてはまだ黎明期の材料群であり，純

金属電極のように分光測定や計算手法により広く検討されて

いるわけではないため，どのような物性パラメータが活性に

寄与しているかは未知である．

近年，機械学習などの計算科学を用いて材料開発を行う，

すなわちマテリアルインフォマティクスにより，電極触媒開

発における様々な活性パラメータの抽出，あるいは有力な候

補物質の探索・抽出まで行われている．例えば，Leonard ら

は金属上の水素発生反応において，融点やバルク弾性率が触

媒能(交換電流密度)と高い相関を有することを見出し(18)，

また，Hong らはペロブスカイト酸化物上における水からの

酸素発生反応に対して，d 電子数や電荷移動エネルギーだけ

でなく，金属酸素金属の結合角なども活性に寄与すること

を見出している(19)．二酸化炭素還元に関しては，例えば

Zhong らが種々の合金に対して機械学習を適用し，銅アル

ミニウム合金が適切な CO 中間体の吸着エネルギーを有する

ため，C2 化合物を効率的に生成することを見出した(20)．ま

た，Mazheika らは第一原理計算と AI 駆動型サブグループ

ディスカバリーを組み合わせることで，半導体金属酸化物上

での二酸化炭素活性化における重要な因子が何であるかを見

出している(21)．しかしながら，これまでの機械学習に基づ

いたアプローチは，金属や合金，金属錯体を対象にした例が

主流であった(22)(28)．本稿では，二酸化炭素還元電極触媒

としてはまだ新しい金属硫化物に対して，重回帰分析を適用

することで活性パラメータの抽出を試みた研究に関して紹介

する．

前述のように，金属硫化物を用いた二酸化炭素還元は近年

報告がされ始めたばかりであり，機械学習をかけられるほど

多くはない．さらに，実験条件もばらばらであるため，真っ

当な比較ができない．そこで，我々は自分たちでいくつかの

金属硫化物を合成し，条件をそろえた上で電気化学的二酸化

炭素還元活性を評価し，データを集めることとした．金属硫

化物に関しては，計14種類，硫化銀(Ag2S)(29)，硫化カドミ

ウム(CdS)(30)，硫化コバルト(CoS2)(31)，硫化銅(CuS)(32)，

硫化鉄(greigite : Fe3S4)(33)，硫化インジウム(In2S3)，硫化

マンガン(MnS)，硫化モリブデン(MoS2)，硫化ニッケル二

種類(NiS2
(31)，Ni3S2

(34))，硫化スズ(SnS2)(35)，硫化チタン

(TiS2)(36)，硫化タングステン(WS2)(37)および硫化亜鉛

(ZnS)(38)を既報に基づき合成，もしくは市販品を購入する

ことで準備した．合成したサンプルの構造情報および BET

比表面積を表に示す．X 線回折(XRD)の結果より，これ

らのサンプルはそれぞれ単相の金属硫化物であることが(図

)，走査型電子顕微鏡(SEM)観察により直径数百 nm～数

mm の粒子であることが確認された(図)．

続いて，これらの金属硫化物の電気化学的二酸化炭素還元

活性を調べるため，硫化物粉末をナフィオン分散液に加え，

カーボンペーパー電極上に塗布することでサンプルを作製し

た．この硫化物粉末/カーボンペーパー担持体を作用極，白

金電極ならびに銀塩化銀(飽和塩化カリウム)電極をそれぞれ

対極と参照極に，0.1 M 炭酸水素カリウム水溶液を電解質と

して用い，二酸化炭素をバブリングした後に標準水素電極

(standard hydrogen electrode: SHE)に対して－1.2 V を印

加することで電気化学的二酸化炭素還元反応を進行させた．

反応セルとしては，作用極と対極がプロトン交換膜(ナフィ

オン)により隔てられた二室型のものを用いた(図)．反応

後の気相，ならびに液相をそれぞれクロマトグラフィーで分

析することにより，生成物の検出，および活性の評価を行っ

た．

二酸化炭素還元反応の生成物としては，気相では一酸化炭

素が，液相ではギ酸が得られ，他の生成物は検出されなかっ

た．また，これらの生成物に関しても，用いた金属硫化物に

よって顕著な違いがみられた(図)．例えば，一酸化炭素生

成に関しては Ag2S や CdS が高い選択性を示す(それぞれ
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図 1 金属硫化物サンプルの XRD パターン．(a) Ag2S，(b) CdS，(c) CoS2，(d) CuS，(e) Fe3S4，(f) In2S3，(g) MnS，(h)

MoS2，(i) NiS2，(j) Ni3S2，(k) SnS2，(l) TiS2，(m) WS2，(n) ZnS．各パネルの下部に，対応する金属硫化物の参照パ

ターンを示す．Ag2S(JCPDS: 0140072)，CdS(JCPDS: 0892944)，CoS2(JCPDS: 0030772)，CuS(JCPDS: 0653556)，

Fe3S4(JCPDS: 0891999)， In2S3(JCPDS: 0841385)，MnS(JCPDS: 0894089)，MoS2(JCPDS: 0371492)，NiS2

(JCPDS: 0653325)，Ni3S2(JCPDS: 0851802)，SnS2(JCPDS: 0230677)，TiS2(JCPDS: 0706204)，WS2(JCPDS:

0841399)，ZnS(JCPDS: 0724841)．

 　　　　　　最近 の 研 究

29.5と37.2)のに対し，ギ酸生成では CuS(4.5)が調べ

たサンプルの中では高い選択性を示した(図)．

電気化学反応を行った後の硫化物サンプルに関して，

XRD 測定によってキャラクタリゼーションを行った(ここ

では，後に述べる金属電極との比較の際に行った電気化学測

定の後にキャラクタリゼーションを行った)．その結果，

Ag2S，CdS，CuS に関して一部金属もしくは酸化物相に変

化していることが分かった(図)．このことは－0.7 V(vs.

SHE)より負の電位では硫化物は金属相になるという既報と

一致している(39)(40)．一方で，得られた化合物は報告されて

いる金属硫化物上での二酸化炭素還元生成物と一致してお

り(9)(15)(16)，対応する金属電極上のものとは異なってい

る(1)．例えば，Bagger らはOCHO やCOOH，CO，H

といった二酸化炭素還元ならびに水素発生反応の中間体の吸

着エネルギーを基に金属電極を 4 つのグループに分類して

おり(4)，その中ではカドミウム電極はギ酸を，銅電極は炭化

水素を優先的に生成するグループに分類される．一方，例え

ば CdS を用いた既報では，金属カドミウムとは異なり一酸

化炭素を主に生成し，また反応後の X 線光電子分光測定に

おいても硫化物相が維持されていることが報告されてい

る(15)．このことから，本研究で観測された一酸化炭素生成

は金属カドミウムではなく，CdS の特性であるといえる．

したがって，本研究では，反応後は一部金属に変化している

ものの，観測された活性に関しては金属硫化物の特性を反映

していると判断した．仮に金属相や他の相が活性に影響を及

ぼしているとしても，「この触媒を使い，この条件で反応を

行ったらこの活性，選択性が得られる」という対応関係は変

わらないため，続いて行う回帰分析の結果は有意なものであ

ると考えられる．

ここで観測された結果を基に，金属硫化物のどのような物

理化学パラメータが活性に寄与しているかを重回帰分析を用

いて特定することを試みた．回帰分析は説明変数と目的変数
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図 2 金属硫化物サンプルの SEM 画像．(a) Ag2S，(b) CdS，(c) CoS2，(d) CuS，(e) Fe3S4，(f) In2S3，(g) MnS，

(h) MoS2，(i) NiS2，(j) Ni3S2，(k) SnS2，(l) TiS2，(m) WS2，(n) ZnS．

図 3 電気化学測定に用いたセルの模式図．
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の関係を表すモデル式を推測する手法であり，重回帰分析は

説明変数が二つ以上ある場合に相当する．本研究ではモデル

式を求めることではなく，各説明変数の寄与の大きさを調べ

ることが目的なので，モデルとしては最も単純な線形モデル

を採用し，その各説明変数の係数(の絶対値)の大きさを比較

することで寄与の大きさを議論することとした．

本研究に重回帰分析を適用する上で，サンプル数の少なさ

が問題となる．回帰分析を行う上では，説明変数となるパラ

メータの数よりも，サンプルの数は多くなくてはならない．

しかし，本研究では14種類のサンプルしか試験していない

ため，説明変数として使えるパラメータが限られてしまう．

また，このパラメータ間の相関が大きい場合(共線性という)

にも，回帰がうまくいかなくなる．そこで，本研究ではこれ

らを解決するため，部分最小二乗法(partial least square:

PLS)およびLASSO(least absolute shrinkage and selection

operator)回帰の二つの手法を用いることにした．PLS は互

いに相関のある複数の変数を，互いに無関係な少数の変数

(主成分)に変換することで，次元数を減らすことができる手
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図 4 金属硫化物を電極触媒として用いた際の，二酸化炭素

からの(a) 一酸化炭素ならびに(b) ギ酸生成の活性．

図 5 金属硫化物を電極触媒として用いた際の，二酸化炭素

からの(a) 一酸化炭素ならびに(b) ギ酸生成の選択性．

図 6 電気化学測定前後における金属硫化物の XRD パター

ン．(a) Ag2S，(b) CdS，(c) CuS．電気化学測定時に

おける印加電位はそれぞれ Ag2S が－0.96 V vs. 可逆水

素電極(reversible hydrogen electrode: RHE)，CdS が

－1.22 V vs. RHE，CuS が－1.03 V vs. RHE．

 　　　　　　最近 の 研 究

法である(41)．一方，LASSO 回帰は正則化パラメータを導入

することで，最も寄与率の高いパラメータ以外のパラメータ

の係数をゼロにすると同時に，過学習(ノイズ成分までフィ

ッティングしてしまうこと)を避けることができる(42)．した

がって，これら二つの手法により，サンプル数ならびに共線

性の問題を回避することができる．説明変数としては表に

示す物性パラメータを，目的変数は二酸化炭素還元における

一酸化炭素ならびにギ酸生成の部分電流密度(の対数)を用い

た．結合長や結合角などの構造的なパラメータは XRD デー

タのリートベルト解析から求め，バンドギャップ，伝導帯下

端，絶対電気陰性度，生成エネルギー，定圧モル比熱は文献

値を用いた(43)(44)．なお，各々のパラメータは回帰分析前に

規格化してある．これは，回帰分析は説明変数の値の大きさ

に左右されるためである．例えば，同じ重さでも「1 kg」を

用いた場合と「1000 g」を用いた場合には，(数値が大きい

ので)後者の影響が大きく出てしまう．そこで，これらの影

響を取り除くために，本研究では各説明変数と目的変数の値

に対して次の式を用いてオートスケーリングを行い，平均を

0，標準偏差を 1 となるような規格化を行った．

x′ij＝
xij－ šxj

sj

ここで， šxj および sj はそれぞれパラメータ j の算術平均なら

びに標準偏差である．

šxj＝
∑

n

i＝1
xij

n

sj＝
∑

n

i＝1
(x 2

ij－ šx 2
j )

n
PLS 回帰および LASSO 回帰を行うにあたり，それぞれ

適切な主成分数と正則化パラメータを求める必要があるが，

これを一つ抜き交差検証(リーブワンアウトクロスバリデー
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表 2 金属硫化物の重回帰分析に用いた説明変数．

図 7 一つ抜き交差検証(リーブワンアウトクロスバリデーシ

ョン)の手順．

図 8 14種類の金属硫化物上における電気化学的二酸化炭素

還元に対して，(a)，(b) PLS および(c)，(d) LASSO
回帰を行った際の結果．(a)，(c) 一酸化炭素生成，

(b)，(d) ギ酸生成．横軸の値は各パラメータの係数を

表す．
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ション)により求めた(45)．流れは次の通りである(図)．ま

ず，各サンプルのうち，1 つだけを取り除き，残ったデータ

で回帰分析を行う．続いて，事前に取り除いたサンプルをテ

ストデータとして予測モデルと比較し，誤差を求める．次

に，別のサンプルを取り除き，同様の手順を踏む．これを全

サンプルについて行い，誤差の和を求める．この一連の手続

きをすべての主成分数/正則化パラメータ値で行い，最も誤

差の和が小さい場合のこれらの値を採用する．計算は統計分

析ソフト R(46)で行い，PLS と LASSO 回帰はそれぞれ PLS

パッケージと glmnet パッケージを用いた．

回帰分析の結果を図に示す．こちらからわかるように，

一酸化炭素の生成においては金属硫黄間の結合距離や最近

接金属間距離などの構造的なパラメータが大きく寄与してい

ることが分かる．こちらは PLS および LASSO 回帰の両方

において同様の結果が得られている(図 8(a)，(c))．一方

で，ギ酸生成における結果を見てみると，こちらは電気陰性

度や s 軌道半径，もしくは定圧モル比熱などの電子状態に起

因するパラメータが係数が大きく，一酸化炭素生成時に大き
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図 9 金属電極上における電気化学的二酸化炭素還元に対し

て，(a)，(b) PLS および(c)，(d) LASSO 回帰を行っ

た際の結果．(a)，(c) 一酸化炭素生成，(b)，(d) ギ酸

生成．横軸の値は各パラメータの係数を表す．

 　　　　　　最近 の 研 究

な影響を及ぼしていた金属硫黄結合長の寄与は小さいこと

が明らかとなった(図 8(b)，(d))．また，同様の分析を金属

電極において行った結果を図に示す．ここでは，報告のあ

る五種類の金属(銀，カドミウム，銅，鉄，亜鉛)(47)に対し

て20個のパラメータを説明変数に用いて解析を行った．こ

ちらから分かるように，金属電極を用いた際には一酸化炭

素，ギ酸生成のどちらに関しても熱伝導度や電気陰性度など

の電子状態に起因するパラメータが大きく寄与している．ま

とめると，金属電極上の一酸化炭素およびギ酸生成，ならび

に金属硫化物上でのギ酸生成においては電子的なパラメータ

が大きく影響しており，一方で金属硫化物上での一酸化炭素

生成のみ構造に影響を受けることが判明した．このことは金

属硫化物上での二酸化炭素からの一酸化炭素生成は特異なメ

カニズムで進行していることを示唆しているとともに，触媒

の組成を変えることなく構造のみをいじることで選択性の制

御が可能であることを示した結果であるといえる．

最後に，なぜ金属硫化物上での一酸化炭素生成では構造的

パラメータに影響されるのかを議論する．金属硫化物上にお

ける二酸化炭素還元に関しては第一原理計算を用いて議論さ

れており，その中で(他の電極触媒材料と同様に)どのように

中間体が吸着しているかが選択性を決める要因となってい

る．たとえば，Li らの報告だと一酸化炭素選択性が高い

CdS 上では中間体は二つの Cd 原子に架橋するように吸着し

ているのに対して，選択性の低い MoS2 では一つの硫黄原子

上に吸着している(15)．さらに，Xin らは Ni をドープした

MoS2 において DFT 計算を行い，中間体が硫黄サイトに吸

着する際には NiS の構造が歪むのに大きなエネルギーを要

するのに対し，Ni サイトに吸着する際には少なくて済むと

いう計算結果を得ている(11)．したがって，硫黄サイト上の

中間体はこの大きな歪みエネルギーのために吸着が弱くな

り，一酸化炭素が脱離しやすくなる．

上記の議論は第一原理計算を基にした議論であるが，今後

はその場分光法などを駆使して実験的に金属硫化物上での一

酸化炭素生成のメカニズムを明らかにしていきたいと思う．

また，現在複数の金属を含む複合金属硫化物に対して，非線

形のモデルを用いた重回帰分析による二酸化炭素還元活性パ

ラメータの抽出を進めており，その過程でいくつかのサンプ

ルが C2 以上の炭化水素を生成することをすでに見出してい

る．こちらによりより幅広い観点(材料，物性)からの触媒材

料設計指針を提示できると期待している．

本研究は，文部科学省科学研究費補助金 新学術領域研究

「光合成分子機構の学理解明と時空間制御による革新的光―

物質変換系の創製」公募研究(課題番号 18H05159)ならび

に科学技術振興機構 戦略的国際共同研究プログラム(課題

番号 JPMJSC18H7)の助成の下行われた．
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図1.1 (a) 金属表面近傍(縦軸電気化学エネルギーレベル，

横軸原子レベルでの距離)，(b) 水分子および(c) 水

和イオンの模式図．(オンラインカラー)

 　　　　　　講義 ノ ー ト

金属腐食の概要と局部腐食 

～腐食基礎～

篠 原 　 正

.. は じ め に

装置や構造物には数多くの金属材料が使われている．しか

も，こうした金属材料とそれがさらされている環境の組み合

わせは多種多様であることから，考慮すべき腐食形態やその

機構も多岐にわたる．本稿では，電気化学を初めとして腐食

科学の基礎について解説するとともに，各種金属材料の耐食

性発現機構ついても解説する．

.. 腐 食 反 応

 水の役割

図.(a)は，横軸に原子レベルの距離を，縦軸に電気化学

エネルギーをとった，金属表面近傍の模式図である．電気化

学エネルギーは化学エネルギー(化学種の種類と濃度で決ま

る)と電気エネルギー(化学種の価数と電位で決まる)の和で

表される．ここで電位は，物理学と同様に，無限遠を 0 V

とし，単位電荷を無限遠から対象となる相内に移動させる際

のエネルギーとして定義される．すなわち，電荷 q を無限遠

から移動させた際のエネルギーを Q とすると，電位(q)は q

＝Q/q であり，これは絶対電位と呼ばれる．電極の電位(電

極電位)については2.節で詳しく述べる．

表面の金属原子は，いわゆる金属結合で他の原子や電子と

結びついているため，それを真空中あるいは空気中で外部へ

取り出すには非常に大きなエネルギーが必要である．例え

ば，真空蒸着装置は熱によって，また，スパッタリングでは

Ar イオン等が叩きつけられる際のエネルギーによって金属

原子を金属の外部へ取り出している．一方，金属が水と接し

ている場合を考えると，水分子は図1.1(b)に示すような構造

のために酸素原子は若干負に荷電し，水素原子は若干正に荷

電することで，電気的に分極している．従って水中に金属イ

オン(Mz＋)が存在すると，水分子は負に荷電した酸素原子を

金属イオンに向けて配位する(通常，金属イオンを中心に，

水 6 分子が正八面体の頂点に配位するとされるMz＋

(H2O)6，図1.1(c))．このとき，金属イオンからの電界はイ

オンから外向きであるのに対して，水分子からの電界は外か

らイオンの向きになるため，双方が打ち消し合い，結果とし

てエネルギー的に非常に安定化する．このような水を配位し

たイオンを水和イオン(アコイオン)という．このように，

“さび”の生成に水が必要なのは，安定な水和イオンを形成

させることによって，金属原子を金属外部へ取り出すためで

ある．

なお，通常水和イオンを表記する際には，H2O を省略し





図1.2 金属を水中に浸漬した際の金属イオン濃度(上図)とエ

ネルギー状態(下図)(a) 浸漬当初，および(b) 平衡状態．

図1.3 市販されている照合電極の種類と電位(SHE 基準)．
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て金属イオン(Mz＋)のままとしている．

 酸素の役割

金属原子が電子を金属内に残して金属イオンとして溶解し

てゆくと(図.(a))，

M→Mz＋＋ze－ ( 1 )

という反応が進み，水溶液内の Mz＋ 濃度が上昇し(これは，

水和イオンの電気化学エネルギーが大きくなったことに対応

する)，やがては両者(表面の金属原子と水和イオン)の電気

化学エネルギーが等しくなる(図1.2(b))．この状態では，式

( 1 )の右向きと左向きの反応速度が等しくなって，見かけ

上溶解反応は進行しなくなる．この溶解反応を進めていく

(式( 1 )の反応を右向きに進める)ためには，金属に残った

電子を消費し，図1.2(a)の状態に戻す必要がある．この電子

を消費する反応として代表的なものが溶存酸素(水に溶けて

いる酸素)の還元

1/2 O2＋H2O＋2e－→2OH－ ( 2 )

である．式( 1 )( 2 )を併せて

2M＋z/2 O2＋zH2O→2Mz＋＋2zOH－ ( 3 )

が全体の反応となる．このように，“さび”の生成における

酸素の必要性は，式( 1 )の金属の溶解反応を滞りなく進行

させるために，電子を消費させることにある．

なお，酸性水溶液中で電子を消費する反応は水素イオン

(H＋)還元(H2 発生)

2H＋＋2e－→H2 ( 4 )

で，式( 1 )( 4 )を併せた

2M＋2zH＋→2Mz＋＋zH2 ( 5 )

が全体の反応となる．

 電気化学反応

式( 1 )は，金属が電子を放つ(金属から電子を奪う)反応

であり，これを酸化反応(アノード反応)という．一方，式

( 2 )( 4 )は酸素(O2)あるいは水素イオン(H＋)が電子を使う

(消費するO2 あるいは H＋ に電子を与える)反応であり，

これを還元反応(カソード反応)という．アノード反応とカソ

ード反応は，式( 3 )( 5 )のように必ず同時に起こる．

式( 1 )～( 5 )のように化学反応と電子の移動が同時に生

じる反応を電気化学反応という．この電気化学反応の程度は

電気化学エネルギーに依存し，このうち電気エネルギーを与

える電位は，物理学と同様に，無限遠を基準(0 V)とする．

しかし，通常の電位測定に用いる電圧計は，二電極間の電位

差(起電力)を測定するものであるので，無限遠を基準とする

ことでは実測できない．そこで，電気化学では

2H＋＋2e－→H2

で全ての活量を 1 とした電極(標準水素電極Standard

Hydrogen Electrode, SHE)の電位を基準としている．すな

わち，電極 A の電位(電極電位EA)は，電極 A と SHE と

の間に電圧計を繋ぐことで測定でき，EA＝qA－qSHE とな

る．ここで，qA および qSHE は電極 A および SHE の絶対電

位である．

しかしながら，標準水素電極を実験室や現場で使うことは

難しいので，実際には電位が安定している電極を使って測定

する．こうした電位が安定している電極を基準電極あるいは

照合電極といい，SHE 以外に飽和甘汞電極(飽和カロメル電

極，Saturated Calomel Electrode: SCE)や銀/塩化銀電極

(Silver/Silver Chloride Electrode, SSE)などがある．以下で

は，電位はこれら SHE を含む照合電極を基準として測った

値として示し，単位は［V vs. SHE］(SHE 基準)あるいは

［V vs. SCE］(SCE 基準)などと記す．また，それぞれの照

合電極の SHE に対する電位がわかっているので(図.)，

容易に SHE 基準に換算できる．

金属の電気化学エネルギーは電位が高いほど高くなり，ア

ノード反応―金属の溶解，あるいはより価数の高いイオンへ

の移行―が生じやすい．逆に，電位が低いほど金属表面の電

気化学エネルギーが低くなって，カソード反応―金属の析

出，あるいはより価数の低いイオンへの移行―が生じやすく

なる．したがって，電位は環境の酸化力(あるいは還元力)の

指標とも言える．
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表1.1 皮膜の厚さに着目した，金属の耐食性の特徴(文献(1)を
編集)．

 　　　　　　講義 ノ ー ト

 電位pH 図

金属イオンは水と反応して水酸化物や酸化物を生成する．

水酸化物や酸化物の安定性(それらが溶解するか否か)は酸性

度(pH)によるので，pH はもう一つの代表的な環境の指標と

いえる．金属材料の耐食性を判断する手段として，電位(E)

と pH という二つの指標を両軸に取った状態図(電位pH 図)

が用いられる．イオン種の安定域ではその金属は腐食し，金

属そのものあるいは個体(酸化物あるいは水酸化物)の安定域

であればその金属は耐食性を持っている，と判断する．図

.は種々の金属の電位pH 図(1)である．図中右下がりの 2

本の線の間が水の安定域で，一般的には，我々が住んでいる

世界はこの中のどこかにあると言える．なお，ここでの耐食

性は，金属全体が一様に溶解する形態に対するものであり，

このような腐食形態を均一腐食という．また，金属全体とし

ては耐食性を維持しているが，特定の場所でのみ腐食が生じ

る場合がある．このような腐食形態を局部腐食といい，第 3

回および第 4 回の講義で詳しく述べる．

金は水の安定域で金属そのものが安定であり，優れた耐食

性を持っている．その他の多くの金属は特定の pH 範囲で酸

化物あるいは水酸化物が安定で耐食性を持つ．例えば，Al

は薄くて(nm オーダー)緻密な酸化物皮膜(Al2O3)が生成さ

れて，中性付近の pH 範囲で耐食性を示す．Ti，Ni，Cr な

ども薄い皮膜で金属表面が覆われて耐食性を発揮する

(passivity(1))．とくに Ti はほとんどの pH 範囲で TiO2 の皮

膜が形成され，優れた耐食性を示す．

一方，Mg，Zn，Pb，Cu は，腐食生成物が沈着してでき

る比較的厚い(mm オーダー)膜によって耐食性を発揮する

(passivation(1))．例えば，Zn は Zn(OH)2 や塩基性の塩化物

や炭酸塩を形成することで，中性付近の pH 範囲で耐食性を

示す．

こうした各種金属の耐食性を膜の厚さ(passivity/passiva-

tion)に着目してまとめ，表.に示す．passivity 金属は，水

と反応して直ちに皮膜を生成するので，耐食性達成までの時

間が非常に短い．ステンレス鋼も passivity 金属で，表面は

CrOOH(オキシ水酸化物)に覆われる．達成時間が短い分，

水質や流れの影響を受けにくい．しかし，Cl－ イオンなどの

攻撃性因子が存在すると，それによって皮膜が破壊され，そ

こでのみ腐食が発生・進行して，局部腐食を起こすことがあ

る．

一方，passivation 金属は，金属がいったん溶け，溶出し

た金属イオンが水酸化物などの腐食生成物を形成し，これが

沈着して数週間～数年という長い時間をかけて安定化する．

耐候性鋼も passivation 金属で，さび(腐食生成物)の安定化

に数年かかると言われている．そのため，当初の腐食速度は

炭素鋼と変わりないが，さびの安定化が達成されれば腐食速

度はかなり小さくなる．また，常温では passivity 金属であ

るステンレス鋼も高温水中では passivation 金属で，さびの

安定化に約 1,000 h を要するとされる(1)．

passivation 金属は，金属がいったん溶けた後に，長時間

かけて腐食生成物が沈着するので，局部腐食感受性は小さ

い．しかし，溶出した金属イオンが腐食生成物を形成する際

に，Cl－ や SO2－
4 などのアニオンとの塩を形成し，これを取

り込むので，水質に敏感である．また流れがあるとイオンや

腐食生成物が流失してしまい耐食性が発揮できなくなるの

で，流れの影響も大きい．

図1.4や表 1 で示したように，多くの金属は特定の pH 範

囲で酸化物あるいは水酸化物が安定で耐食性を持つが，鉄だ

けはすべての pH 範囲にわたって腐食域を持つ．筆者の恩師

でもある東大名誉教授 久松敬弘先生は，「最も多く利用さ

れている鉄のこのような性質は，神が人類に与えた試練であ

る」とおっしゃっていた．このような鉄を上手に使いこなす

ことは，まさに腐食・防食分野の研究者・技術者の腕の見せ

所といえる．

 速度論から見た腐食反応

 ButlerVolmer の式

2.節は平衡論から見た腐食反応であり，電位と pH の条

件から腐食が起こる可能性があるか否かを判断できる．一

方，電気化学反応は，式( 1 )のような金属原子(M)とイオ

ン(Mz＋)との反応を考えた時，右向きの反応は金属イオン

(Mz＋)として水溶液中へ移行する反応であり，左向きの反応

は電子(e－)が水溶液中の Mz＋ へ移行する反応であるから，

反応速度は単位面積当たりの電荷の移動速度，すなわち電流

密度として与えられる．ここで，アノード反応(金属の溶

解式( 1 )右向き)およびカソード反応(金属の析出式

( 1 )左向き)の速度をそれぞれ iA および iC とすると，所定

の電位(E)における正味の電流密度(i＝iA－iC)は

i＝iA－iC＝iA°exp[(1－a)zFE/RT]

－iC°exp[－azFE/RT] ( 6 )

で与えられる．ここで，F はファラデー定数，R は気体定数，

T は温度である．また，iA°，iC°および a は定数である．式

( 6 )は ButlerVolmer の式と呼ばれる．ここで，E＝Eeq

(平衡電位)において i＝0(iA＝iC＝i°)であるとすれば，式

( 6 )は

i＝iA－iC＝i°{exp[(1－a)zF(E－Eeq)/RT]
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図1.4 各種金属の実測腐食領域図(文献(1)を編集)．

図1.5 分極曲線の模式図．(オンラインカラー)
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－exp[－azF(E－Eeq)/RT]} ( 7 )

のように変形される．

式( 7 )は，E＝Eeq 近傍，|(1－a)zF(E－Eeq)/RT|≪1 お

よび|azF(E－Eeq)/RT|≪1 の時(室温では|E－Eeq|＜25

mV とされる)，一次式で近似でき，

i＝i°{[1＋(1－a)zF(E－Eeq)/RT]

－[1－azF(E－Eeq)/RT]}

＝i°zF(E－Eeq)/RT ( 8 )

となる．すなわち，正味の電流密度(i)は過電圧(E－Eeq)に

比例する．

一方，式( 7 )は電位が十分に高い場合はアノード反応

が，また十分に低い場合はカソード反応がそれぞれ主体とな

るので，以下のように近似され

電位が十分に高い時(アノード反応)

iA＝i°exp[(1－a)zF(E－Eeq)/RT]

電位が十分に低い時(カソード反応)

iC＝－i°exp[－azF(E－Eeq)/RT]

さらに以下のように変形される

(アノード反応)

E＝[RT/(1－a)zF]･(ln iA－ln i°)＋Eeq

＝bA log iA＋aA (9・1)

(カソード反応)

E＝[－RT/azF]･(ln|iC|－ln i°)＋Eeq

＝bC log|iC|＋aC (9・2)

式(9・1)および(9・2)は Tafel の式と呼ばれ，aA，aC，bA

および bC は定数で，Tafel 係数と呼ばれる．このように，

十分に高い(あるいは低い)電位域で，アノード反応(あるい

はカソード反応)が主体となる場合には，E と電流密度(iA
あるいは iC)の絶対値の対数とは線形の関係を示す．

電気化学反応における反応速度である電流密度(i)と E と

の関係を示した図を分極曲線という．E が駆動力(独立変数)

で，i はそれに対する反応速度(従属変数)であることから，

縦軸に i を，横軸に E を取る．式( 6 )(ButlerVolmer の

式)の分極曲線の模式図を図.(a)に示す．E＝Eeq 近傍で，

i－E には直線関係が見られる(式( 8 ))．また，Tafel の式を

考慮して，縦軸を i の絶対値の対数(log |i|)としたものを図

1.5(b)に示す．十分に高い(あるいは低い)電位域で Tafel の

関係が見られる．

電気化学反応において実測できるのは正味の電流密度であ

るので，通常はこれと電位との関係を分極曲線(図1.5中実

線)と呼ぶ．これに対して，正味の電流密度をアノード反応

とカソード反応に分けそれぞれの電流密度(iA, iC)と電位と

の関係を示したもの(図1.5中破線)を「内部分極曲線」と呼

び，正味の電流密度に対するものを「外部分極曲線」と呼ぶ．

 拡散律速

海水(pH 8.1)中に浸漬した Pt 電極の分極曲線の測定例(2)
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図1.6 海水(pH 8.1)中に浸漬した Pt 電極の分極曲線(文献(2)

を編集)．

図1.7 鉄の腐食条件(Ecorr, icorr)の分極曲線による説明．
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を図.に示す．Pt は安定な金属で，金属自身が電気化学反

応に関与することはない．そのため，分極曲線に示されるも

のは，水溶液中の化学種の電気化学反応で，ここでは水の電

気分解

酸素発生2H2O→O2＋2H＋＋2e－ (10・1)

水素発生2H2O＋2e－→H2＋2OH－ (10・2)

もしくは，溶存酸素還元反応(式( 2 ))である．図中 E＞1.2

V で酸素発生(10・1)が起こり，E＜－0.6 V では水素発生

(10・2)が起こっている．溶存酸素還元反応は E＜0.4 V で

起こるが，E＜0 V では反応速度(電流密度i)が E に依存

しなくなる．溶存酸素は水溶液中から金属表面へ拡散するの

で，E が非常に低く i がある程度大きくなってくると，O2

の拡散が追いつかず，i は特定の値より大きくなることはな

い．このような状態を拡散律速といい，その限界値である拡

散限界電流密度(iL)は次式により与えられる

iL＝nFDC/d (11)

ここで，F はファラデー定数，n は反応物の価数，D は反応

物の拡散係数，C は反応物の濃度，および d は拡散層の厚さ

(0.5 mm とされる)である．空気中酸素と平衡する溶存酸素

濃度 CO2＝8 ppm，溶存酸素の拡散係数 DO2＝10－5 cm2/s と

して式(11)を計算すると iL, O2＝20 mA/cm2 となる．

2.で述べたように，酸性水溶液中で電子を消費する反応

は水素イオン(H＋)還元(式( 4 ))であり，H＋ もまた水溶液

中から金属表面へ拡散する．水素イオン還元反応が拡散律速

となっている場合，H＋ の拡散係数 DH＋＝9.3×10－5 cm2/s

として iL, H＋＝iL, O2 となる pH を求めると pH～4 となる．す

なわち，pH＜4 である酸性環境下では H＋ の還元が，また

pH＞4 の弱酸性～中性～アルカリ性環境では溶存酸素還元

が主たるカソード反応となる．

 分極曲線による腐食条件の説明

図.は鉄の腐食条件を説明するための，分極曲線の模式

図である．図中は想定されるアノード反応，カソード反応に

対して，それぞれの電流密度と電位との関係を示しているの

で，いずれも内部分極曲線である．

鉄に関して，鉄の溶解反応(アノード反応，図1.7中(1))は

電位が高いほど大きくなるので，右上がりになり，鉄の析出

反応(カソード反応，図1.7中(2))は電位が低いほど大きくな

るので，右下がりになる．一方，溶存酸素還元反応はカソー

ド反応であるから右下がりになり，十分に低い電位域では拡

散律速が見られる(図1.7中(3))．腐食が進行している場合，

電極表面上でのアノード反応とカソード反応の大きさは等し

いので，その条件(Ecorr, icorr)は鉄のアノード分極曲線と溶

存酸素還元反応のカソード分極曲線(拡散律速)との交点で与

えられる．ここで，Ecorr および icor を腐食電位および腐食電

流密度という．鉄の場合，腐食条件は溶存酸素還元反応の拡

散律速域にあるので，icorr＝iL, O2＝20 mA/cm2 である(2.

節参照)．

.. ファラデーの法則

いま金属に電流密度(i[A/cm2])を時間(t[s])だけ流す

と，単位面積あたりの全電気量は it[C/cm2]であり，これに

ファラデーの法則を適用すると単位面積あたりの反応量は

it/nF[mol/cm2]となる．したがって金属の原子量を M とす

れば，単位面積あたりの溶解速度((dw/dt)[g/cm2/s])は

(dw/dt)＝itM/nFt＝(M/nF)･i (12)

となる．また，金属の密度を r[g/cm3]とすれば，侵食度

((dL/dt)[cm/s])は

(dL/dt)＝(1/r)･(dw/dt)

＝(M/rnF)･i (13)

で与えられる．種々の金属における，1 mA/cm2 に相当する

腐食速度を表.にまとめた．なお，腐食速度は 1 年あたり

の量に換算してある．侵食度(dL/dt)についてみると，Pb

を除くほとんどの金属で，1 mA/cm2 は 0.01 mm/y(10 mm/

y)に相当する．

2.節で述べたように鉄の腐食に関しては icorr＝iL, O2＝

20 mA/cm2 であるので，これは 0.2 mm/y(200 mm/y)とな

る．実際には腐食生成物(さび)が腐食反応の抵抗として働く

ため，0.1 mm/y(100 mm/y)といわれている．この値は，水

溶液中で鉄が均一に腐食する場合の代表的な値として覚えて

おいてほしい．この値を大きく超える侵食度が検出された場
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表1.2 種々の金属における電流密度と腐食速度との関係．
(1 mA/cm2 に相当する腐食速度)

図1.8 電流制御により測定した，酸性水溶液中における鉄の

分極曲線の模式図．
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合には，溶存酸素以外の酸化剤の存在や腐食の局所化など，

腐食機構の再検討を行う必要がある．

.. 電気化学測定

 電位測定

2.節で述べたように，電極電位の測定では，電圧計で照

合電極と対象となる電極(試料電極)との電位差(起電力)を測

定する．ここで，両電極に電流が流れると，両電極ともに分

極するので，測定値は実際の電位差より小さくなる．また，

液抵抗を Rs，電圧計の抵抗を RZ とした場合，電圧計での測

定値(EM)は RZ にかかる電圧であるから，以下のようにな

る

測定値(EM)＝[RZ/(RZ＋Rs)]･[E－DE(i)]

ここで，Eが正しい電極電位(照合電極と試料電極との電位

差)，DE(i)は電流(i)に伴う分極，である．RZ にかかる電圧

の割合[RZ/(RZ＋Rs)]を大きくするために，RZ はできるだ

け大きくした方が良い．また，DE(i)は i が小さいほど小さ

くなり，i は(RZ＋Rs)が大きいほど小さくなるので，RZ が

大きいほど精度の良い測定ができることになる．かつての電

圧計は電流計に大きい抵抗(RZ)を入れこの抵抗を流れる電

流(I)からオームの法則によって電圧(＝IRZ)を求めていた

が，実質的に RZ を非常に大きくすることはできなかった

(106～107 Q 程度)．

半導体技術の発展によって，入力抵抗(RZ に相当)の大き

な電子回路の設計・製作が可能となった．特に，オペレーシ

ョン・アンプ(オペアンプ演算増幅器)の登場によって，

RZ＞1010 Q の電圧計が容易に入手できるようになり(1014～

1015 Q のものも市販されている)，電圧計によって直接電極

電位や電池の起電力が測定できるようになった．

 分極曲線の測定

かつて，分極曲線は縦軸に電位(E)，横軸に電流密度(i)

(あるいはその絶対値の対数，log |i|)をとっていた．これ

は，電位の高低を縦軸の上下で，また電流の大小を横軸の左

右で表現しやすかったこともあるが，Tafel の式(E＝a＋b･

log |i|)の影響が大きいと思われる．すなわち，分極曲線を

E－log |i|)の関係として表記し，それを直線近似すればそ

れがそのまま Tafel の式となる．

1960年頃に電位設定装置(ポテンショスタット)が市販さ

れるようになって，電位制御による分極曲線測定ができるよ

うになった(3)．それ以前は，電位が設定値になるように流す

電流を調整するか，あるいは電流を制御しつつ電位測定を行

なうしかなかった．電流制御による測定も，分極曲線の横軸

に電流密度(i)(あるいはその絶対値の対数，log |i|)をとっ

ていた理由の一つとして考えられる．

図.(a)は，酸性水溶液中における鉄のアノード分極曲線

の模式図で，縦軸に電位(E)を，横軸に log |i|をとってい

る．腐食電位(Ecorr)より，電位が高くなるにつれて腐食速度

(i)が大きくなる，Tafel の式に従う領域があり，続いて i が

一定の拡散律速領域が現れる．拡散律速領域を超えてさらに

電位を高くすると i が急激に小さくなる．ここでは，酸化力

が極めて大きいために，

2Fe＋3H2O→Fe2O3＋6H＋＋6e－

という反応が進み，鉄表面に薄くて(nm オーダー)緻密な

Fe2O3 皮膜が形成され，腐食反応が抑制される．このよう

に，大きな酸化力によって形成された薄くて緻密な酸化皮膜

によって，腐食速度が非常に小さくなった状態を不動態とい

い，鉄の溶解が進む領域を活性態という．不動態域からさら

に電位を上げると酸素発生が生じる(図1.6参照)．なお，鉄

の不動態化については，次回講義で詳しく述べる．

図1.8(a)の分極曲線を電流制御によって測定する．まず，

図1.8(b)のように，印加電流を 0(i＝0，自然電位Ecorr)か

ら徐々に大きくしていくと，活性態のピーク電流(PU1)ま

ではアノード分極曲線に沿って電位が高くなるが，ピーク電

流より大きな電流を加えたところで急激に電位が高くなり，

酸素発生域の電位まで上昇していく(PU2→PX)．続いて，

図1.8(c)のように，PX より電流を徐々に小さくしていく

と，酸素発生のアノード分極曲線に沿って電位が低くなる

が，不動態に達する(PD1)と急激に電位が低くなって活性態
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域(PD2)に移行し，自然電位(Ecorr，i＝0)に達する．このよ

うに，電流制御の分極では，活性態から不動態への遷移域な

らびに不動態域を検出できない(図1.8(d))．ポテンショスタ

ットを使った電位制御による分極曲線測定により，初めて不

動態の挙動を把握することができた．

.. ま と め

腐食の基礎について解説するとともに，各種金属材料の耐

食性発現機構ついて解説した．金属材料の耐食性は，酸化物

や水酸化物，炭酸塩や硫酸塩などに覆われることによって達

成される．金属材料の耐食性と環境因子との関係を把握する

ことは，材料の有効利用(防食対策)のみならず耐食性材料の

開発にも有効であると考えられる．
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低炭素社会実現に資する

高磁束密度・超低損失軟磁性材料(M alloy)

の開発と社会実装

牧 野 彰 宏1) 遠 藤 孝2) 菅原沙矢香3) 小 林 崇4)

. 概 要

軟磁性材料分野で長年希求され，従来から両立が非常に難

しいとされてきた高い磁束密度と優れた軟磁気特性，低損失

特性を兼備した，新しい高鉄濃度 Fe 基ナノ結晶材料

(FeSiBPCu)が，2009年東北大学牧野研究室にて世界に先駆

けて開発された(1)．本材料をコア材として用いることでモー

タ，トランスや磁性部品の大幅な高効率化，省エネ化や小型

化が可能であることが実証されている(2)(4)．

大学での学術研究レベルの成果から社会実装への進化のた

めの重要な課題は，低コストでの材料安定生産供給と種々の

形状やサイズの部材において研究室レベル以上の磁気特性を

実現することである．発明から10年以上の歳月を経て，安価

な原料を使い，多様な部材(巻きコア，板)においても，高価な

高純度原料を用いた研究室レベル以上の優れた磁気特性が安

定的に得られる新たな材料組成(M alloy)と，安定供給可能

な材料製造法およびナノ結晶化新規熱処理法の確立に至った．

M alloy は広範な製品に用いられ，軟磁性材料において新た

なイノベーションを起こし，低炭素社会実現に貢献していく

ものと期待される．

. 材料開発の背景と経緯

軟磁性材料においては，100年以上前に英国で開発された

ケイ素鋼がモータや送電トランス等の磁心として現在も用い

られ，約 2 兆円である莫大な世界市場のほぼ95を占めて

いる．この間，多種多様な新材料が開発されたが，その基本

的な特性である高い磁束密度が得られなかったため，ケイ素

鋼の代替材には成り得なかった．モータやトランスの効率

は，それらの磁心である軟磁性材料の損失特性に強く依存す

る．現在，モータ，トランスの軟磁性材料磁心に起因する損

失は国内全電力消費量の3.4に達し，その電力損失量は火

力発電所50万 kwh クラス 7 基分に，また，温室効果ガスで

ある CO2 排出量に換算すると約1424万トン(国内総排出量の

1.1相当)に相当する．近年，ケイ素鋼の損失特性改善は技

術の成熟に伴い，飽和状態に達しており，加えて今後，自動

車などの電動化が急速に進むことを考慮すると，さらなる省

エネ社会の実現のため，ケイ素鋼を凌駕する新たな低損失軟

磁性材料の出現が切望されてきた．

この新しい軟磁性材料に必須な基本要件は，従来から両立

が困難とされてきた高い磁束密度と優れた軟磁気特性(低い

損失特性)の兼備であり，これは，軟磁性材料開発における

根源的な目標そのものである．軟磁気特性(損失特性)の向上

のため，従来から，Fe への様々な元素の合金化による磁歪

と磁気異方性の極小化が長年行われてきた．近年では，非平

衡化(アモルファス，ナノ結晶)が新たな手法として採り入れ

られているが，この場合にも相当量の合金化が必須である．

いずれの場合も合金化に伴い鉄濃度が低下することから，結

果として磁束密度が犠牲になり，高い磁束密度と優れた損失

特性の両立には至らなかった．筆頭著者は2009年に，ケイ

素鋼に匹敵する 1.8 T 以上の飽和磁束密度と著しく低い損失

(ケイ素鋼の 1/2 から 1/10)を兼備した超高 Fe 濃度ナノ結

晶軟磁性合金(FeSiBPCu 図 1 中従来ナノ結晶材料(M))

の開発に成功した(図)(1)．

. 高鉄濃度 FeSiBPCu ナノ結晶材料(図 1 中

従来ナノ結晶(M))の研究開発

高い磁束密度と優れた軟磁気特性の両立は，高 Fe 濃度非

晶質組織を前駆体としたナノ結晶組織の実現により，すなわ

ち，高い飽和磁束密度は Fe 基非晶質相のナノ結晶化に必須
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図 1 種々の軟磁性材料における軟磁気特性(透磁率)と磁束

密度の関係．

図 2 ナノ結晶軟磁材料の微細組織．

(ヘテロアモルファス，ナノ結晶)

図 3 自動制御された液体急冷オペレーション．

表 1 M alloy と従来ナノ結晶材料(Y, M)の特性比較．
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とされてきた Nb, Zr などの遷移金属(ナノ結晶化元素)の排

除と高鉄濃度により，優れた軟磁気特性は均質なナノ結晶組

織により実現できると着想した．

しかし，その実現には本質的課題が存在した．それは，高

い磁束密度を実現できる 83 at以上の高 Fe 濃度 Fe半金

属合金は，液体急冷法により非晶質単相は形成されず，過剰

な Fe は非晶質マトリクス中に mm オーダー以上の粗大な a

Fe 相として析出するため，ナノ結晶組織の前駆体と成り得

ないことであった．2009年，従来，非晶質形成が困難とさ

れていた 83 at以上の高鉄濃度 Fe半金属系合金におい

て，適量かつ，特定比率の P と Cu の複合添加効果により，

均質な非晶質相から偏倚した不均質な，23 nm 以下の Fe

クラスターを内包した特異な非晶質相が高密度に形成さ

れ(2)，その後の熱処理によりこの不均質性を起点として，従

来と異なる新規のメカニズムでナノ結晶化が実現することを

見出し(図)，2 つの基本特性の両立という根源的課題を解

決した(2)．

図 1 に示すように，本材料(図 1 中従来ナノ結晶(M))は従

来材料において実現できなかった軟磁気特性と高磁束密度の

両立を実現した初めての材料である．本材料の応用展開を目

指し，大学企業との密接な連携の中，モータ，トランス等

の電気―磁気変換製品に磁心材料として実装した結果，世界

最高クラスの高効率が実証され，本材料の応用展開の可能性

を検証した(3)(4)．

. 実用化までの道のり

大学研究室では試薬レベルの高価な原料を使い，少量ずつ

丁寧に薄帯を作製し，ナノ結晶化熱処理も高精度な小型炉を

用いてきた(図 1 中従来ナノ結晶(M))．工業化のためには

小型から大型までの種々の部材，部品において安定かつ優れ

た性能と低コストの実現が必須であり，このため非常に高い

ハードルが存在した．この解決に向けた研究開発は国内外の

企業や研究機関で行われてきているが，社会実装は実現され

ていない．

我々は2009年の研究室レベルでの本材料開発成功から10

年余りの長い道のりの中で，非常に多くの難しい技術課題を

着実に解決してきた．アモルファス形成能を低下させる不純
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図 4 ナノ結晶トロイダルコアとアモルファス薄帯．

図 5 M alloy の応用製品．

図 6 EV 価格内訳と M alloy の EV モータへの適用効果．
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物を含む安価な原料を使い，多様な部材(巻きコア，板)にお

いても，高価な高純度原料を用いて少量試作された研究室試

料レベル以上の優れた磁気特性が安定的に得られる新たな材

料組成(M alloy)と，安定供給可能な材料製造法(図)およ

びナノ結晶化新規熱処理法を確立し，社会実装可能な段階に

至った．本技術は特許でガードされている．図 1 に示すよ

うに M alloy は従来のナノ結晶材料(Y, M)よりも高いレベ

ルで高い磁束密度と優れた軟磁気特性を兼備し，損失も著し

く低い実用材料であるため(表)，モータ，トランスからト

ロイダル小型磁性部品やシート状無線充電用磁性部品まで広

範に使用可能であり，それらの小型化，高効率化と省エネ化

が実現できる．さらに価格についても，現在量産されている

従来ナノ結晶(Y)よりも大幅に低く，Fe 基アモルファス同

等と推測され，社会実装へのバリアーは低い．

. 応用展開と実用化状況，今後の展望

弊社(https://www.akmakino.com)では，用途に合わせた

形状の M alloy(アモルファス)と当社が独自開発したナノ結

晶化熱処理後のトロイダルコア，シートの提供をスタートし

ている(図)．

現在，種々の企業とサンプル提供を通してネットワーク構築

を進めており，近い将来多くの省エネ製品やその部品として

の社会実装が期待される(図)．

とりわけ，EV モータに M alloy が用いられることによる著

しい高効率化と，それによる車全体のコストの35を占める

バッテリーの負荷軽減や航続距離の向上が予測され，EV 化

を加速し，低炭素社会実現に資するものと推察される(図)．

. 特 許

本開発に関わる特許は 3 件出願しており，特許第7034519

号など 3 件全て登録されている．
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骨基質配向化誘導を可能とした Ti 合金製脊椎固定用
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. は じ め に

2001年，アメリカ国立衛生研究所(NIH: National In-

stitutes of Health)は，骨強度が骨密度だけで説明出来ない

ことから，新たな影響因子として骨質(Bone Quality)の関与

を示した(1)．しかしながら，骨質の実態は不明であり，当時

は階層の異なる様々な因子◯骨梁構造(Bone architecture)，

◯骨代謝回転(Bone turnover)，◯石灰化(Mineralization)，

◯損傷の蓄積(Damage accumulation)などがその一例として

挙げられ，新しい概念として世界的に骨質の本質に関する探

索がスタートした．中野らは，骨質は金属材料工学的なアプ

ローチの中で初めて解明されることを提唱した(2)．つまり，

骨の力学特性は，骨部位に応じて敏感に変化するコラーゲン

線維/アパタイト結晶の集合組織配向性(骨基質配向性)によ

って決定され，特に再生骨では，その70が骨基質配向性

によって支配されることを世界に先駆けて提唱した(3)．しか

し，骨基質配向性を考慮した骨質医療は，現在までに実現さ

れておらず，ましてや医療デバイスとして製品化された事例

は存在していなかった．一方，超高齢社会の到来に伴い，脊

椎疾患に対する脊椎固定デバイスの手術件数は増加の一途を

たどっており，体幹の中心にある脊椎へのアプローチは整形

外科の中でも最後の砦として認識されている．脊椎固定デバ

イスは，脊椎患部の上下椎体と接触させ，最終的には骨癒合

により互いに一体化させることを治療目的としている．既存

製品は，骨形成促進のためにデバイス内部に自家骨(自分の

骨盤腸骨等から採取した骨)を充填・移植する手術手技が主

流となっている．ただし，自家骨採取により侵襲を加えた患

部では採骨部痛が発生する場合が多いだけでなく，骨/脊椎

デバイス間の固定性が不十分なため，術後に脊椎デバイスが

椎間から移動もしくは脱転し，脊椎のアライメント異常や神

経圧迫が再発するような臨床問題が発生する．そこで我々

は，脊椎固定に対し，金属材料工学的な概念である骨基質配

向性に着目し，中野らが提唱する，“骨基質配向化誘導”を

デザインコンセプトとする「UNIOSPL スペーサー」を研

究開発，PMDA(医薬品医療機器総合機構)での承認の後，

2021年 7 月より製品化した．現在までに100症例を超える臨

床応用を実施し，良好な術後経過が得られており，将来的に

は年間10,000個のデバイス供給を目指している．

本製品の特長は，(1)自家骨充填不要，(2)最新のレーザ

金属積層造形技術(金属床粉末溶融結合法PBFLB/M))を

駆使した Ti6Al4V 合金による国内医療機器メーカとして

初の一体造形，(3)骨基質配向性を早期に健全化するための

“Honeycomb Tree Structure(以下，HTS)”の導入，にあ

る(4)．ここで骨基質配向性は，生体骨を構成する六方晶系ア

パタイト結晶c軸とコラーゲン線維の 3 次元配列(原子配列

の 3 次元優先配向方向とその度合い)であり，健全な脊椎骨

では主として頭尾軸方向へ骨基質配向性が認められる(5)．

本稿では，金属材料工学的手法を駆使した骨基質配向化誘

導に着目して設計された脊椎固定用デバイス“UNIOSPL

スペーサー”の研究・開発と臨床応用に至るまでの技術的経

緯について紹介する．

. 製品化に要求される各開発事項

 脊椎固定デバイスに求められる機能特性

脊椎固定デバイスには，自家骨なしでも埋入初期から健全

な頭尾軸方向への骨基質配向性が誘導され，短期から長期に
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図 1 骨基質配向化誘導のため考案した HTS を搭載した Ti
合金製脊椎固定デバイス．

図 2 HTS を備えた脊椎デバイスは，内部に頭尾軸方向に優

先配向化した骨基質を誘導し(左)，骨との界面強度の比

較(右)．

図 3 HIP 処理による積層造形体 Ti6Al4V 合金の異方性組

織制御(左)と鍛造材に匹敵する回転曲げ疲労強度を実現

(右)．
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わたって高い固定性を実現出来ることが求められている．

これまで中野らは，Ti 金属単結晶を用いて塑性変形量を

増加し，転位源を増殖させることで，すべり線間隔の最適化

が配向溝構造を持つ Ti 表面で骨芽細胞の遊走・伸展方向に

骨基質の優先配向性を形成可能であることを見出す(6)(7)とと

もに，レーザ金属積層造形技術により表面最適化が可能であ

ることを証明した(8)(9)．さらに，骨が最大主応力ベクトル方

向に沿って，骨基質配向性を維持するには，正常な骨リモデ

リングと応力感受細胞であるオステオサイトを軸とした骨健

全化が必要不可欠であることを見出している(10)(11)．最先端

の骨再生医療でも骨基質配向化は誘導できないため，こうし

た骨基質配向化機能特性を実際の脊椎デバイスに実装するに

は，脊椎周辺環境下における骨基質配向化を人工的に誘導す

る最適ポーラス設計が不可欠となる．そのためデバイス埋入

初期には非荷重下で骨芽細胞を配向化誘導し，骨髄液の流動

性を制御し，中長期では健全な骨質維持が可能となる階層性

骨基質配向化設計により，図に示す HTS を考案した．本

デザインは，異方性基板上での骨芽細胞配列化と骨基質配向

化，さらには骨中の応力センサー細胞であるオステオサイト

の応力感受シグナルの発現機構の知見を生かした基本原理に

基づく．

 大型動物試験による骨基質配向化評価

PMDA への薬事申請を目的とした HTS の有効性評価デ

ータ取得のため，ヒツジを用いた大型動物試験において，

HTS を内包する試験体を用いて，埋植 8 週間後の骨基質配

向性(mXRD と複屈折定量法)と引抜試験による初期固定性

を評価した．骨基質配向性は HTS に沿って，コラーゲン線

維が一軸優先走行し，アパタイト結晶の c 軸優先配向化形成

が認められた(図左)．現状の自家骨埋入材ではアパタイト

結晶の集合組織形成は認められないが，HTS 内包の試験体

では，従来型試験体の約 4 倍程度の引抜強度を記録し(図 2

右)，試験体内部に誘導された骨組織は，健常骨に類似した

頭尾軸方向への強い骨基質配向性を人工誘導し，あたかも生

体組織として振る舞う Ti 積層造形体の脊椎固定デバイスと

して機能した．さらに，本優先細胞配列は長期的な骨基質配

向化維持に必要とされる骨内部でのメカノセンサーとしての

オステオサイト配列化へとつながった．以上より，高配向化

した骨を誘導するという新たなコンセプトと HTS の機能特

性が実証され，世界初の骨基質配向化を誘導する脊椎デバイ

スの基本原理が構築された．

 原材料の物理学的特性データの取得

原材料の物理学的評価は，ASTM F2077および F2267に

準拠して実施した．レーザ金属積層造形は106 K/s 程度のバ

ルクへの超急冷プロセスであり，a/b トランザス遷移温度付

近(詳細は非公開)での HIP 処理による残留応力の除去と強

度延性バランスの最適化により，図に示すような異方性

組織制御と 685 MPa もの回転曲げ疲労強度が達成された．

これはレーザ積層造形ならではの特長であり，既存材料とし

て代表的なチタン合金の鍛造材に匹敵する材料特性を発揮，

開発デバイスの最終的な製品設計値(形状，サイズバリエー

ション等)を決定づけた．

. 薬事承認から大規模臨床応用まで

機械的安全性試験を通過した最終製品，および患部へ埋植

するための専用手術器械の非臨床試験を獨協医科大学

Cadaver Surgical Training Room にて実施した．5 種類の手

術アプローチ(1. Bilateral PLIF, 2. Unilateral PLIF, 3. TLIF

Oblique, 4. LPI, 5. PLIF Rotation)により，実際の手術同様
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にペディクルスクリューとロッドによる脊椎後方固定を用

い，想定した椎間患部への設置を行った．このとき，開発デ

バイスおよび手術器械の設置性や操作性試験は，限りなく実

臨床に近い条件にて実施している．その結果，HTS を搭載

した脊椎スペーサーの強度および初期固定性は，脊椎手術シ

ステムとして高い完成レベルを確認できた．

これまでゴールドスタンダートとされてきた自家骨の存在

が，骨再生さらには配向化骨形成を大きく遅延させているこ

とが示され，従来品に相当するインプラント内部に移植骨を

充填する場合に比べて，HTS を有する本デバイスは，健全

な骨質回復までの期間が短縮されたことを大型動物試験デー

タから証明(4)．本デバイスは，2021年 4 月に PMDA 承認を

受け，2021年 6 月に保険収載，2021年 7 月より初期臨床応

用を 5 つの拠点病院(北海道医療センター，獨協医科大学，

慶応義塾大学，浜松医科大学，大阪大学)が担うことで，優

れた骨癒合性を確認し，全症例において良好な経過を示して

いる．

. 特許および商標

本開発による新規脊椎スペーサーは，前述の金属材料工学

的な手法で見出された骨質に着目したデザインコンセプトに

対応した製品であり，その骨治療戦略の基本コンセプトその

ものが高い独創性と優位性を有している．特に，本開発の骨

基質配向化誘導 HTS (Honeycomb Tree Structure)は，

2018年に国内特許出願，2019年には PCT 出願を行い，今後

は各国別おいて特許取得のための手続きを実施中である(特

許◯)，さらに 2 件の特許(特許◯，◯)により本製品は権利

化されている．加えて 2 件の商標登録(商標◯，◯)により

製品ブランド化を行っている．

【特許◯】特願2018199592(2018年10月23日出願)(公開番

号JP.WO2020085321.A1)「インプラント材料および当該

インプラント材料の製造方法」，国際出願番号PCT/

JP2019/041360(2021年 3 月29日)，インプラント材料およ

び当該インプラント材料の製造方法

【特許◯】特許第6168718号(2017年 7 月 7 日登録)，インプ

ラント材

【特許◯】特許第5918499号(2016年 4 月15日登録)，構造体

の製造方法および構造体

【商標◯】商標登録第6450443号(2021年10月 1 日文字商標

登録)「ユニオス UNIOS」

【商標◯】登録第6567132号(2022年 6 月 6 日文字商標登録)

「ハニカムツリーストラクチャー Honeycomb Tree Struc-

ture」

. 今 後 の 展 望

本邦における脊椎固定デバイスの適用症例数は，2021年

では約85,000症例あり，そのうち椎体間固定デバイスは

52,798セットが使用され，手術症例数は今後も増加見込みで

ある．

高骨質誘導という本脊椎デバイスのコンセプトは世界初の

提案であり，当該デバイスそのものの世界的普及，開発

の新規 HTS は骨基質配向化を必要とするすべてのデバイ

ス/生体骨界面での適用が見込まれ，当該脊椎デバイスに留

まらず，すべての骨デバイスへの応用が可能となる．加えて，

日本の金属積層造形技術水準の高さを象徴する製品事例と

して最先端技術を世界に発信することとなり，骨密度・骨

量医療に代わる骨質(骨基質配向性)医療を新たに提唱し，こ

れまでの骨に対する医療を刷新するトリガーとなるものと確

信している．

本開発は，JSPS 科学研究費 基盤研究(S)「骨異方性誘導

のための「異方性の材料科学」の構築」(JP18H05254)およ

び AMED 戦略的イノベーション創出推進プログラム(Sイ

ノベ)(JP20im0502002)の支援により実施された．ここに謝

意を示します．
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図 教科書の表紙．

この教科書は，筆者が学部 4 年生の時に指導教員であっ

た大阪大学吉矢准教授(当時)から紹介いただいたものです．

私は当時，熱電変換材料におけるフォノン熱伝導というテー

マを与えられ，研究を始めたところでした．先輩に教わりな

がら，分子動力学法という手法で計算を行うと，よく分から

ないながらも何かしらの結果が出てきます．その結果を解釈

するには，熱を伝えるキャリアの一つであるフォノン，つま

り格子動力学(Lattice Dynamics)の知識が必須です．学部で

の固体物性論の授業である程度勉強はしていたものの，熱伝

導の仕組みを解釈するほどの本質的な理解は出来ておらず，

再学習が必要でした．その時に手に取ったのがこの本になり

ます．英語で書かれているということもあり，実際に読み進

めたのは修士 1 年生以降だったと記憶しています．研究の

時はもちろん，博士論文の執筆の際など，長年に渡りお世話

になっています．

本書は全12章に加えて，付録が 8 章ついています．特徴

的なのは，学部生などの初学者から研究者まで，幅広くカバ

ーできる内容になっていることです．特に第 1 章から第 9

章までは，この教科書の著者である M. T. Dove 先生がケン

ブリッジ大学で学部生に向けて行った授業が元になっていま

す．金属に限らず，セラミックスなどの実例を多く挙げなが

ら理論を説明してくれるため，研究者にとっても実用的な理

解を得ることができます．

以下に，この教科書の内容を簡単に紹介します．第 1 章

から第 5 章は特に初学者向けで，格子動力学の概念を理解

できるよう配慮された構成になっています．第 1 章はなぜ

原子のダイナミクスが重要なのかの説明から始まり，原子間

に働く力，結晶中の波など，格子動力学を扱うために必要な

事前知識がまとめられています．第 2 章では最も単純な調

和近似という考え方を導入し，金属等の比較的簡単な構造を

元に格子動力学の基礎部分が説明されています．第 3 章で

はそれを NaCl などの二元系(イオン結合性，共有結合性な

ど)に拡張します．第 4 章，第 5 章では格子振動の大きさや

それが熱力学諸量に与える影響などが，よく知られた近似式

とともに議論されています．

第 5 章までで基礎的な理解が得られるので，第 6 章以降

ではその一般化や物性との関連を議論して行きます．第 6

章では，今まで単純な結晶構造で簡易的に考えてきたフォノ

ンにまつわる式を一般化し，複雑な系でも適用可能な形に拡

張します．ここで現れる式は今日の著名な計算パッケージな

どにも実装されているものであり，私自身も博士課程時代で

のプログラム開発の際に非常に参考にしました．第 7 章や

第 8 章では弾性や熱伝導度，相変態など，フォノンと様々

な物性との関連が示されます．調和近似を超えた非調和振動

の効果もここで議論されます．

第 9 章以降は，フォノンに関する研究を実施する方々に

実用的に役立つ内容になっています．第 9 章，第10章では

中性子散乱や赤外分光法，ラマン分光法を使って，フォノン

を測定する方法についての説明がなされています．この辺り

は，実験データを解釈するという意味で，様々な方におすす

めできます．第11章はフォノンの量子力学的な立場からの

説明がなされます．そして第12章では，分子動力学法とい

う計算手法を使って，格子振動を解析する方法が記されてい

ます．付録の章は Ewald 法によるクーロン力の計算など，

本章よりマニアックな内容になっていますが，様々な式やそ

の導出が載っており，高度な知識を必要とする方には非常に

参考になります．付録の最後には出版当時までに公開された

フォノン分散曲線の文献リストが載っていますが，今日では

第一原理格子動力学法によって網羅的に計算されたフォノン

データベースなどもありますので(1)，その辺りは時代の進歩

を感じるところです．

以上のように，フォノンや熱物性に関わる研究をしている

方々にとっては必読の一冊となっています．特に第 1 章か

ら第 8 章あたりは，初学者であった私にとって大いに参考

になりましたので，これから研究を始める，あるいは実施し

ている学生に是非読んでいただきたいです．
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月日(木)

900～1700 学術講演

月日(金)

900～1700 学術講演会

月日(水) 高校生・高専学生ポスターセッション(オンライン)

※懇親会は開催いたしません．
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＊本会メールアドレスのドメイン変更のお知らせ＊

2022年 8 月 1 日より，本会のメールアドレスのド

メインを＠jimm.jp に変更いたしました．

皆様にはお手数をおかけしますが，ご承知おき願い

ます．
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年春期(第回)講演大会ご案内および参加申込みについて
2023年春期講演大会は，月日(火)は東京都立産業貿易センター「浜松町館」，日(水)から日(金)までは東京大学駒

場キャンパスにて開催いたします．(新型コロナウイルス感染症の状況によってはオンライン開催に変更する場合がありま

す．）

高校生・高専学生ポスターセッションは月日(火)は東京都立産業貿易センター「浜松町館」，月日(水)はオンライ

ンにて開催いたします．(希望により発表日が異なります．）

尚，参加申込みは，すべてインターネット申込みとなります．詳細は，下記参加申込要領をご覧下さい．

参加申込要領(参加申込みは全てウェブサイトからとなります)

大会参加申込期間および URL

(事前申込)年月日～年月日

https://www.jim.or.jp/convention/2023spring/

(後期(当日)申込)年月日～月日

https://www.jim.or.jp/convention/2023spring_after/
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◆大会参加費(講演概要ダウンロード権含む)※年会費とは異なります．

参加費・懇親会の消費税扱については，ホームページ(一覧表 PDF)をご参照下さい．

会 員 資 格
事前参加申込

(11月15日～2 月17日)

後期(当日)申込
(2 月23日～3 月15日)
クレジット決済のみ

正員・維持員会社社員，シンポジウム共催・協賛の学協会会員・鉄鋼協会会員
(本会非会員) 10,000円 13,000円

2023年 3 月 1 日時点で65歳以上の個人会員 無 料 無 料

学生員 6,000円 7,000円

非会員 一般 24,000円 27,000円

非会員 学生(大学院生含む) 14,000円 16,000円

お支払後の取消は，準備の都合上ご返金いたしかねますのでご了承下さい．

領収書は，決済完了後に申込画面(講演大会 Mypage)からダウンロードし，印刷して下さい．

参加方法や講演概要ダウンロードについては，下記をご参照下さい．

 65歳以上の個人会員 会員情報に生年月日のご登録がない場合は，課金されますのでご注意下さい．会員情報に生

年月日をご登録されていない方は，大会参加申込みの前に annualm＠jimm.jp まで会員番号・お名前・ご連絡先・生

年月日をお知らせ下さい．

 学生員 卒業予定変更等により会員種別に相違がある場合，事前に会員種別の変更手続きを行ってから，大会参加を

お申込下さい．会員情報に登録された卒業年次を超えると，自動で正員となっています．

非会員の参加申込者には，1 年間の会員資格を付与します．ただし特典は重複して付与いたしません．
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◆支払方法

事前申込のお支払いはクレジットカードおよびコンビニ振込決済をご利用頂けますが，後期(当日)申込はクレジット決済のみ

とさせて頂きます．事前予約申込は 2 月17日(金)の入金日をもって事前参加申込完了となります．

◆参加方法

(事前参加申込みの方)参加申込みをされ，参加費を納入された方へは，概要公開日に講演概要閲覧等に必要な参加者個別認

証 ID とパスワードを配信いたします．

(後期(当日)申込の方)参加申込受理通知に記載の「登録番号」および「パスワード」が講演概要閲覧に必要な個別認証 ID

とパスワードになります．

◆講演概要の WEB 公開

講演概要の公開日は，大会 2 週間前の年月日(火)です．特許関係のお手続きは，公開日までにお済ませ下さい．

講演大会公開サイトにログイン後，講演概要の閲覧ができます．

◆参加証

大会マイページにて「参加証」を印刷し，来場の際提示下さい．

◆講演概要集購入について

講演概要集 DVD は作成いたしません．全講演概要は，本大会 Web サイトで公開をします．これまで概要集 DVD のみ購

入をされていた方も，通常の参加登録をして頂き，概要の閲覧をお願いします．

《年春期講演大会 開催予定の各種シンポジウム》
公募シンポジウムテーマ

S1 ハイエントロピー合金の材料科学

S2 金属表面の材料化学―めっき・耐食性・耐酸化性・触媒研究の新展開―

S3 材料機能特性のアーキテクチャー構築シンポジウム―さまざまな拡散・輸送現象のアナロジー体系化による学理の再

認識―

S4 特異反応場における時間/空間応答を利用した新奇材料構造創成

企画シンポジウムテーマ

K1 工業製品における材料選択とマルチマテリアル構造～自動車ボディ～

Materials selection and multimaterial structure in commercial products ～automobile bodies～
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ものづくりの基盤形成を担う第 8 分科発案のシンポジウムで，身の回りの工業製品がどのような材料からできているか，

また材料選択やマルチマテリアル構造についてどのように考えるべきなのかを，広く議論する場を提供することを目的とす

る．前 2 回の「航空機機体」，「建築構造物」に引き続き，3 回目の今回は「自動車ボディ」を取り上げ，国内の自動車や材料

メーカーだけでなく，海外のメーカーの研究者にも講演を依頼し，業界の動向や課題，各材料の強みや弱み，新材料の開発な

らびに適用可能性について情報提供を頂くことを計画している．これまでの講演大会にはなかった『材料を横断的に捉えるシ

ンポジウム』として，シリーズ化していくことを考えている．

参加申込・問合先

〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会

 0222233685 FAX% 0222236312 Email: annualm＠jimm.jp

日本金属学会年春期(第回)講演大会

第回「高校生・高専学生ポスター発表」募集案内（申込締切日年月日(金)）

学 会 名 日本金属学会2023年春期(第172回)講演大会

行 事 名 ｢高校生・高専学生ポスター発表」

開催場所 東京都立産業貿易センター浜松町館(3 月 7 日)およびオンライン(Zoom)(3 月15日)

開催予定日時 年月日(火) ～(対面)または月日(水) ～の間で時間程度(オンライ

ン)を予定しております．

対 象 者 高校生および 3 年以下の高専学生

発表方法 対面(3 月 7 日)またはオンライン(Zoom)(3 月15日)を選択して下さい．

テ ー マ 材料に限定せず，フリーテーマです．(課題研究の成果，科学技術の取組等)

ポスター発表資料作成について別途連絡

講演申込 https://www.jim.or.jp/convention/2023spring

講演概要原稿 不要

参加費および講演聴講

◯ 発表者，共同研究者および指導教員の参加費を免除し，講演大会の発表を聴講できる．

◯ 希望があれば，高校生・高専学生ポスター発表の関係者(親，友人) 5 名程度までの参加費を免除し，講演大会の発表

を聴講することができる．

◯ (現地開催の場合)指導教員は，事前に参加者リストを提出する．(別途用紙を送付予定)

◯ 指導教員宛てに，参加者用 ID とパスワードおよびプログラム 1 部を事前送付する．

優秀ポスター賞 優秀な発表には最優秀ポスター賞および優秀ポスター賞を授賞します．

問合せ・連絡先公益社団法人日本金属学会 講演大会係  0222233685 Email: annualm＠jimm.jp

年春期講演大会冊子プログラム配布方法変更の

お知らせ(予告)

年春期講演大会冊子プログラムのまてりあ月号の附

録配布はありません．講演大会参加者には当日受付時に冊子

プログラムを配布いたします．

(なお，プログラムの PDF は 2 月末に講演大会ホームペー

ジに公開予定です．）

年春期講演大会 受付での参加証ストラップ・

缶バッジの配布について

2023年春期講演大会でも，受付にて参加者全員に参加証

首掛け用ストラップを配布いたします．春期講演大会は赤色

のストラップとなります．

2022年秋期講演大会で配布した青色のストラップは，次回

秋期講演大会用としてご利用下さい．

また，会長の年頭のご挨拶にありますように(本号 3 頁)，

本会のロゴマークと SDGs を象徴する17色をあしらった缶

バッジを合わせて無料配布いたします．
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年春期講演大会 大会ホームページ・バナー広告，大会プログラム広告，

付設展示会，誌上展示会(まてりあ 5 号)，各種セミナー 募集要領

本会2023年春期講演大会は，ポスターセッションを 3 月 7 日(火)に東京都立産業貿易センターで，一般講演，シンポジウ

ム，共同セッションを 3 月 8 日(水)～10日(金)の 3 日間，東京大学・駒場キャンパスにて，また，高校生ポスターセッシ

ョンを 3 月 7 日(火)に東京都立産業貿易センターで，3 月15日(水)にオンラインにて開催致します．本講演大会にて，各種広

告，付設展示会，各種セミナーを募集致します．(新型コロナウイルス感染症の状況次第では，オンライン開催に変更となる

場合がございます)

■大会ホームページ・バナー広告

掲載期間 2023年 1 月～(会期終了後もアーカイブで閲覧で

きます)

アクセス数 273,454アクセス(約 2 ヶ月，前回参考値)

サイズ タテ80ピクセル×ヨコ160ピクセル(静止画)

データ形式 静止画の PNG(.png)，JPEG(.jpg)，GIF(.gif)

リンク先アドレスも合わせてご指定下さい．

バナーデータ(＋リンク先指定)入稿後，1 週間

程度で掲載させて頂きます．

掲載料金 1 枠50,000円(税別) ※バナーデータ制作費は別

途です．

※本会維持員様，プログラム広告掲載会社様，付

設展示会出展社様は50OFF．

申込 随時受付致します．

申込最終締切 2 月16日(木)

※講演大会がオンライン開催となった場合でもキ

ャンセルはできません．

■講演大会プログラム広告(冊子＋PDF 版)

※オンライン開催となった場合は，PDF 版のみ発行されま

す．

発行形態 大会配付(1,500部)，PDF 版(大会ホームページ

に掲載)

原稿サイズ A4 1 頁 天地 260 mm×左右 180 mm

1/2 頁 天地 125 mm×左右 180 mm

入稿形態 完全データ(グレースケール)

掲載料金 後付モノクロ 1 頁 70,000(税別)

後付モノクロ 1/2 頁 40,000(税別)

※広告データ制作費は別途です．

※付設展示会出展社様は50OFF．

申込締切 1 月31日(火)

広告データ締切 2 月 2 日(木)

※講演大会がオンライン開催となった場合でもキ

ャンセルはできません．

■付設展示会

展示会会期 　3 月 8 日(水)～10日(金)900～1700

(10日は，1400まで)

搬入日3 月 7 日(火) 1400～1600(予定)

展示会場 東京大学・駒場キャンパス

〈機器・書籍展示〉

研究開発用機器，書籍，ソフトウェア等の出展を募集します．

1 コマ 間口 1,800 mm，奥行き 900 mm(予定)

展示台(テーブル)，バックパネル(高さ 2100 mm

×幅 1800 mm)，椅子をご用意します．

※電気使用容量は制限がございます．(1 コマ

200 W まで)

出展料金 機器展示1 コマ 140,000円(税別)

書籍展示1 コマ 90,000円(税別)

　　　　　出版社様限定

申込締切 2 月16日(木)

※規定数に達し次第，先着順に締切ります．

〈カタログ展示〉

展示部数 2 点(A4 サイズ，8 頁以内)につき，30部以内

出展料金 　2 点につき 30,000円(税別) ( 1 点増すごとに

10,000円(税別)追加)

申込締切 2 月16日(木)

■まてりあ号・誌上展示会

付設展示会のフォローアップ広告を募集致します．

発行予定日 5 月 1 日(月)

掲載料金 1 枠(1/4 頁) 28,000(税別)

申込締切 3 月30日(木)

広告原稿締切 3 月30日(木)

※本広告企画は，付設展示会に出展されていない企業様も出

稿できます．

■ランチョンセミナー

大会参加者に向けて，講演大会のお昼時間帯に昼食をとって

頂きながら，企業による最新の技術情報をご紹介頂く企画で

す．

開催予定日 3 月 9 日(木)お昼時間帯40分間(質疑応答含む)

参加費用 一般料金 1 枠 100,000(税別)

＋お弁当代(ドリンク付き)

＠1,200(税別)×ご希望数(～50個程度)

展示会出展企業料金1 枠 50,000(税別)

＋展示料140,000(税別)

＋お弁当代(ドリンク付き)

＠1,200(税別)×ご希望数(～50個程度)

募集枠数 3 枠(予定)

申込締切 1 月25日(木)

※予定数に達し次第，先着順に締切ります．
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■動画版技術セミナー

技術情報を解説したセミナー動画のリンクアドレス(テキス

ト)を大会ホームページに掲載致します．

掲載期間 随時掲載開始～3 月15日(水)

掲載料金 1 枠 30,000(税別)

申込最終締切 2 月16日(木)

■ランチタイム学生キャリアサポートセミナー

本大会に参加する学生会員に向けて，講演大会のお昼時間帯

に昼食をとって頂きながら，会社概要，今後の採用情報やイ

ンターンシップ募集情報，研究開発動向等を解説頂く企画で

す．

開催予定日 3 月 8 日(水)お昼時間帯 1 社20分間(質疑応

答含む) 1 会場 2 社

参加費用 1 枠 50,000(税別) お弁当代(ドリンク付き)

30個込

募集枠数 2 社×2 会場＝4 社(予定)

申込締切 1 月25日(木)

※予定数に達し次第，先着順に締切ります．

■動画版オンライン学生キャリアサポートセミナー

会社概要，今後の採用情報やインターンシップ募集情報，研

究開発動向等を解説したセミナー動画のリンクアドレス(テ

キスト)を大会ホームページに掲載致します．

掲載期間 随時掲載開始～3 月15日(水)

掲載料金 1 枠 30,000(税別)

申込最終締切 2 月16日(木)

本講演大会がオンライン開催となった場合，諸事情により付

設展示会が中止となった場合は，別途協賛メニューをご案内

致します．

■申込・問合先

〒1040061 東京都中央区銀座 7124(友野本社ビル 7F)

株式会社 明報社

(担当月岡太郎 または，営業担当者まで)

 0335461337 FAX% 0335466306

Email: tsukioka＠meihosha.co.jp

(または営業担当のアドレスまで)

URLhttp://www.meihosha.co.jp

第回男女共同参画ランチョンミーティング開催のご案内

「金属材料分野での多様なキャリアパス」

金属材料分野でのキャリアパスとしてどのようなものがあるでしょうか．企業，大学，独法研究機関など様々です．また，

一言で企業といっても様々な分野で活躍可能です．金属材料を学んだ先輩達がどのような進路で活躍しているか話を聞いてみ

ませんか．

今回は，吉田周平先生(京都大学)にご講演を依頼しました．吉田先生のご紹介は下記となります．

仕事のこと，キャリアの積み上げ方，家庭のこと，気になるいろいろなことを，気楽に質問してみて下さい．学生さん，若

手の研究者，技術者の方，若い方にエールを送りたい方，大勢の方のご参加をお待ちしております．

【講師紹介】

京都大学大学院工学研究科で助教をされている吉田周平先生は，中および高エントロピー合金に関する研究を精力的に行わ

れている新進気鋭の研究者です．

研究面ですでに有名ですが，実は子育ても積極的に行っているらしいとの噂を耳にしました．

博士課程に進む事を検討している学生さん，後輩・同僚・上司世代の全ての世代が，最近の若手研究者が研究と子育ての両

立をどの様にしているかを知る良い機会だと思います．

「子育てを積極的に行っている」のか，それとも「当たり前の様に子育をしている」のか，若手の認識がどうなのかも含め

て興味を惹かれるところです．

主 催 男女共同参画委員会日本金属学会・日本鉄鋼協会

協賛予定 男女共同参画学協会連絡会

日 時 2023年 3 月10日(金)1200～1300

会 場 東京大学駒場キャンパス ※教室は決定し次第ホームページでご案内します．

参加費 無料 弁当30人分まで無料提供．

(講演大会参加申込の有無にかかわらず，このミーティングに参加できます!!)

プログラム

司会 戸田佳明(物質・材料研究機構)

1305～1310 開会の挨拶 男女共同参画委員会次期委員長

1310～1340 「男性若手研究者のひとり働き方改革～子育てを通じて得たもの～」 京都大学大学院工学研究科助教 吉田周平

1340～1350 総合討論

1350～1355 閉会の挨拶 男女共同参画委員会次期副委員長



ま て り あ
Materia Japan

第62巻 第 1 号(2023)

第回日本金属学会フロンティア研究助成募集

教育・研究機関での金属及びその関連材料分野の学術研究及び技術研究の発展や若手研究者の育成や奨励を主な目的とし

て，金属及びその関連材料分野に関連する材料又はプロセスに関する研究に助成金を交付しますので，助成の対象となる研究

を募集いたしますので，応募下さい．

募集期間年月日(水)～月日(日)まで

募集要項

. 応募資格

応募者(代表者)は，2023年 4 月 1 日時点で45歳以下の日

本の教育機関または公的研究機関に所属し，日本国内で研

究に従事する者(学生・大学院生および企業との兼務者を

除く)であること．ただし，共同研究者は国外でも可とす

る．

応募は一人一件とします．同一研究室からの複数応募は可

能ですが，新規採択は 1 件とする．

活動開始時には，非会員は会員になることが望ましい．

過去に助成を受けた方も，研究期間が終了していれば応募

可能．

過去に採択されなかったテーマで再応募する場合は新たに

申請書を提出する．

. 助成の対象となる研究

金属及びその関連材料分野に関連する材料又はプロセスに

関する調査，試験，研究及び開発とする．

. 研究期間　助成研究の実施期間は，原則 2 年間とす

る．研究開始日が年度途中となる場合は，年

度をまたいだ 2 年間とする．

. 助成件数年間10件以下

. 助成金額1 件あたり，150万円以下

. 助成金の使途

研究等に直接必要な費用及び所属組織の必要最低限の間接

経費(ただし，直接経費の10を上限とする)に充当する

こと．研究者の人件費(臨時雇用の研究補助者等の費用を

除く)には充当できないものとする．

. 助成金の交付方法および交付期間

研究助成金の交付方法は，原則として，助成実施者が所属

する組織に対する奨学寄付の形とする．共同研究者が別の

組織に所属する場合は，複数の組織に交付することは可能

です．

研究実施者は，速やかに助成金受領のために助成金交付の

手続き(奨学寄附受付窓口の連絡等)を行うこと．

. 応募方法

提出書類所定様式の「研究助成金申請書」に必要事項を

記入し，申込専用サイト(提出方法参照)からア

ップロードし提出する．申請書の様式は，本会

のホームページからダウンロードできます．

必要事項応募者，研究題名，研究分担者(共同研究者が

ある場合)，予算(費目，金額)，研究目的(背

景，必要性，意義，価値，成果活用の見込み

等)，研究計画(実施計画，成果目標等)，報告

予定，該当する分科，研究業績，金属学会で

の活動実績等

作成要領

「研究助成金申請書」に記載された作成要領に従って日本

語(専門語等で部分的に外国語を使用することは可)で作成

すること．申請書については，作成要領に明記されたペー

ジ数制限(概ね 4 ページ程度)を遵守すること．制限ペー

ジ数を超えた申請は受け付けません．

提出方法

申込専用サイトhttps://data.jim.or.jp/jim/fro/tou/

作成した研究助成金申請書をアップロードし提出して下さ

い．なお，ファイルは MSWord 形式として下さい．

郵送や Email，Fax での申請は受け付けません．提出書

類等は，採否にかかわらず返却しません．

【遵守事項】

研究助成金の交付を受ける際には，研究実施者(応募者及

び共同研究者)は，次の事項を遵守下さい．

◯助成研究は，あらかじめ本会に提出した助成研究実施計画

に従って実施すること．

◯助成研究の実施過程において助成研究実施計画を変更する

必要が生じた場合(中止する場合を含む)は速やかに報告

し，重大な変更については本会と対応を協議すること．

◯助成実施者が所属している組織から別の組織に異動する場

合は，本会と対応を協議すること．

◯研究終了 6 ヶ月後までに，終了報告書(A4 様式 1 枚)及び

成果報告書を日本語(専門語等で部分的に外国語を使用す

ることは可)で作成し，原則として Email 添付にて提出

すること．なお，成果報告書は“まてりあ”への成果報

告(2 頁)の投稿に代えるものとする．なお，成果報告は研

究終了からおおむね 1 年後に”まてりあ”に掲載するも

のとする．

◯本会から求められた場合は，実施状況を報告すること．ま

た本会が研究施設への訪問を希望した場合は，可能な範囲

で対応すること．

◯研究実施者又は研究実施者の所属する組織は，帳簿を備

え，助成研究に係わる経理を他の経理と明確に区別し，

本会から照会があった場合はこれに応ずること．

◯研究成果は研究開始時から研究完了後 1 年までの間に本

会の講演大会またはセミナー・シンポジウムにおける発

表 2 件，及び本会の欧文誌又は会誌に論文を投稿しなけ

ればならない．

◯研究成果を学会・学術論文誌・新聞等に発表する場合は，

事前に本会に連絡するとともに，本会から資金援助を受け

たことを明記すること．

◯実施計画に記載した研究を実施しなかった場合，提出期限

後 1 年を経過しても研究成果報告書の提出がない場合又

は研究実施者が研究中止の申し出をした場合には，研究助

成金の全額又は残額を返還すること．

【留意事項】

. 機器・設備等の帰属

助成金により取得された機器・設備等は，原則として研究

実施者の所属する組織に帰属します．
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. 助成研究の成果の帰属

助成研究の成果として得られた特許等の知的財産権は，原

則として研究実施者に帰属します．

. 助成研究の成果の公表等

成果報告は，この法人の会報及びホームページ上で一般の

閲覧に供します．

. 申請書記載情報の取り扱い

申請書に記載された研究情報については，審査・選考以外

の目的には一切使用しません．

また，個人情報については，本会外へは一切漏洩しません．

. その他留意事項

◯採否の事由は非公開とし，これに関する問い合わせにはお

答えしません．

◯研究助成金の申請後，何らかの理由により研究を実施でき

ないことが判明した場合，速やかに本会に報告すること．

問合先 (公社)日本金属学会フロンティア研究助成係

Email: stevent＠jimm.jp  0222233685

年秋期講演大会公募シンポジウムテーマ提案募集

提案期限年月日(月) 期日厳守

会員の研究活動一層の活性化を図ることを目的として，春

秋大会において会員からの提案テーマによるシンポジウム講

演を実施いたしており，活況を呈しております．明年の秋期

大会の公募シンポジウムテーマを募集いたします．次の要領

をご参照のうえ，活発な討論が期待できる有益なテーマを積

極的にご提案下さい．(提案様式は HP よりダウンロードし

て下さい．）

詳 細 まてりあ61巻12月号917頁またはホームページ→講

演大会→2023秋

問合・照会先 Email: stevent＠jimm.jp

 0222233685 FAX% 0222236312

日本金属学会講演大会委員会宛

年秋期講演大会企画シンポジウムテーマ募集

提案期限年月日(月) 期日厳守

最新の研究や技術を発信し，多くの研究者・技術者が集い

交流する魅力ある講演大会を目指して，2017年秋期講演大

会より企画シンポジウムを実施しています．従来の公募シン

ポジウムとは違い，企業の方に積極的に講演頂くため，講演

概要原稿の提出は問いません．講演発表は，一般(応募)講演

枠は設けず，依頼講演および基調講演に限定いたします．

次の要領をご参照のうえ，活発な討論が期待できる有益な

テーマおよび他学会との連携企画等積極的にご提案下さい．

(提案様式はホームぺージよりダウンロードして下さい．）

詳 細 まてりあ61巻12月号918頁またはホームページ→講

演大会→2023秋

問合・照会先 Email: stevent＠jimm.jp

 0222233685 FAX% 0222236312

日本金属学会講演大会委員会宛

各賞推薦(自薦)のお願い

下記の推薦をお願いします．

第回村上記念賞 候補者推薦のお願い

推薦資格 本会代議員による推薦

推薦締切 年月日(火)

詳 細 まてりあ61巻12号またはホームページ→各種賞

第回村上奨励賞・第回奨励賞 候補者推薦のお願い

推薦資格 本会代議員 1 名，講演大会委員 1 名または正員 3

名による推薦

推薦締切 年月日(火)

詳 細 まてりあ61巻12号またはホームページ→各種賞

第回論文賞・第回新進論文賞 候補論文推薦(自薦)のお願い

推薦資格 本会代議員，会誌・欧文誌編集委員，当該論文の

査読者による推薦または著者本人からの自薦

推薦締切 年月日(火)

詳 細 まてりあ61巻12号またはホームページ→各種賞

第回まてりあ賞 推薦(自薦)のお願い

推薦資格 会報編集委員，正員 3 名による推薦または著者

本人からの自薦

推薦締切 年月日(火)

詳 細 まてりあ61巻12号またはホームページ→各種賞

◇ ◇ ◇
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受講料・受講資格

受講資格
(テキスト代含む・税込)

事前申込 当日申込

正 員 8,000円 10,000円

学 生 4,000円 5,000円

非会員 12,000円 15,000円

(本会維持員会社社員，協賛学協会会員は会員扱い．学
生は会員，非会員の区別なし)
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金属学会シンポジウム 開催案内

ミルフィーユ構造の創製とキンク強化新強化原理として見えてきたこと

[協賛予定] 　日本チタン協会，日本鉄鋼協会，軽金属学会，日本機械学会，日本塑性加工学会，日本物理学会，日本顕微鏡学会，日本セラミ

ックス協会，資源・素材学会，日本材料学会，粉体粉末冶金協会

LPSO 相を含むマグネシウム合金で発現する「キンク強化」は，マグネシウム合金のみならず，硬質層と軟質層が積層した

「ミルフィーユ構造」を有する金属・高分子・セラミックス材料を広く対象として，新規強化手法になり得る期待が高まって

きた．また，日本を中心として進められてきた研究には，世界各国からの注目が集まっており，研究の世界展開も始まってい

る．本シンポジウムでは，最新の研究成果を紹介するとともに，これまでの成果から見えてきたさらなる研究展開に関する将

来展望の議論を深めたい．皆様のご参加をお待ちしております．

(企画世話人 熊本大 山崎倫昭 東工大 藤居俊之 横浜国大 廣澤渉一)

日 時 年月日(土)～

場 所 東京工業大学 西 9 号館 ディジタル多目的ホール(〒1528552 目黒区大岡山 2121)

募集定員 200名

＊当日，受付にて参加証・テキストをお渡しいたします．

申込要領 (事前) WEB 申込 https://www.jim.or.jp/seminersymposium/

年月日(日)申込分まで

(当日) 現地受付にて申込む

受講料支払方法 (事前) ◯カード決済 ◯コンビニ決済 ◯銀行振込

(当日) 銀行振込(申込書記入連絡先へ後日振込用紙を送付します)

問合先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会 シンポジウム参加係

Email: meeting＠jimm.jp  0222233685 FAX% 0222236312

〈プログラム〉

1330～1340　挨拶

1340～1420　ミルフィーユ構造キンク組織の特徴(仮) 東大 阿部英司

1420～1500　LPSO 型マグネシウム合金におけるキンク形成後の塑性変形の特徴(仮) 東工大 藤居俊之

1500～1540　種々の材料系のミルフィーユ構造におけるキンク形成の微視的モデリング(仮) 名大 君塚 肇

―休 憩―

1555～1635　塑性加工によるキンク導入とキンク強化(仮) 物材機構 染川英俊

1635～1715　ミルフィーユ材料におけるキンク形成，強化機構(仮) 名工大 萩原幸司

1715～1725　挨拶

(各講義には10分程度の質疑応答時間を含む)
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〈公募類記事〉

無料掲載募集人員，締切日，問合先のみ掲載．

有料掲載1/4頁(700～800文字)程度．

「まてりあ」とホームページに掲載15,000円＋税

ホームページのみ掲載 10,000円＋税

〈その他の記事〉 原則として有料掲載．

原稿締切・掲載号毎月 1 日締切で翌月号 1 回掲載．

原稿提出先電子メール(受け取りメールの確認をして下さい)

　　　　　　Email : materia＠jimm.jp

集 会

◇レアメタル研究会◇

■主 催 レアメタル研究会

■主 宰 者 東京大学生産技術研究所 教授 岡部 徹

■協 力 (一財)生産技術研究奨励会(特別研究会 RC40)

■共 催 東京大学マテリアル工学セミナー

レアメタルの環境調和型リサイクル技術の開発

研究会

東京大学生産技術研究所 持続型エネルギーイ

ンテグレーション研究センター

東京大学生産技術研究所 非鉄金属資源循環工

学寄付研究部門(JX 金属寄付ユニット)

■協 賛 (一社)軽金属学会，(一社)資源・素材学会，

(一社)新金属協会，(公社)日本化学会，(公社)

日本金属学会，(一社)日本チタン協会，(一社)

日本鉄鋼協会 (五十音順)

■開催会場 東京大学 生産技術研究所 An 棟 2F コンベン

ションホール

〒1538505 目黒区駒場 461

(最寄り駅駒場東大前，東北沢，代々木上原)

■参加登録・問合わせ

岡部研 学術専門職員 宮嵜智子(tmiya＠iis.u-tokyo.ac.jp)

令和 4 年度 レアメタル研究会のご案内 (2022.12.7現在)

■第回 年月日(金) ～

An 棟 2F コンベンションホール

リアル講演会＋講演のネット配信(Zoom Webinar &

YouTube)のハイブリッド研究会

★貴金属シンポジウム(第10回)＋新年会★(合同開催)

テーマ貴金属の製錬・リサイクル

午後 200～

講演【敬称略】

★プログラムの順番等は変更する可能性があります★

PGM 回収方法の検討

三菱マテリアル株式会社 イノベーションセンター分離精製領域

主任研究員 仲家新太郎

貴金属湿式回収プロセスでの金還元工程の改善について

住友金属鉱山株式会社 金属事業本部東予工場 精金課 課長

土岐典久

JX 金属の銀回収プロセスについて

JX 金属製錬株式会社 日立工場 HMC 製造部 部長 平出正幸

環境・エネルギー関連触媒への取り組み(仮)

田中貴金属工業株式会社 市川工場 触媒開発セクション

チーフマネージャー 菊原俊司

小規模金採掘精錬(ASGM)における水銀の消費と密輸フロ

ーの検出

千葉大学大学院 工学研究院 地球環境科学専攻

共生応用化学コース 助教 吉村彰大

意見交換会(＋新年会)(中止)

■第回 年月日(金) ～

An 棟 2F コンベンションホール

リアル講演会＋講演のネット配信(Zoom Webinar &

YouTube)のハイブリッド研究会

テーマ夢とロマン

午後 200～

講演【敬称略】

レアアース資源の現状と課題リン鉱石の副成分の有効利用

(仮)

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 地圏資源環境研究部門

鉱物資源研究グループ 研究グループ長 星野美保子

希土類金属産業が抱える問題点と解決策(仮)

東京大学 生産技術研究所 非鉄金属資源循環工学寄付研究部門

特任教授 岡部 徹

若手研究者からみた素材プロセス研究の夢とロマン(仮)

東京大学 生産技術研究所 助教 上村 源

研究交流会・意見交換会(開催未定)

＊レアメタル研究会ホームページ＊

https://www.okabe.iis.utokyo.ac.jp/japanese/rc40_j.html

公 募

東北大学材料科学世界トップレベル研究拠点

准教授，講師または助教 募集(名程度)

締 切 日 年月日(火)

問 合 先 東北大学材料科学世界トップレベル研究拠点採用

担当

Email: crcms_recruit2022＠grp.tohoku.ac.jp

◇掲示板は，本会ホームページにも掲載しており

ますのでご利用下さい．

https://jimm.jp/ → 掲示板 です．
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日 本 金 属 学 会 誌 掲 載 論 文

Vol. 87, No. 1（2023）

―オーバービュー―

材料科学・工学のための局所エネルギー・局所応力の
第一原理計算 香山正憲 田中真悟 椎原良典

―論 文―

払拭法および浸漬法によって電解研磨したステンレス
鋼表面のガス放出特性に及ぼす電解研磨条件の影響

藤野 毅 福室直樹 Vijay Chouhan 井田統章

井田義明 八重真治

ニューラルネットワーク計算による2元系固体化合物
の標準エントロピーの推算

佐伯直哉 中本将嗣 田中敏宏

Materials Transactions 掲載論文

Vol. 64, No. 1（2023）

―Special Issue on Recent Research and Develop-
ment in the Processing, Microstructure, and

Properties of Titanium and Its Alloys―

PREFACE Mitsuo Niinomi, Masahiko Ikeda,

Yoko Yamabe-Mitarai, Hideki Hosoda, Takuya Ishimoto,

Sengo Kobayashi, Takao Hanawa, Takayuki Narushima and

Takayoshi Nakano

Review ― Importance of Atmospheric Gas Selec-
tion in Metal Additive Manufacturing: Effects on
Spatter, Microstructure, and Mechanical Proper-
ties

Hiroki Amano, Takuya Ishimoto and Takayoshi Nakano

Review ― Microstructural Control and Functional
Enhancement of Light Metal Materials via Metal
Additive Manufacturing

Takuya Ishimoto and Takayoshi Nakano

Residual Stress and Phase Stability of Titanium
Alloys Fabricated by Laser and Electron Beam
Powder Bed Fusion Techniques(Review)

Aya Takase

Review ― Metal Additive Manufacturing of
Titanium Alloys for Control of Hard Tissue Com-
patibility Aira Matsugaki, Tadaaki Matsuzaka and

Takayoshi Nakano

Review ― Research and Development of Titanium-
Containing Biomedical High Entropy Alloys (Bio-
HEAs) Utilizing Rapid Solidification via Laser-
Powder Bed Fusion

Ryosuke Ozasa, Aira Matsugaki, Takuya Ishimoto and

Takayoshi Nakano

Raking Process for Powder Bed Fusion of Ti6Al
4V Alloy Powder Analyzed by Discrete Element
Method Masayuki Okugawa, Yusuke Isono,

Yuichiro Koizumi and Takayoshi Nakano

Influence of Input Energy Density on Morphology
of Unique Layered Microstructure of g-TiAl Alloys
Fabricated by Electron Beam Powder Bed Fusion

Ken Cho, Naohide Morita, Hiromasa Matsuoka,

Hiroyuki Y. Yasuda, Mitsuharu Todai, Minoru Ueda,

Masao Takeyama and Takayoshi Nakano

Evaluation of Liquid/Solid Interfacial Property
for Ti6 massAl4 massV Alloy Using Elec-
tron-Beam Additive Manufacturing

Masashi Nakamoto and Toshihiro Tanaka

Microstructures and Mechanical Properties of
Carbon-Added Ti Composites Fabricated by Laser
Powder Bed Fusion or Spark Plasma Sintering

Mingqi Dong, Weiwei Zhou, Zhenxing Zhou and

Naoyuki Nomura

Direct Oxygen Removal from Titanium by Utiliz-
ing Vapor of Rare Earth Metals

Takanari Ouchi, Kenta Akaishi, Gen Kamimura and

Toru H. Okabe

Acceleration of Isothermal v Phase Formation by
Oxygen Addition in TiNb Alloys during Cooling
Process Sengo Kobayashi and Satoshi Okano

Structural Changes due to Heating and Stress
Loading of Metastable Quenched Martensite
Structures in Ti(1020) mass Nb Alloys

Yoshikazu Mantani and Yoshito Takemoto

Effects of Grain Size, Thickness and Tensile
Direction on Yield Behavior of Pure Titanium
Sheet Hidenori Takebe and Kohsaku Ushioda

Microstructure Evolution and High-Temperature
Mechanical Properties of Ti6Al4Nb4Zr Fabri-
cated by Selective Laser Melting

Tomoki Kuroda, Haruki Masuyama, Yoshiaki Toda,

Tetsuya Matsunaga, Tsutomu Ito, Makoto Watanabe,

Ryosuke Ozasa, Takuya Ishimoto, Takayoshi Nakano,

Masayuki Shimojo and Yoko Yamabe-Mitarai

Effect of Process Parameters on the Microstruc-
ture and High-Temperature Strengths of Titanium
Aluminide Alloy Fabricated by Electron Beam
Melting Kazuhiro Gokan, Yudai Yamagishi,

Kazuhiro Mizuta and Koji Kakehi

Excellent Balance of Ultimate Tensile Strength
and Ductility in a Ti6Al2Sn4Zr2MoSi Alloy
Having Duplex a ＋ a′Microstructure: Effect of
Microstructural Factors from Experimental Study
and Machine Learning
Irvin S áechep áee, Paul Paulain, Yuka Nagasaki, Riku Tanaka,

Hiroaki Matsumoto and Vincent Velay

High Cycle Fatigue and Very High Cycle Fatigue
of Orthorhombic (O ＋ a2)-Type Ti27.5Nb13Al
Alloy with and without B and Fatigue Striation
Analysis in Comparison with (a ＋ b)-Type Titani-
um Alloys Masuo Hagiwara and Tomonori Kitashima
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Galvanic Corrosion among Ti6Al4V ELI Alloy,
CoCrMo Alloy, 316L-Type Stainless Steel, and
Zr1Mo Alloy for Orthopedic Implants

Tomoyo Manaka, Yusuke Tsutsumi, Yukyo Takada,

Peng Chen, Maki Ashida, Kotaro Doi, Hideki Katayama and

Takao Hanawa

Effect of Niobium and Oxygen Contents on
Microstructure and Mechanical Properties of a＋
b-Type Ti(525)Nb(0.51)O (mass) Alloys for
Biomedical Applications

Kyosuke Ueda, Masahito Omiya, Kotaro Kato,

Hiroyasu Kanetaka and Takayuki Narushima

Concept and Fabrication of Beta-Type Titanium
Alloy Rod with Parts Possessing Different
Young's Moduli for Spinal Fixation

Masaaki Nakai, Kengo Narita, Koichi Kobayashi,

Keisuke Sasagawa, Mitsuo Niinomi and Kazuhiro Hasegawa

Antibacterial Properties of TiO2 Layers Formed by
Au-Sputtering and Thermal Oxidation of Titanium
under Visible Light

Takatoshi Ueda, Ryusuke Koizumi, Kyosuke Ueda,

Koyu Ito, Kouetsu Ogasawara, Hiroyasu Kanetaka and

Takayuki Narushima

―Regular Article―
Materials Physics

Development of a Suppression Technique of Poten-
tial-Induced Degradation by a Formation of Glass
Layer in Si PV Modules

Go Sian Huai, Takahiko Haga, Fumitaka Ohashi,

Hiroki Yoshida, Tetsuji Kume and Shuichi Nonomura

Microstructure of Materials

Microstructural Classification of Unmodified and
Strontium Modified AlSiMg Casting Alloys with
Machine Learning Techniques

Zixiang Qiu, Kenjiro Sugio and Gen Sasaki

Modelling Effects of Copper on Microstructure
and Properties of AlSiCu Alloys

Hossain M. M. A. Rashed, Ehsan A. Ashrafi and

Ashique Hasan

Local Crystallization of Amorphous Aluminum
Oxide Thin Film Using Electron Beam Irradiation
by SEM Shunsuke Tanahashi, Sae Okawara,

Tomoharu Tokunaga and Takahisa Yamamoto

Development of Next-Generation Lead-Free Free-
Cutting a ＋ b Brass Keiichiro Oishi, Hiroki Goto,

Koichi Suzaki, Takayuki Oka and Hiroyuki Mori

Mechanics of Materials

Effect of Ice Saturation on Gas Permeability and
Elastic Wave Velocity of Frozen Berea Sandstone

Naoki Kinoshita and Hideaki Yasuhara

Initial Arrival Time Identification Utilizing Wave-
let Transform and Akaike Information Criterion
for Locating Acoustic Emission Source in a Thin
Plate Yoshito Suzuki and Takuma Matsuo

Cr Effects on the Local Plasticity Evolution and
Fracture Behaviors of NiCr Alloys Tensile-Tested
under Hydrogen Charging

Naohiro Kobayashi, Motomichi Koyama,

Misaho Yamamura, Tomohiko Hojo and Eiji Akiyama

Classification of Corrosion Flaws on Front and/or
Back Surfaces of Non-Magnetic Metal Plates
Using a Rectangular Wave Eddy Current Testing
System Teruyoshi Sasayama

Effect of Microstructure on Shear Deformation in
(a ＋ g) Duplex Stainless Steel

Hajime Nishimura and Eiichiro Ishimaru

Material Modeling of Perforated Sheet Metals
with Different Hole Arrangements by Homogeni-
zation Method Hideo Takizawa and Soichiro Furuta

Materials Chemistry

Effect of Impurity Ions and Additives in Solution
of Copper Electrorefining on the Passivation
Behavior of Low-Grade Copper Anode

Kohei Mori, Yuta Yamakawa, Satoshi Oue,

Yu-ki Taninouchi and Hiroaki Nakano

Effect of Proportions of G and IronZinc Solid
Solution Phases on the Corrosion Prevention
Performance of Mixed Coating Layers on Heated
Galvannealed Steel Sheets

Yoshifumi Konari, Kenji Kono, Miyuki Sasaki,

Koki Ikeda and Li-Bin Niu

Materials Processing

Optimization of Sea Beach Sand Composition for
Cast Iron Foundry Applications

Gaurav Pandya, Vatsal Ramani, Gaurav Awasthi,

Dilip K. Basa, Durbadal Mandal and Sujoy K. Chaudhury

Influences of Temperature and Phosphorus Addi-
tion on Surface Tension of Molten CuP Alloys

Ryota Ishiguro, Yusaku Seimiya, Naoya Yoshitake and

Shumpei Ozawa

Effect of the Atmosphere for Heat Treatment on
Carbon Flux in Ultra-Rapid Carburizing
Ryosuke Yamamoto, Akio Nishimoto and Kazutoshi Toda

Engineering Materials and Their Applications

Corrosion Behavior and Action of Microbes on
Copper in a Freshwater, Microbiologically In-
fluenced Corrosion Risk Environment

Yasuyuki Miyano, Satoshi Wakai, Kazuhiko Miyanaga,

Toshiyuki Sunaba, Hirotaka Mizukami and Nanami Eno

Search for Lithium Ion Conducting Oxides Using
the Predicted Ionic Conductivity by Machine
Learning Yudai Iwamizu, Kota Suzuki, Naoki Matsui,

Masaaki Hirayama and Ryoji Kanno

―Technical Article―
Fatigue Performance of TitaniumAluminum
Vanadium Alloy Fabricated by Laser-Wire-Based
Directed Energy Deposition Forming Dot-Shaped
Beads Yoshikazu Nakano, Daiji Morita,

Nobuhiro Shinohara, Yoshikazu Ukai, Nobuyuki Sumi and

Takashi Hashimoto

―Express Rapid Publication―

Effect of Electrolysis Potential and Molar Ratio of
CaO to SiO2 on Si Metal Deposition in Molten
CaCl2
Kosei Takahashi, Taiki Morishige and Toshihide Takenaka

Announcement
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追 悼 本会名誉員・元会長 馬越佑吉大阪大学名誉教授を偲んで
本会名誉員で元会長の大阪大学名誉教授の馬越佑吉先生が，2022年 8 月

24日にご逝去されましたことをお知らせするとともに，先生のご生前の業
績を偲び，謹んで哀悼の意を表します．偉大な師である馬越先生とお会い
することが出来なくなってしまったことは，精神的支柱を失ってしまった
ようで痛恨の極みではありますが，今でも天国から温かく見守ってくださ
っているものと存じます．

馬越佑吉先生は，1944年 4 月，愛媛県でのお生まれで，享年78歳でした．
1967年 3 月に大阪大学工学部冶金学科を卒業後，1969年 3 月に大阪大学大
学院工学研究科冶金学専攻修士課程を修了，同年 7 月大阪大学工学部助手
に着任されました．1974年 7 月に大阪大学にて工学博士の学位を取得後，
1987年 7 月に同助教授，1991年11月に同教授に昇任し，構成材料学講座を
担当されました．1997年 4 月の大学院重点化に伴い，材料機能学講座を担
当されました．2001年 4 月から2002年 3 月まで同大学評議員，2002年 4 月
から2004年 3 月まで同大学大学院工学研究科長および同工学部長を務めら
れ，同年 4 月より国立大学法人大阪大学理事に就任し，同副学長，同知的
財産本部長，同研究推進室長を務められました．2007年 8 月から，再度，
大阪大学大学院工学研究科教授に着任され，構造機能制御学講座を担当し，
2008年 3 月31日に定年退職を迎えられました．同年 4 月 1 日には大阪大学

名誉教授の称号を受けられました．その後，2010年 3 月まで独立行政法人物質・材料研究機構の理事を務められ
ました．

馬越先生は長年にわたって広い視野と高邁な見識で学生の教育，研究の推進並びに後進の指導・育成に努め，多
くの優れた研究者，技術者を社会に送り出し，その一例として，現在までに 7 名の教授を輩出されておられま
す．研究業績は，結晶物性工学，材料強度学，生体組織工学などの材料の力学・機能特性とそれらを応用した医工
連携分野への展開と，多岐にわたっておられます．数々の業績の中でも，材料強度学の研究では，耐熱性金属間化
合物の変形および疲労特性の解明を行い，高温で強度が上昇する異常強化現象の機構を解明し，とりわけ単結晶を
用いた基礎研究から実用研究への道を拓かれました．結晶物性工学の研究では，双結晶を用いた結晶粒界性格の相
変態への寄与とその利用による，機能特性，力学特性改善のための組織制御法を確立されるなど，独自の研究分野
を開拓されました．こうした功績により，1990年に日本鉄鋼協会西山記念賞，日本金属学会功績賞，1993年に日
本鉄鋼協会澤村論文賞，1996年に粉生熱技術振興賞，2000年に日本鉄鋼協会学術功績賞，日本金属学会谷川・ハ
リス賞，2007年に日本金属学会村上記念賞，2014年に日本金属学会賞など数多くの賞を受賞されました．さらに
学協会においては，日本金属学会会長・理事，日本鉄鋼協会副会長・理事，日本学術会議会員などを歴任し，我が
国の学術研究を牽引し，その発展に尽力されました．研究指導は厳しい中にも常に愛情を持った優しさもあり，本
音で議論できるフラットな環境づくりを心掛けておられました．常に独自性の高い研究を心掛けるように指導をさ
れている姿が昨日のことのように思い出されます．馬越先生の在りし日の姿に思いを馳せ，先生の歩み続けた道が
数多くの世代を超えた研究者によって継承されることを切に願いながら，心よりご冥福をお祈りいたします．

まてりあ第巻号 予告

［最近の研究］金属溶湯脱成分によるナノポーラス金属およびヘ

テロ複合材料の開発 ……………東北大 和田 武他

［最近の研究］電流 スピン流 熱流変換材料の現状と課題

……………………………………東北大 関 剛斎

［技 術 資 料］高純度マグネシウムを用いた医療用インプラント

製造技術の開発 …………………富山高専 井上誠他

［物性・技術データ最前線］熱関連材料データベース Properties

DB Web の開発と蓄熱材探索への応

用 ……………………産総研 石田豊和

［講義ノート］金属腐食の概要と局部腐食―各種金属の耐食性―

…………………………………元 NIMS 篠原 正

［材料ニュース］純鉄圧粉磁心の保磁力定量解析と材料開発への

応用 ……………………JFE スチール 高下拓也他

［実 学 講 座］1 章 組織観察 19 その他の方法

………………………………………阪大 中村篤智

［新技術・新製品］

―他―
編集の都合により変更になる場合があります
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(2022年10月21日～2022年11月21日)

正 員

井 上 謙 一 株式会社徳力本店

黒 川 政 人 日本高周波鋼業株式会社

冨 田 浩 平 ヴァーダー･サイエンティフィック株式会社

成 田 彩 乃 株式会社徳力本店

西 川 洋 介 日本軽金属株式会社

学 生 員

沖 　 世 紀 熊本大学 宮 本 雅 章 大坂公立大学 山 田 真 琴 東京工業大学
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行 事 カ レ ン ダ ー
太字本会主催(ホームページ掲載)

開催日 名称・開催地・掲載号 主催 問合先 締切

年月

6 第104回レアメタル研究会(貴金属シンポジウム)
(東大生産技研＋オンライン開催)(本号70頁)

レアメタル研究会 TEL 0354526314
tmiya＠iis.u-tokyo.ac.jp
https://www.okabe.iis.u-tokyo.ac.jp/
japanese/rc40_j.html

7 ～ 8 第61回セラミックス基礎科学討論会(岡山大) 日本セラミックス
協会基礎科学部会

kishim-a＠cc.okayama-u.ac.jp

13 腐食防食部門委員会 第346回例会(大阪) 日本材料学会 TEL 0757615321 jimu＠office.jsms.jp
http://www.jsms.jp/

17 第 3 回 MSJ 講習会「パワーエレクトロニクス磁
気工学の基礎と応用」(Web 開催)

日本磁気学会 TEL 0352810106
https://www.magnetics.jp/education/
msjworkshop_powermagnetics_3/

参加
12.23

19～20 2022年度 JCOM シンポジウム(大阪公立大学＋
ハイブリッド)

日本材料学会 TEL 0757615321
jcom2020wakate＠office.jsms.jp
http://compo.jsms.jp/

定員
45名

24 表面科学技術研究会2023
表面ぬれ制御技術の最先端 ―表面修飾・バイオ
ミメティクス・センシング技術―(大阪)

日本表面真空学会
関西支部他

TEL 0762645735
https://www.jvss.jp/chapter/kansai/files/
2023_hyoumengijyutsu/hyoumengijyutsu_
2023.html

1.17
定員
100名

24～25 第51回ガスタービンセミナー(東大＋オンライ
ン)

日本ガスタービン
学会

TEL 0333650095 gtsj-office＠gtsj.or.jp
http://www.gtsj.org/

24～25 第30回超音波による非破壊評価シンポジウム(東
京)

日本非破壊検査協
会

TEL 0356094015 beppu＠jsndi.or.jp

24～25 第29回「エレクトロニクスにおけるマイクロ接
合・実装技術」シンポジウム(Mate2023)(横浜)

スマートプロセス
学会

TEL 0661316605 mate＠a-youme.jp
http://a-youme.jp/mate2023/

25 第126回シンポジウム「軽金属研究のための分
析・解析」(オンライン)

軽金属学会 TEL 0335380232
https://www.jilm.or.jp/

定員
60名

26～27 第179回塑性加工学講座「圧延加工の基礎と応用」
(東京＋オンライン)

日本塑性加工学会 TEL 0334358301 http://www.jstp.jp 定員
70名

26～27 第44回安全工学セミナー(東京) 安全工学会 TEL 0362062840 jsse-2004＠nifty.com
https://www.jsse.or.jp/

28 第28回高専シンポジウムオンライン(米子＋オン
ライン)

高専シンポジウム
協議会

TEL 0859245161 date＠yonago-k.ac.jp
https://kosensympo.org/

年月

1 ～ 3 InterAqua 2023 第14回水ソリューション総合展
(東京)

株 JTB コミュニ
ケーションデザイ
ン

http://www.interaqua.jp

2 第350回塑性加工シンポジウム「積層造形技術の
最前線」(東北大金研＋オンライン)

日本塑性加工学会 http://www.jstp.or.jp 定員
100名

3 ～ 4 第28回電子デバイス界面テクノロジー研究会―
材料・プロセス・デバイス特性の物理―(三島)

応用物理学会 薄
膜・表面物理分科
会他

TEL 0338287723 shiraishi＠jsap.or.jp
http://www.edit-ws.jp/

7 第351回塑性加工シンポジウム「医療分野に求め
られる加工技術の高度化と多様性」(京都工芸繊
維大)

日本塑性加工学会
(関西支部)

http://www.jstp.or.jp 定員
80名

18 ミルフィーユ構造の創製とキンク強化新強化原
理として見えてきたこと(東工大)(本号69頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 meeting＠jimm.jp 事前
2.12

21～22 第180回塑性加工学講座「塑性加工技術者のため
の熱処理の基礎と応用」(web 開催)

日本塑性加工学会 http://www.jstp.jp 定員
70名

24 トライボシンポジウム第25回「トライボコーテ
ィングの現状と将来」(和光)

理化学研究所大森素
形材工学研究室，ト
ライボコーティング
技術研究会

TEL 0359187613 tribo＠tribocoati.st
http://www.tribocoati.st

定員
65名

年月

3 第 2 回計算イオニクス研究会(第83回固体イオニ
クス研究会)(ファインセラミックスセンター)

日本固体イオニク
ス学会

TEL 0528713500 kuwabara＠jfcc.or.jp

6 第48回組織検査用試料の作り方(組織の現出)講
習会「鉄鋼材料・非鉄金属材料・表面改質処理お
よび異常組織材」(東京)

材料技術教育研究
会

TEL 0474317451
jimukyoku＠mskoshukai.jp

2.22

7 日本顕微鏡学会第47回関東支部講演会(オンライ
ン)

日本顕微鏡学会関
東支部

http//microscopy.or.jp/kanto2022/
TEL 0222175374 y-sato＠tohoku.ac.jp

7 ～10 日本金属学会春期講演大会(東大駒場キャンパ
ス，東京都立産業貿易センター浜松町館)(本号
62頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 FAX 0222236312
annualm＠jimm.jp

ポスター
1.6

参加予約
2.17

10 第105回レアメタル研究会(東大生産技研＋オン
ライン開催)(本号70頁)

レアメタル研究会 TEL 0354526314
tmiya＠iis.u-tokyo.ac.jp
https://www.okabe.iis.u-tokyo.ac.jp/
japanese/rc40_j.html

10 第13回男女共同参画ランチョンミーティング
「金属材料分野での多様なキャリアパス(東大駒場
キャンパス)(本号66頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 annualm＠jimm.jp





2021, 2022年度会報編集委員会 (五十音順，敬称略）

委 員 長 竹 田 　 修

副 委 員 長 田 中 秀 明

委 員 池 尾 直 子 石川史太郎 井田駿太郎 植 木 洸 輔 宇 部 卓 司 大 塚 　 誠

大 野 直 子 岡 田 周 祐 川 西 咲 子 木 口 賢 紀 北 村 一 浩 國 枝 知 徳

小 嶋 隆 幸 小 畠 淳 平 小 柳 禎 彦 小 山 元 道 齊 藤 雄 太 近 藤 亮 太

齊 藤 信 雄 篠 原 百 合 佐々木秀顕 佐 藤 豊 人 芹 澤 　 愛 鈴 木 賢 紀

鈴木真由美 田 辺 栄 司  島 克 利 高 山 直 樹 堤 　 祐 介 趙 研

塚 田 祐 貴 寺 本 武 司 圓 谷 貴 夫 寺 西 　 亮 轟 　 直 人 土井康太郎

徳 永 透 子 長 岡 　 亨 豊木研太郎 永 井 　 崇 長谷川　誠 永 瀬 丈 嗣

袴 田 昌 高 本 間 智 之 春 本 高 志 藤 井 　 進 松 本 洋 明 松 浦 昌 志

松垣あいら 宮 崎 秀 俊 眞 山 　 剛 三 井 好 古 諸 岡 　 聡 宮部さやか

盛 田 元 彰 山 本 剛 久 山 崎 由 勝 山 中 謙 太 吉 年 規 治 山 本 知 一

横 井 達 矢 李 　 誠 鎬
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開催日 名称・開催地・掲載号 主催 問合先 締切

13～15 2022年度量子ビームサイエンスフェスタ(つくば
＋オンライン)

高エネルギー加速
器研究機構物質構
造科学研究所，J
PARC セ ン タ ー
他

qbsf2022-office＠ml.post.kek.jp
https://www2.kek.jp/imss/qbsf/2022/

15 日本金属学会春期講演大会高校生・高専学生ポス
ターセッション(オンライン)(12号914頁)

日本金属学会 TEL 0222233685
annualm＠jimm.jp

1.13

年月

15～19 IEEE International Magnetics Conference(Inter-
mag 2023)(仙台)

IEEE Magnetics
Society

intermag2023＠congre.co.jp

30～31 第39回希土類討論会(札幌) 日本希土類学会 TEL 0668797352
kidorui＠chem.eng.osakau.ac.jp
https://www.kidorui.org/

発表
1.31

31～6.2 第28回計算工学講演会(つくば) 日本計算工学会 TEL 0338688957 office＠jsces.org
http://www.jsces.org/koenkai/28/

年月

9 ～11 2023年度塑性加工春季講演会(名工大) 日本塑性加工学会 http://www.jstp.or.jp

年月

5 ～ 7 第60回アイソトープ・放射線研究発表会(東京) 日本アイソトープ
協会

TEL 0353958081
happyoukai＠jrias.or.jp
http://www.jrias.or.jp/seminar/cat11/

年月

27～31 The International Conference on Sintering 2023
(Sintering 2023国際会議)(岐阜)

日本セラミックス
協会

info＠sintering2021.org
https://www.sintering2021.org/

参加
2.15

年月

19～22 日本金属学会秋期講演大会(富山大学五福キャン
パス)(2023年 5 号会告予定)

日本金属学会 TEL 0222233685
annualm＠jimm.jp

25～30 ITC Fukuoka 2023 (9th International Tribology
Conference, Fukuoka 2023)(福岡)

日本トライボロ
ジー学会

TEL 0334341926
https://www.itc2023.jp/

年月

1923 PRICM11 (The 11th Paciˆc Rim International
Conference on Advanced Materials and Prosess-
ing)

KIM TEL ＋8125736207 info＠pricm11.org

新年あけましておめでとうございます．本年も「まてりあ」誌をご愛読いただけますよう，宜し

くお願いいたします．

また本会では，今年も春秋の講演大会の他に「オンライン講座」や「セミナー」，「シンポジウム」

等の学会活動も計画して参りますので，皆様のご参加をお待ちしております．
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